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ま え が き

植物防疫資料館には，過去の植物防疫に関する多くの資料が収蔵されており，一般に公開されています。

古い資料を広く知って頂くため，植防コメントに，「古書の楽しみ」あるいは「古書のこぼれ話」として明

治初めからの史料をご紹介しました。肩のこらない読み物として，軽く読み流して頂くことを念頭に，それ

らをまとめました。

ここに，それらと異質な，一団の資料が残されています。刊行物ではなく，事務的な資料のファイルです。

これからご紹介する「農薬統制組合」「農薬統制株式会社」等が作製し，あるいは受け取った文書，会議資料，

メモなどが綴られており，先の大戦中の農薬統制に深く関わる史料です。一見して，「軽く読み流す」よう

な文章では紹介しきれない重さを感じました。

戦後の植物防疫については，国，都道府県の組織，機関，あるいは関連する企業や諸団体の周年記念出版

物などに，丁寧にまとめられています。ところが，戦中のことについては，そうした史料をとりまとめたも

のは殆ど見当たりません。

戦時統制という側面だけでなく，科学的データに基づいて適正な農薬を確認して使用に供する取り組み，

ある会議で漏らされた当局者の発言などからは，今日に至る，法に基づく農薬登録制度への芽生えが感じら

れます。病害虫発生予察事業もこの時代に始まりました。

このような史料が死蔵され，やがて朽ちる日を待つのは，もったいないので，そのご紹介をしたいと考え

ましたが，当時を知る方は今や少なくなり，ご自身の経験に基づきながらこれらをまとめて頂くことは望み

得ない時期に至っています。

私の力が及ぶか，はなはだ心許ない限りですが，豊富な時間と，自由な閲覧の機会をもってこの資料と向

き合うことが出来る者は，今後多くはないと考え，蟷螂の斧を持って，資料にかじりついてみた次第です。

一団の史料は，関係団体が関わった範囲に限られるため，現場の病害虫防除の様子や，関連した試験研究

についての情報がありませんので，別途の資料から，植防コメントに連載した「古書の楽しみ」の手法で補

うこととし，それを 第一章としました。続く第二章で農薬統制についてまとめています。また，分量の大

きな資料で，省略しがたいものは巻末資料として添付しました。

事柄の羅列の観があり，また，冗長とも感じますが，あまり省略をせずに，事実を拾い上げて記録し，時

系列を追って関連づけることに努めました。

資料が持つ先人のご苦心が十分に記録できたか，忸怩たる思いで，筆を置きます。

終わりに当たって，日本植物防疫協会元顧問の遠藤武雄氏には，ご多忙の中，原稿を校閲して頂き，また，

前業務執行理事の近藤俊夫氏に，史料とりまとめのきっかけを与えて頂きました。篤く御礼申し上げます。
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第 1章 各種資料から見た昭和 10年代

1 ．時 代 背 景
世界恐慌の影響から，7 年以降回復に向かってめざましい発展を示し，輸出は 7年～12 年の間に 2.3 倍，

国民総生産は 1.8 倍，工業総生産額中の重化学工業の比率は，15 年にはほぼ 60％を占めるようになりまし

た。農林漁業の景況の回復は遅れ，10 年頃から発展軌道にのることになりました。

1936(昭和 11)年に二・二六事件があり，1937(昭和 12)年には，盧溝橋事件を起点に日華事変が始まりま

した。1939(昭和 14)年にヨーロッパでは第二次大戦がおこり，1940(昭和 15)年に日独伊三国同盟を締結，

1941(昭和 16)年 12 月には太平洋戦争に突入しました。

こうした中で，日華事変直後に成立(12 年 9 月公布)した「輸出入品等ニ関スル臨時措置ニ関スル法律」

により，配給統制ないし消費規制がはじまりました。

13 年 5 月に「国家総動員法」が施行され，経済はほぼ統制下に入ることとなりました。

14 年には「価格等統制令」「小作料統制令」等が公布施行され，価格，料金，労賃について 14 年 9 月 18

日の水準を超えて引き上げることを禁止するとともに，その後協定価格料金等又は公定価格料金等による統

制に移行することを規定しています。

また，各種資材が窮屈となり 13 年 12 月に農林省に「農村対策部」が設置され，農薬，防除器具は，同部

の「資材課」が担当することとなりました。

14 年から 15 年にかけて農林省は逐次「農林水産物農林水産業用品販売価格取締規則」……「農業用薬剤配

給統制規則」……を施行しました。

18 年 11 月に農林省は商工省の一部と合併し，農商省となりました（商工省の主要部門は「軍需省」にな

りました。）。

西日本における「14 年の夏季の旱魃（かんばつ）は未曾有ともいうべき激甚なもの……被害は莫大なも

のであった」（農林行政史第二巻）ことから，農事試験場鴻巣試験地の他，兵庫，山口，香川，福岡の県立

農事試験場を指定して旱魃防止並びに軽減に関する応用試験に取り組みました。

20 年 8 月に終戦となり，新たな社会への出発点となったのは，ご承知の通りです。

2 ．植物防疫を巡る情勢
10 年 5 月に内務省衛生局長の通牒により，農会，産業組合で毒物劇物（当時では砒素剤）の取り扱いを

行う者は毒物劇物営業者として，地方長官（道府県知事）の営業許可及び営業管理人の許可を受けなければ

ならないこととされました。また，砒素剤について，毒物劇物営業取締規則改正により，10 年 1 月から，

うどん粉などと誤用されないよう着色しなければならないこととなりました。

13 年 4 月に，為替管理によって輸入物資の制限を行うこととなり，農薬製品や農薬用原料の輸入にも規

制が及びました。

15 年 10 月には「輸出入品等ニ関スル臨時措置ニ関スル法律」に基づき「農業薬剤配給統制規則」が公布・

施行されました。この規則では，農林大臣が指定した農業薬剤を生産・輸入を行う者は，その農業薬剤を農
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林大臣が指定する「共販機関」以外の者に譲渡してはならず，「共販機関」以外の者は指定した農業薬剤の

生産・輸移入を行う者から，その農薬を譲り受けてはならないこと等が規定されました。共販機関として

「農薬共販株式会社」が設立されました。配給のルートは，農薬共販株式会社から全国購買販売組合聯合

（「連合」と同じ）会を通して道府県購買販売組合聯合会に配給されるものと，農薬共販株式会社から直接道

府県内の農薬販売業者又はその団体に配給されるものとの 2本になりました。

これにより統制される農薬は，①砒酸鉛，②農業用硫酸ニコチン，③農業用のデリス根及びデリス剤，

④農業用の松脂（まつやに）合剤及び松脂展着剤，⑤農業用硫酸銅製剤，⑥農業用大豆展着剤の六品目が

告示されました。以後対象品目は数次にわたり追加或いは変更されています。

更に，農薬にも使用される汎用薬品については，農林省と商工省協議の上で，硫酸銅，青化曹達，ホルマ

リン，農業石鹸，クロールピクリンが統制の対象となりました。

15 年 2 月及び 3 月に「価格統制令」に基づく農林省告示により，農業薬剤の大部分に統制価格が適用さ

れることとなりました。

農薬の銘柄及び規格は製造業者により各種各様であり，「農家等を迷わすばかりでなく，低位中小製造業

者の存在は原料資材の合理的消費を阻害し生産費を高めるので」（農林行政史第二巻）農薬の銘柄及び規格

の整理統一，企業の整理統合を進める事となりました。

16 年 12 月に官民合同の「農薬整備委員会」を設置し，審議の結果 17 年 3 月に農薬の銘柄及び規格の統

一と，農薬製造企業の整理が決定されました。

これら農薬の統制に関しては，次章で解説致します。

一方，13 年度から，食糧増産確保対策の一環として，稲熱病（13 年度から），麦類病害（14 年度から）

に薬剤費を補助，螟虫（ずいむし：ニカメイチュウ，サンカメイチュウのこと）誘蛾燈，葉鞘変色茎切り取

り鎌の購入費（14 年度から），泥負虫，葉潜蝿への薬剤費（14 年度から），稲の噴霧器購入費（14 年度から），

15 年度からは甘藷，馬鈴薯，16 年度からは雑穀（大豆）の薬剤費に補助金を交付して防除を推進しました。

また，15 年度から耕種改善実践奨励施設（「施策」といった意味）が予算化され，各府県において病害虫

防除班の設置が推進され，「男子不足の折から女子病害虫防除班の出現もみた」とあります。

15 年は近年稀に見る浮塵子（ウンカ，ヨコバイ類のこと）の発生が多かった年です。

稲熱（いもち）病は 15 年は北海道及び東北地方に，16 年は全国，特に北陸，関東，中部地方等に大発生

して惨害をもたらしました。農薬の価格が騰貴したので，補助単価が引き上げられたとの記述があります。

15 年の稲の病害虫の総被害は 400 万石とされ，早期発見，発生予察が必要として 16 年度に「防除効果増

進施設（病害虫発生予察施設）」という項目で，予察事業の取り組みが開始されました。道府県の農事試験

場に技手 1人，助手 2人を置くと共に，府県内を数区～十数区に区分して観察員を配置（嘱託）することと

なりました。

3 ．国の農事試験場が刊行した資料
⑴ 農事試験場事務功程

1）「昭和十一年度農事試験場事務功程」（12 年 10 月）

「農産物ノ化学的成分ニ関スル事項」中に「稲馬鹿苗病菌の生化学的研究」が行われ，「ギベレリン」の化
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学構造の研究などが実施されています。

「植物ノ病害ニ関スル事項」では，「露菌病（ベト病のこと）菌類ニ起因スル病害ノ研究」，「植物病原細菌

ノ薬剤ニ対スル抵抗力ニ関スル研究」を，「益虫及害虫ニ関スル事項」では「螟虫赤卵蜂ノ寄生率ニ関スル

調査」「第一化期二化螟虫ニ因ル稲ノ被害ニ関スル研究」などを実施しています。

奥羽試験地では，「稲黄色葉潜蝿（イネカラバエのこと）ニ関スル研究調査」を開始し，東北小麦試験地

では「小麦品種の雪腐病抵抗性に関する生理学的並びに生態学的研究」，九州小麦試験地では「小麦モザイッ

ク病の種類に関する研究」等が実施されました。

2）「昭和十二年度農事試験場事務功程」（13 年 9 月）

「病害に関する事項」では小麦モザイク病を初め玉蜀黍（とうもろこし），百合などのウイルス病の研究が

目に付きます。「益虫及び害虫に関する事項」では，「螟虫赤卵蜂の大量生産に関する試験研究」が 10 年以

降実施されているほか，「超音波を用いる貯穀害虫等の駆除試験」が行われています。

農業用殺虫剤の依頼分析が 69 件と記されています。

3）「昭和十三年度農事試験場事務功程」（14 年 11 月）

「病害研究」では，馬鈴薯のウイルス病の研究が開始されました。

「益虫及び害虫研究」では，ニカメイチュウ，コガネムシ類の燈火誘殺に関して最適波長の研究が実施さ

れ，また，「代用農薬の研究」を実施し，展着剤カゼイン石灰の代用品として大豆の豆乳が適する旨を各府

県立農事試験場に通知しました。

農業用殺虫剤の依頼分析は 102 件でした。

4）「昭和十四年度農事試験場事務功程」（15 年 9 月）

「代用農薬の研究」について，「病害研究」では，ボルドウ液，ホルマリンの代用品，「益虫及び害虫研究」

でも松脂合剤の代用品の研究が実施されています。

農業用殺虫剤の依頼分析は 101 件でした。

5）「昭和十五年度農事試験場事務功程」（17 年 3 月）

「農産物の化学的分析に関する事項」の中で植物生長素（翌年は「アルファ，ナフタレン醋酸」と記して

います）の研究が開始されました。

「病害研究」では「病害に対する抵抗力増強に関する研究」として稲熱病，馬鈴薯疫病についてヨード剤

投与の研究を開始しています。

「益虫及び害虫研究」では，ニカメイチュウの発生量の予察に関し，フタオビコヤガ発生量との関係につ

いて研究が実施されています。誘蛾燈の「対空秘匿（敵の攻撃機から見えないようにすること）に関する研

究」，「砒酸鉛代用品の研究」は時局に対応した研究です。15 年に東海・近畿以西で浮塵子が大発生となり，

その発生状態を調査すると共に 16 年 1～2 月に九州各地などで越冬虫の「捜索」を実施し，幼虫と卵を採集

したと記録しています。

農業用殺虫剤の依頼分析は 97 件でした。

6）「昭和十六年度農事試験場事務功程」（18 年 3 月）

「病害研究」では，「稲熱病に対する稲の抵抗力増強に関する研究」として銅，鉄，銀，アルミニュームな

ど金属イオンの作用を試験しています。
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「益虫及び害虫に関する研究」では，「本年度より……病害虫発生予察事業の報告を取りまとめ……病害虫

発生状況を審らか（つまびらか）にせり」としています。

「硫酸ニコチン代用品の研究」，「浮塵子駆除油の代用品の研究｝も開始されています。

奥羽試験地では，植物生長ホルモン「発根素」などを試験しています。

農業用殺虫剤の依頼分析は 75 件でした。

7）「昭和十七年度十八年度農事試験場事務功程」（20 年 12 月）

虫害研究の中で，病害虫発生予察事業の各府県の報告を受け毎月 1～2回，合計 13 回「病害虫発生予察資

料」として取りまとめ，道府県等に配付しました。

農業用殺虫剤の依頼分析は 17 年度は 3件，18 年度は 52 件でした。

⑵ 「農事試験場彙（い）報」

1）「農事試験場彙報第三巻第一号」（12 年 3 月）

「小麦モザイック病の種類と其の差異並びに判別法に付いて」

小麦モザイク病の 2種の「病型」について，汚染土壌に栽培した小麦各品種の感染の有無，病徴の違いか

らウイルスを判別できること。また罹病植物の細胞内に見られる X体の形態の違いから，感染しているウ

イルスの種を判別出来ることなどを報告しています。

2）「農事試験場彙報第三巻第二号」（13 年 3 月）

① 「日本産金亀子類（コガネムシ類のこと）の幼期形態及び生態 第一報 ドウガネブンブン」

生態に関して，1 世代 1 年間のものと 2年間のものがあること，卵は産卵後日時の経過に伴って大き

さを増すことなどが報告されています。。

② 「Studien Ueber den Mechanismus Fuer Abtoetung der Eier von Chilo simplex Butler mit

Nikotinsulfat」（硫酸ニコチンによるニカメイチュウの殺卵機構の研究）

以前の研究で，室内実験では硫酸ニコチンは 0.03％以上の濃度で胚子発育のいかなるステージの卵

でも殺卵することを明らかにしましたが，野外試験では効果は思わしくありませんでした。

薬剤を投与した卵に送風し，遊離するニコチンガスを除去する実験，硫酸ニコチン液を酸性，アルカ

リ性に調製して卵に施用する実験等から，野外ではニコチンの遊離を長時間持続させるため，展着剤と

して従来のアルカリ性展着剤に替えて，中性の膠（にかわ）物質，すなわちリスリン，アラビアゴム等

を展着剤として加える事で殺卵効果を高く出来ることが示されました。

3）「農事試験場彙報第三巻第三号」（15 年 3 月）

「稲馬鹿苗病菌の生化学」

稲馬鹿苗病菌は，徒長物質（ギベレリン）を生産するほかに，植物生育抑制物質（フザリン酸）も生産し

ています。その化学構造の研究を報告しています。。

⑶ 農林省農事試験場報告

1）「農林省農事試験場報告第 53号 二化螟虫発生予察の指標動物としてのフタオビコヤガ」（17 年 7 月）

「二化螟虫の発生数とフタオビコヤガの発生数に一定の関連がある」とする説について，愛知県立農事試

験場の 10 年間分の予察灯成績を用いて検証しました。二化螟虫第二化期（8～9 月）の誘殺蛾数と，フタオ

ビコヤガ第一化期（5月）誘殺蛾数との間には－0.76，第一化期～第二化期の誘殺数の和との間には－0.82，

第一化期～第三化期の誘殺数の和との間には－0.72 の相関係数が得られました。

この負の相関関係の理由について，両害虫が共にズイムシアカタマゴバチの寄主であり，「フタオビコヤ

ガが多ければ卵寄生蜂の繁殖も多くなり，その後の二化螟蛾卵を斃す（たおす）ことも多くなる」という説

明は，二化螟虫は第一化期幼虫期に著しく死亡率が高く，しかもその死亡率は年によって差異があるので，

「卵寄生蜂の発生量の多少がこれ程顕著に影響するとは考えられない。さらに研究が必要」と考察していま

す。

2）「農林省農事試験場報告第 56号 螟虫に対する稲の抵抗性」（19 年 2 月）

熱帯地方で栽培されている稲に，螟虫に対する抵抗性または免疫性が備わっているとの仮説の下に実施さ

れた試験研究の，初年目（16 年度）の試験成績の報告書です。日本稲，爪哇（ジャワ）稲，支那稲の各一

品種を供試し，ニカメイチュウ第二化期の孵化直前卵を放飼し，支那稲では老齢幼虫の死亡率が著しく高く，

幼虫体サイズは最も小さいこと等が見られ，他方支那稲では被害茎率 82.9％と最も高い結果となり，これ

は，幼虫が茎から茎へ移動を繰り返してなお生活条件が満たされず斃（へい）死したもので，稲の茎が最も

細いことに関連していると考察しています。

3）「農林省農事試験場報告第 59号 馬鈴薯の無病原種選抜法としての個別検定法の価値に就いて」

（19 年 11 月）

馬鈴薯のウイルス病の検定法である「個別検定法」は，栽培に先立ち個々の原種の一芽を切り取り，温室

等で培養して罹病の有無を調べ，健全と判定した塊茎だけを栽培に供する方法で，米国においては既に利用

されています。この検定法で無病塊茎の選別はかなり正確に行いうること等を明らかにしました。

4．農林省農務局が刊行した資料
⑴ 「二化螟虫発生予察調査に関する件」（農林省農務局農産課 10 年 6 月）

前年の「病害虫駆除予防協議会」決議に基づき実施されることとなった標記調査について，「越冬前後に

おける螟虫個体数の消長」に関して埼玉県立農事試験場の成績が提出されたので，参考に各県に配付した通

知です。

⑵ 「柑橘潰瘍（かいよう）病防除打合会」（農林省農務局農産課 11 年 1 月）

標記会議に向けて用意された会議資料です。この中で，米国フロリダでは 1913 年に柑橘潰瘍病を発見し，

1915 年以降柑橘の輸入を禁止し，被害樹の伐採焼却により根絶を図った結果，1922 年～1925 年にはフロリ

ダ，アラバマ，ミシシッピーではほとんど全滅しました。このため，試験材料を求めて「リー」氏が長崎県

に渡来して防除試験を実施したことなどが記されています。

⑶ 「稲苞（つと）虫の発生被害状況」（農林省農務局農産課 12 年 10 月）

12 年の夏に，稲苞虫が「近年稀なる大発生」であったことから，各府県に照会して全国的発生被害状況

を取りまとめた資料です。

⑷ 「植物検疫上特に重要視すべき害虫之（の）発見記録」（農林省農務局農産課 12 年 8 月）

輸出入植物取締法（大正 3 年 11 月施行）で，極めて重要な病菌害虫の寄主植物の輸入禁止が定められて

おり，それら害虫について，大正 3年以降の発見記録の全リストを整理したものです。発見回数の多い順に，

蜜柑小実蝿（ミカンコミバエ）（約 1,300 回），瓜実蝿（140 回），アリモドキ象虫（83 回），満州苹果（リンゴ）
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第一化期～第三化期の誘殺数の和との間には－0.72 の相関係数が得られました。

この負の相関関係の理由について，両害虫が共にズイムシアカタマゴバチの寄主であり，「フタオビコヤ

ガが多ければ卵寄生蜂の繁殖も多くなり，その後の二化螟蛾卵を斃す（たおす）ことも多くなる」という説

明は，二化螟虫は第一化期幼虫期に著しく死亡率が高く，しかもその死亡率は年によって差異があるので，

「卵寄生蜂の発生量の多少がこれ程顕著に影響するとは考えられない。さらに研究が必要」と考察していま

す。

2）「農林省農事試験場報告第 56号 螟虫に対する稲の抵抗性」（19 年 2 月）

熱帯地方で栽培されている稲に，螟虫に対する抵抗性または免疫性が備わっているとの仮説の下に実施さ

れた試験研究の，初年目（16 年度）の試験成績の報告書です。日本稲，爪哇（ジャワ）稲，支那稲の各一

品種を供試し，ニカメイチュウ第二化期の孵化直前卵を放飼し，支那稲では老齢幼虫の死亡率が著しく高く，

幼虫体サイズは最も小さいこと等が見られ，他方支那稲では被害茎率 82.9％と最も高い結果となり，これ

は，幼虫が茎から茎へ移動を繰り返してなお生活条件が満たされず斃（へい）死したもので，稲の茎が最も

細いことに関連していると考察しています。

3）「農林省農事試験場報告第 59号 馬鈴薯の無病原種選抜法としての個別検定法の価値に就いて」

（19 年 11 月）

馬鈴薯のウイルス病の検定法である「個別検定法」は，栽培に先立ち個々の原種の一芽を切り取り，温室

等で培養して罹病の有無を調べ，健全と判定した塊茎だけを栽培に供する方法で，米国においては既に利用

されています。この検定法で無病塊茎の選別はかなり正確に行いうること等を明らかにしました。

4．農林省農務局が刊行した資料
⑴ 「二化螟虫発生予察調査に関する件」（農林省農務局農産課 10 年 6 月）

前年の「病害虫駆除予防協議会」決議に基づき実施されることとなった標記調査について，「越冬前後に

おける螟虫個体数の消長」に関して埼玉県立農事試験場の成績が提出されたので，参考に各県に配付した通

知です。

⑵ 「柑橘潰瘍（かいよう）病防除打合会」（農林省農務局農産課 11 年 1 月）

標記会議に向けて用意された会議資料です。この中で，米国フロリダでは 1913 年に柑橘潰瘍病を発見し，

1915 年以降柑橘の輸入を禁止し，被害樹の伐採焼却により根絶を図った結果，1922 年～1925 年にはフロリ

ダ，アラバマ，ミシシッピーではほとんど全滅しました。このため，試験材料を求めて「リー」氏が長崎県

に渡来して防除試験を実施したことなどが記されています。

⑶ 「稲苞（つと）虫の発生被害状況」（農林省農務局農産課 12 年 10 月）

12 年の夏に，稲苞虫が「近年稀なる大発生」であったことから，各府県に照会して全国的発生被害状況

を取りまとめた資料です。

⑷ 「植物検疫上特に重要視すべき害虫之（の）発見記録」（農林省農務局農産課 12 年 8 月）

輸出入植物取締法（大正 3 年 11 月施行）で，極めて重要な病菌害虫の寄主植物の輸入禁止が定められて

おり，それら害虫について，大正 3年以降の発見記録の全リストを整理したものです。発見回数の多い順に，

蜜柑小実蝿（ミカンコミバエ）（約 1,300 回），瓜実蝿（140 回），アリモドキ象虫（83 回），満州苹果（リンゴ）
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姫心喰虫（61 回），コドリン蛾（27 回），甘藷螟蛾（11 回），などとなっています。

⑸ 「農業薬剤及び其の製造原料等の輸出入事情（農産彙報第五十九号別刷）」

（農林省農務局農産課 13 年 2 月）

農薬の需要は年々増加し，最近 1年間の使用量は恐らく一千萬円以上と述べた上で，輸入実績については

硫酸ニコチン（約 60 万円），青酸石灰（2万円以下），デリス根（20 万円），鉛（鉛全体で 2,700 万円，農薬

用は約 72 万円），松脂（松脂全体で 466 万円，農薬用は約 15 万円），カゼイン（カゼイン全体で 313 万円，

カゼイン石灰用は 10 万円）が主なものとなっています。一方輸出は，除虫菊及び殺虫粉（387 万円），砒酸

鉛（44 万円），砒酸石灰（27 万円）などおよそ 460 万円としています。

⑹ 「農事改良資料」（農林省農務局）

1）「農事改良資料第 115 螟虫ノ防除ニ関スル試験研究成績第二報 薬剤防除ニ関スル試験研究」

（11 年 3 月）

福井県立農事試験場に委託したニカメイチュウに対する試験の 2～6年度の成績です。

室内試験では，殺蛾試験，産卵防止試験，殺卵試験，喰入前の幼虫に対する試験で，煙草粉，除虫菊粉，

硫酸ニコチン，ネオトンなど多種類の農薬を供試しました。

圃場試験では，被害茎は薬剤撒布で著しく減少しました。煙草粉，煙草石灰粉などの駆除効果が顕著とし

ています。

また，採卵，葉鞘変色茎摘採，注油，薬剤撒布の防除効果の比較を行って，第二化期の葉鞘変色茎摘採の

効果が最も大きく，煙草石灰粉散布がこれに次ぐとしています。

2）「農事改良資料第 118 浮塵子ノ防除ニ関スル試験研究成績第一報 薬剤駆除ニ関スル試験」

（11 年 3 月）

昭和 2年度から大分県立農事試験場に委托した試験研究の成績です。

注油駆除に関する試験では，室内試験，本田応用試験を行い，タマクサ油，松根油，月魚印一号除虫油，

国旗印国益殺虫油など市販の殺虫油の試験も実施しました。液剤（除虫菊石鹸液，硫酸ニコチン，除虫菊加

用石油乳剤，デリス石鹸液），粉剤（粉煙草，除虫菊木灰，ニコチン粉剤等）散布の効果も試験しています。

総合考察として，除虫菊浸出石油，除虫菊浸出軽油は使用量が少なくて効力が最も顕著であり，以下，石

油，軽油の単用の順に効果が高いとしています。

3）「農事改良資料第 116 螟虫ノ防除ニ関スル試験研究成績第三報 螟虫卵寄生蜂石井小蜂利用ニ関ス

ル試験成績」（11 年 3 月）

昭和 2年度以降静岡県立農事試験場に委托した「螟虫ノ天敵ニ関スル試験」の一テーマです。石井小蜂は，

農林省農事試験場の石井博士が昭和 4年にフィリピンで発見したものです。大量増殖法については，粉斑螟

蛾（コナマダラメイガ）の卵を利用する大量飼育法を確立し，また，生態の試験研究を実施しています。

輸送等のために冷蔵すれば産卵力が低下し，放飼試験でニカメイチュウ卵に対する寄生程度は赤卵蜂に比

較して著しく劣り，ニカメイチュウ防除対策としての石井小蜂の利用価値は無いと考察されました。

4）「農事改良資料第 127 浮塵子に関する研究成績第一報 浮塵子の生態及び天敵」（12 年 3 月）

昭和 2年度から九州帝国大学に委託した研究の一テーマです。

① 重要な種類の同定では，ツマグロヨコバイの，インドに棲息する類似種との比較（亜種とせずに同一
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硫酸ニコチン（約 60 万円），青酸石灰（2万円以下），デリス根（20 万円），鉛（鉛全体で 2,700 万円，農薬

用は約 72 万円），松脂（松脂全体で 466 万円，農薬用は約 15 万円），カゼイン（カゼイン全体で 313 万円，

カゼイン石灰用は 10 万円）が主なものとなっています。一方輸出は，除虫菊及び殺虫粉（387 万円），砒酸

鉛（44 万円），砒酸石灰（27 万円）などおよそ 460 万円としています。

⑹ 「農事改良資料」（農林省農務局）

1）「農事改良資料第 115 螟虫ノ防除ニ関スル試験研究成績第二報 薬剤防除ニ関スル試験研究」

（11 年 3 月）

福井県立農事試験場に委託したニカメイチュウに対する試験の 2～6年度の成績です。

室内試験では，殺蛾試験，産卵防止試験，殺卵試験，喰入前の幼虫に対する試験で，煙草粉，除虫菊粉，

硫酸ニコチン，ネオトンなど多種類の農薬を供試しました。

圃場試験では，被害茎は薬剤撒布で著しく減少しました。煙草粉，煙草石灰粉などの駆除効果が顕著とし

ています。

また，採卵，葉鞘変色茎摘採，注油，薬剤撒布の防除効果の比較を行って，第二化期の葉鞘変色茎摘採の

効果が最も大きく，煙草石灰粉散布がこれに次ぐとしています。

2）「農事改良資料第 118 浮塵子ノ防除ニ関スル試験研究成績第一報 薬剤駆除ニ関スル試験」

（11 年 3 月）

昭和 2年度から大分県立農事試験場に委托した試験研究の成績です。

注油駆除に関する試験では，室内試験，本田応用試験を行い，タマクサ油，松根油，月魚印一号除虫油，

国旗印国益殺虫油など市販の殺虫油の試験も実施しました。液剤（除虫菊石鹸液，硫酸ニコチン，除虫菊加

用石油乳剤，デリス石鹸液），粉剤（粉煙草，除虫菊木灰，ニコチン粉剤等）散布の効果も試験しています。

総合考察として，除虫菊浸出石油，除虫菊浸出軽油は使用量が少なくて効力が最も顕著であり，以下，石

油，軽油の単用の順に効果が高いとしています。

3）「農事改良資料第 116 螟虫ノ防除ニ関スル試験研究成績第三報 螟虫卵寄生蜂石井小蜂利用ニ関ス

ル試験成績」（11 年 3 月）

昭和 2年度以降静岡県立農事試験場に委托した「螟虫ノ天敵ニ関スル試験」の一テーマです。石井小蜂は，

農林省農事試験場の石井博士が昭和 4年にフィリピンで発見したものです。大量増殖法については，粉斑螟

蛾（コナマダラメイガ）の卵を利用する大量飼育法を確立し，また，生態の試験研究を実施しています。

輸送等のために冷蔵すれば産卵力が低下し，放飼試験でニカメイチュウ卵に対する寄生程度は赤卵蜂に比

較して著しく劣り，ニカメイチュウ防除対策としての石井小蜂の利用価値は無いと考察されました。

4）「農事改良資料第 127 浮塵子に関する研究成績第一報 浮塵子の生態及び天敵」（12 年 3 月）

昭和 2年度から九州帝国大学に委託した研究の一テーマです。

① 重要な種類の同定では，ツマグロヨコバイの，インドに棲息する類似種との比較（亜種とせずに同一

種とすべきである），トビイロウンカは従来学説と異なる Nilaparvata属に属させるべきであること等

を記述しています。また，ツマグロヨコバイ，イナヅマヨコバイ，ヒメトビウンカ，セジロウンカ，ト

ビイロウンカについて，経過習性等の調査結果が記述されています。

② 天敵に関する研究ではカマバチ科では既知の 2種のほか新に 9種を確認し，ハナダカバチモドキ科，

ホソハネヤドリバチ科，その他多種の天敵についても記録されています。

5）「農事改良資料第 134号 台湾産瓜実蝿の内地に於ける生活力に関する研究」（13 年 3 月）

門司税関が実施した研究の成績です。

瓜実蝿，蜜柑小実蝿は，内地では繁殖不可能であるので，宿主植物の輸移入の禁止の必要は無いと唱（と

な）える学者が居り，生産者，関係業者，旅客などから植物検疫の不当を唱える声がありました。7年間に

わたり飼育した調査から，成虫の耐寒性では，気温 8～9℃で活動緩慢になり，零度以下では外観からは生

死判然としない状態となりますが，6 年 1 月中旬の試験で，5℃以下連続 128 時間，0℃以下 53 時間，最低

－4.6℃の条件下で，屋内飼育に比較して死亡がやや多い程度でした。

⑺ 「農林省委托 浮塵子駆除予防試験報告・第六（昭和九年度）」（九州帝国大学農学部 10 年 4 月）

⑺，⑻，⑼は農林省農務部発行ではないのですが，ここに輯録します。

ツマグロヨコバイと稲萎縮病との関係の研究の一環で稲萎縮病ウイルスに対する抗血清の作製を行いまし

た。発病稲を吸汁した成虫の産仔の感染能力の試験では，当該幼虫が吸汁した稲は発病しなかったものの，

その稲組織から免疫血清により高い率で感染が確認されました。

⑻ 「農林省委託 梨粉介殻虫防除に関する試験成績」（新潟県農事試験場 11 年 3 月）

昭和 3年以降 8年まで新潟県に委託して実施させた試験研究の報告書です。

この害虫は，年 3回発生で，越冬は卵（卵塊）が主体です。加害部位は果実のほか，枝，葉，幹の傷口な

どで，地中の根に附着加害しているものも見られました。雌成虫は，「産卵せんとする時は吸着せる場所を

去り……産卵」「越冬……秋末幹枝を下降し土中に潜入越冬」と，移動性が確認されました。

防除法として，枝幹の清掃，棚の整理とくに結び縄の撤去等，秋季落葉後機械油乳剤又は春季発芽前石灰

硫黄合剤の撒布，袋掛けに際して果梗の棉捲を奨めています。

⑼ 「農林省指定 穀虫防除剤トシテノ硼酸ノ効力ニ関スル研究」（山口県立農事試験場 11 年 3 月）

昭和 7，8 年度に山口県立農事試験場が国の補助金を得て実施した試験研究の報告書です。従来のクロー

ルピクリン燻蒸は，密閉出来る倉庫が不可欠で一般農家では実施出来ません。硼酸を使用する着想を得て，

大正 9年以降小規模な試験を実施してきました。法令上飲食物への硼酸使用は禁止で，そのため正確な試験

成績が必要であり，農林省の補助を得て本格的に取り組んだものです。

種子の発芽試験では，施用量が多いほど発芽は遅延し，発芽割合は低下し，種子を洗浄しても改善しませ

んでした。

処理した米の糠（ぬか），麦の麬（ふすま）を混入した飼料で，鶏では摂食量，体重，産卵数にマイナス

の効果が見られましたが，混入を停止すれば回復することから，餌摂取量減退を通じた間接的影響と推論し

ています。

⑽ 「東北地方凶作防止施設要覧」（農林省農産課 11 年）

東北地方の凶作の歴史として，明治 35 年，38 年，大正 2 年，昭和 6 年，9 年，10 年を挙げ，9 年の凶作

─ 7─



に際してその発生事由を調査した結果から，耐冷性品種の育成配付，異常気象に対応する栽培法研究とその

普及などを進め，適切に対処すれば惨害の未然防止は不可能ではないことが明らかになりました。10 年度

から，国及び東北 6県における優良品種育成と栽培法改善に関する試験研究の充実，県立農事試験場の原種

圃と市町村農会等の採種圃による優良品種の配給，市町村・農会による「実地指導地」設置，巡回指導など

の耕種法改善指導の強化，また，中央気象台によるオホーツク海の結氷，流氷調査，農林省水産試験場によ

る潮流海水温調査による気象の長期予報に関する研究などが実施され，地方の施策には原則として国から全

額奨励金を交付しました。

⑾ 「工芸農産物要覧」（農林省農務局 15 年）

大正元年以降の年次別統計書です。

繊維原料，製糸原料，筵蓆（共に「むしろ」）原料，真田（さなだ）原料，油蝋原料など 39 種の工芸作物

について，生産量の他，品目によっては輸出入のデータも掲載されています。

この中で，除虫菊は，大正元年の 511 町歩（面積の単位：1 町歩は約 1ha）から大正 14 年の 11.9 千町歩

まで増加し，昭和 11 年の 29.2 千町歩をピークに，14 年の 21.7 千町歩まで減少しています。

⑿ 「病虫害防除ニ関スル協議会」（農林省農政局農産課 昭和 16 年）

16 年 3 月 11 日に開催された協議会の資料です。

① 「松脂合剤代用品に関する試験」は農林省農事試験場 尾上，末永両氏の資料です。松脂合剤の成分

である松脂石鹸と「遊離苛性アルカリ」のうち，ルビー蝋虫に対する効果比較試験の結果，殺虫力は遊

離苛性アルカリに存し，松脂石鹸は展着剤として作用していることがわかりました。そこで，強アルカ

リのもとで分離しない展着性物質を検索し，曹達パルプ廃液が最も適当と判明しました。これを代用品

に採用し，曹達合剤と呼ぶこととするとあります。

② 二化螟虫発生予察に関する各県連絡試験成績総括

各県提出データから，越冬後から夏に至る蛹，成虫，卵，幼虫の数の間には，相関は認められず，環

境条件によりその生存率に大きな影響を受けると思われ，「その影響要因を突き止めることが発生予察

上の研究（課題）ならん」としています。

⒀ 「食糧増産ニ関スル病害虫防除計画並防除用資材所要量調」（農林省農政局 16 年）

稲作と麦作について，既存の「計画」のベースより作付面積を拡張することに対応し，資材所要量も増加

することを試算しています。昭和 26 年までの計画となっています。

薬剤所要量については，8 月に引き続き同年 11 月にも同名の「調べ」が，また，11 月には，「麦増産ニ関

スル病害虫防除用資材所要量調べ」も行われました。

⒁ 「米榖増産懇談協議会記録」（農林省農政局 17 年）

昭和 17 年に全国 5ヶ所で開催しました。篤農家の出席を求めて，①品種と育苗，②地力培養と施肥，③

病虫害の防除，④労働の能率増進，⑤栽培法その他について篤農家からの発表と懇談を行いました

冒頭農産課からの挨拶の中で，「米の消費は支那事変の前の時点で 7,000～7,200 萬石（容積の単位：1 石

は 100 升で 180 l）。現時点では，8,000 萬石となっている。内地の生産は，生産目標 7,100 萬石に対して実

績 6,100 萬石。」「昨年は 800 萬石の外米を輸入（2億 4千万円）。」と食糧事情を述べ，努力を訴えています。
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代表として，東京市における関東地区の協議会の概要を掲載します。

「米榖増産懇談協議会記録（東京市における第一日分）」 昭和 16 年 2 月実施

病害虫防除については，埼玉で麦の銹病，白渋病対策に村農会で強力噴霧器を購入して石灰硫黄合剤を撒

布し，稲の稲熱病にも石灰ボルドウ液を撒布するようになった事例の発表，石油（誘蛾燈，注油駆除）不足

への懸念，技術陣には明治 30 年の浮塵子大発生の経験が無いので浮塵子の発見が非常に遅れたとの反省な

どが発表されました。

以下，仙台市において 3月実施，東京市における第二日目（北陸）として 2月実施，奈良市において 3月

実施，岡山市において 3月実施，熊本市において 3月実施の各記録があります。

⒂ 「発生予察資料三 講習会資料」（農林省農政局農産課 17 年）

3 月に 4日間にわたり講習会が開催されました。害虫発生概況，害虫発生論，少数採集による生物群の算

定法，二三化螟虫概論，浮塵子概況，稲熱病発生論，麦白渋病及び銹病発生論，農業気象学及び気象観測に

ついての講義と，最終日には帝大農学部で病害虫実験が行われました。

⒃ 「食糧農作物病害虫防除要綱」（農林省農政局 16 年 3 月）

「昭和 17 病害虫防除要綱」（農林省農政局 17 年 3 月）

「昭和 19 病害虫防除要綱」（農林省農政局 19 年 2 月）

この 3つの資料を比較してみますと，

稲熱病などの防除について，16 年版での「クポイド液」，「王銅液」が 17 年版では「銅製剤 1号，同 2号」

に改められており，次章の「農業薬剤の銘柄及び規格の統一」が反映されました。誘蛾燈の管理に関して，

17 年版に「殊（こと）に防空上の点滅責任者を明らかにし，点滅組織を完備する事。」が加えられており，

緊張感が伝わってきます。甘藷黒斑病の種藷消毒法を，石灰ボルドウ液，ウスプルン液又はホルマリン使用

から，17 年版では温湯消毒に変更しており，資材の逼迫を反映しているのかも知れません。

5．全国団体が刊行した資料
⑴ 「輸出栗に於ける病害虫の処理に就いて」（帝国農会 10 年）

栗の輸出に際して，荷物がアメリカに着くと，「虫が出る，腐敗果がある」と言われて取引上不利を蒙（こ

うむ）っており，①燻蒸に際して，規定通りの薬量を用いてもガス濃度が十分上がらず，あるいは予想外

の濃度低下が起こるなど効果が十分でない事態がみられること（原因は当時まだ知られていません。）②病

害虫処理に対して念の入れ方が足りないこと。の 2つを指摘した後，主な病害虫の説明，駆除の注意点が解

説されています。

⑵ 「帝国農会報 第廿（二十）九巻第二号」（帝国農会 14 年）

帝国農会の月刊機関誌の二月号です。このなかで，「農業生産計画と農林予算」の記事中，重要施設の解

説で，

① 13 年度に「臨時農村対策部」が設置され，資材の配給統制がはじまったこと。

② 「米榖の生産維持に関する施設」の中に，主要病害虫の連年発生地の内，稲熱病 10 万町歩，螟虫 3万

町歩，稲泥負虫 1万町歩を対象に防除用薬剤及び撒布器の購入費助成の予算が記されています。
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⑶ 「農業増産遂行研究会速記録」（帝国農会 16 年）

ガリ版印刷の資料です。研究会は 15 年 11 月に開催されました。

制度論が中心だったようです。つぎのような記録が目にとまりました。

①米の統制について農家の自家飯米を 2合 5 勺（容積の単位：1合は 1.8 デシリットル，1 勺はその十分

の一）に減らせ，それ以外は全て供出しろと言われている（愛媛では 2合 2 勺という）。②全体に，米麦甘

藷を一律に割り当てられるが，甘藷には不適地で，馬鈴薯なら十分収穫できるのだが，馬鈴薯で供出するこ

とは拒絶される。③長野では肥料の配給が遅れて元肥無しで移植し，あとから施肥したためいもち病が多

発した事例がある。④佐賀では本年浮塵子の発生に対して，油の配給が極めて遅かった。要望を出して一ヶ

月以上も経過した後に入手出来た。

⑷ 「小麦増産体験発表懇談会速記録」（帝国農会 16 年）

全国 7ブロックごとに町村農会技術員，精農家を参集して開催されました。

病害虫関係では，白渋病，赤黴（かび）病，赤銹病に対しては，種子消毒（風呂湯浸法，ウスプルン）と

石灰硫黄合剤又はボルドー液の複数回散布が行われています。 萎縮病が問題となりました。耐病性品種

「クセ知らず」をあげる者があり，試験場の指導で石灰窒素で土壌消毒を実施しているが，効果の見られな

い年もあるなどの発言がありました。。

なお，農薬散布に関して，「畦（うね）幅 1尺 5寸（長さの単位：1尺は約 30.3 cm，1 寸はその十分の一）

で入れないので風上から吹き付ける。」「撒布のために畦間を歩いて麦の茎を折ることが悩みであり，子供に

竹の棒でムギを押し広げて先導させる。」事例も発表され，栽培法全体の改善の余地が感じられます。

⑸ 「米麦増産に関する技術的研究会記録」（大日本農会 15 年）

この中に，昨年は全国的旱魃であったことに関連した発言も少なからず見られます。従来の方針の見直し

として，①稲で品質の悪い品種（「旭」を基準として）は奨励してはいけないと言われるため，収量が多く

ても奨励品種に上げられなかったが，量の確保のためこれを改めるべき，②品種の耐肥性にのみ注目して，

「肥効のよいもの」との視点が欠落していたきらいがあること。また，③「適地適品種」「厚播きの是正と，

均一な播種」などの災害防止技術が議論されています。

病害虫防除に関しては，①農薬資材を節減しつつ効果を確保する研究の必要性，②施肥量が不足すると，

胡麻（ごま）葉枯病が多くなること，③噴霧器の需要が極めて多いが，生産が追いつかないこと，④農業

機械に関し，放置されている物の故障を修繕して利用すべきこと，⑤病害虫の蔓延を食い止めるため郡単

位に薬剤を常備しておくことの必要性，⑥ニカメイチュウ第二化期の薬剤駆除に煙草の粉は有効と評価で

きること，⑦麦の貯榖害虫（麦蛾など）対策の研究が必要なこと，⑧誘蛾灯の，稲生育に対する影響が（特

に光を強くする場合）懸念されること，などの発言が記録されています。

⑹ 「甘藷栽培の達人 甘藷増産体験談記録」（大日本農会 16 年）

16 年 5 月に，二日間にわたり「甘藷増産体験懇談会」が開催されました。

冒頭の理事長の挨拶中で，食糧増産が急務である中で，甘藷は，直接食糧として利用するほか，燃料用ア

ルコールを含め用途が広く，増産の意義が大きいことを述べています。

栽培面積拡大のため，既に桑園，果樹園を整理して跡地に甘藷の栽培が進められています。一方栽培技術

の改良で増収を図ることも喫緊の課題であることなどを力説しています。
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この後，16 名の農業者の体験発表が行われました。このうち病害虫に関連する事項を拾います。

① 病害虫では，出席者の多くが黒斑病をあげています。これら精農家では，種藷及び苗の消毒（昇汞水，

温湯浸法）に取り組み，被害を予防しています。消毒剤としてウスプルンがよいとの発言もありました。

温湯消毒は有効だが，それを冷床で育苗すると軟腐病に注意が必要との指摘もありました。

② 紋羽（もんぱ）病も問題で，特に桑園からの転換畑で問題となるとしています。クロールピクリンの

土壌消毒は有効であるが経費が高すぎるとの発言がありました。

③ 害虫ではナカジロシタバが重視され，砒酸鉛で防除されています。

⑺ 「食糧農産物増産奨励資料」（大日本農会）

1）「整備されたる農業薬剤 食糧農産物増産奨励資料 特第一輯（集）」（17 年）

農業薬剤の原料，包装等の資材が不足し，必要量の確保も非常に困難となって来たため，農林省では農薬

統制組合に農薬整備委員会を組織させ，①銘柄整理，②品目整理，③企業整理の三項目の整備を実行に移

しました。銘柄が種々雑多で，農家が困惑し，且つ品目も多種多様で製造及び配給統制上不都合の点が多

かったので，農業上必要な物のみに品目を限定し，名称も通俗判りやすい物にしたと説明し，この結果，従

来の銘柄，規格と大きく変化したものも多いので解説するとして，24 剤について解説しています。

2）「食糧農産物増産奨励資料 第二輯 稲の害虫ウンカの駆除法」（16 年 8 月）

食糧増産技術中央本部の村田藤七氏が著しています。

ツマグロヨコバイ，イナヅマヨコバイ，ヒメトビウンカ，セジロウンカ，トビイロウンカを取り上げ，そ

の形態，経過習性，被害の状況等の解説に加え，「ウンカの発生予察及び早期発見」の項目を設けて，「一般

的考察」では，気候と発生との関係，最初の発現期に注意，地方で「ウンカ田」などと称する所に特に注意

などを説明し，「実地についての検出法」として，多肥，出来すぎの水田に多いこと，発生調査は田の中央

部の水際を目標とすること，稲のできばえに注意すること（色あせ，草丈が低いなどは坪枯れの予兆）など

を解説しています。

3）「食糧農産物増産奨励資料 第九輯 麦種子の消毒法」（16 年 11 月）

岡山県農事試験場の鑄方（いかた）末彦氏の著です。

緒言の中で，昭和 13 年度の大小麦黒穂病発生面積は 30,600 町歩，大麦斑葉病は 31,600 町歩であったが，

昭和 15 年には前者は 45,000 町歩，後者は 49,500 町歩に増加し，「種子消毒の励行は後退せるやの感あり」

としています。

物理的消毒法として風呂湯浸法を，化学的消毒法について「液剤の使用が盛んであったが，近来粉剤使用

が台頭（たいとう）し来たり」として，炭酸銅，クポイド（硅酸銅）または王銅（塩基性塩化銅）等の粉剤

を用いることで，短時間内に大量の種子を処理することが出来る利点がある。」としています。

4）「食糧農産物増産奨励資料 第十二輯 食糧農産物増産研究会（北陸地方）」（17 年 10 月）

「 同 第十三輯 食糧農産物増産研究会（東海及び近畿地方）」（17 年 3 月）

「 同 第十五輯 食糧農産物増産研究会（九州地方）」（17 年 3 月）

「食糧農産物増産研究会」は，16 年 7 月以降，大日本農会が主催し，ブロックごとに，府県の行政，試験

研究関係者を集めて開催されました。

病害虫対策に関しては，品種による病虫害抵抗性，発生予察及び早期発見の取り組み，防除推進の取り組
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みなどが議論されました。

目についた事項のみ抜き書きしてみます。

① 石川県では，この年，稲熱病について「稲作警戒警報」を 2度にわたり発して対策を呼びかけている

こと。

② 福井県では，町村農会に「農薬の薬局」を設備させていること。

③ 大阪府では「病害虫発生予察週間」を設けて，農家は全員自分の田に入って隅から隅まで調査させる

取り組みを推進していること。

④ 愛知県立農事試験場では，「病虫害考照田」を設置して定期調査をしていること。

⑤ 農林省農事試験場三宅技師から，本年北九州一帯で小麦の黄銹病が大発生した情報の提供。

⑥ 鹿児島県立農事試験場では，山間地帯で被害が大きい稲稈蝿（からばえ：黄色潜蝿）について，品種

により被害に明らかな差が認められたこと。

⑦ 福岡県庁から，防除が必要な水田を対象に油を割り当てるが，隣の農家も油を欲しがるため，農会長

は公平のため備蓄用の油まで渡してしまうという悩み。

⑧ 九州帝大江崎氏から，浮塵子の発生状況把握について，予察灯のみに頼ってはいけない。水盤に落ち

てから標本が傷むので別種のウンカまで数えられやすいこと，夏から秋にかけて増える短翅型は予察灯

に飛来できないことなどにも注意が必要などの助言。

などが記録されています。

5）「食糧農産物増産奨励資料 第十六輯 籾（もみ）種子のホルマリン消毒」（17 年 3 月）

著者は岡山県農事試験場の鑄方末彦氏です。

稲の種子消毒に，改良された「短時間浸漬被覆消毒法」（ホルマリン液に浸漬する時間を短縮し，その後

濡らした筵（むしろ）で 2～3 時間被覆し，その後水洗する方法）を，ホルマリン液の消費量が少なく，か

つ作業時間の短縮もできるとして奨めています。

6）「食糧農産物増産奨励資料 第二十一輯 稲熱病防除の概況と防除事例」（17 年 8 月）

著者は長野県立農事試験場の栗林數衛氏です。

稲熱病の綜（「総」と同じ）合防除を奨めています。長野県の更級（さらしな）郡（麦類二毛作により県

下随一の晩植地帯）で，14 年から「防除集団指導地」を設定し，郡農会が噴霧器等を整備し，綜合防除の

効果を挙げている事例を解説しています。

7）「食糧農産物増産奨励資料 第二十二輯 二化螟虫葉鞘変色茎摘採に就いて」（17 年 9 月）

著者は岡山県立農事試験場の三宅忠一氏です。

冒頭，「最近の情勢では，点火誘殺の実行が防空という重大な条件……一入（ひとしお）困難を加えた」と，

葉鞘変色茎摘採の重要性を力説しています。

この解説の中で，「乳熟期以降になると喰入を受けても一穂中何粒かは得られるし，その後分散によって

喰害を受けた茎は充実を害した程度に停るから……切り取らない方が収量は多いはずである」とし，葉鞘変

色茎の早期切り取りの効果について「白穂になる運命のものを粃（しいな）の程度に停め，粃の程度になる

べきものを充実不十分に停めるという具合に被害程度を軽減する」として，徹底実施を奨めています。
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8）「食糧農産物増産奨励資料 第二十三輯 農業気象用気象観測法に就いて」（18 年 3 月）

中央気象台の大後美保氏が，農業気象場面で用いる気象観測について，判りやすく解説しています。例え

ば，いもち病の発生に関係深い結露について，「露量は濾紙や石膏（せっこう）のような吸湿性物質に吸収

させて重量の増量により露量を求める」と説明しています。

9）「食糧農産物増産奨励資料 第三十三輯 雑穀増産研究会記録」（19 年 3 月）

19 年 1 月に九州で開催された研究会の記録です。

農商省の竹内技師が冒頭の挨拶の中で，「米麦甘藷馬鈴薯……かなりの増産を行っているがこれら作物だ

けでは食糧確保も困難……雑穀の増産の必要が痛切に感じられて来た」と雑穀増産奨励に取り組む必要を説

き，「雑穀の中で大切なのは大豆（食用)……もう一つ大きな問題は玉蜀黍（トウモロコシ)……飛行機を主

体とした戦争……の燃料……「ブタノール」が相当必要……玉蜀黍を原料にするのが非常に良いが生産量が

不足……甘藷や馬鈴薯の澱粉などを原料としてブタノール菌を作用させます。その菌を培養して殖（ふ）や

しますには玉蜀黍が一番よい」などと説明しており，当時の切実な状況が伝わってきます。以下，農地利用

の観点，品種，種子の確保をはじめ広範な意見交換が行われました。

病害虫防除に関しては，大豆の害虫では，クキモグリバエ，クモヘリカメムシ，ヒメコガネ，ダイヅサヤ

タマバエなどが議論され，また，甘藷と混作するとナカジロシタバ防除のため撒布する砒酸石灰が大豆に薬

害を生じると指摘されました。

トウモロコシの害虫ではアワノメイガ，アオクサカメなどが，粟（アワ）の病害虫では白髪病，アワヨト

ウ，アワノメイガなどが議論されました。

10）「食糧農産物増産奨励資料 第三十五輯 稲苞虫の防除」（19 年 6 月）

著者は愛知県立農事試験場の尾崎重夫氏です。

冒頭に，イネツトムシが 12 年に全国に大発生したことを記しています。

「発生予察並びに早期発見」として，①赤クローバーへの成虫の飛来数を計測し，例年と対比する，②越

冬中の気象と第一化期成虫発生数の関係（暖冬の年に発生が多い）を利用して予測する，③常発地以外で

は水田の被害を早期に発見・確認して速やかな防除につなげることを奨めています。駆除法としては，第二

化期幼虫に対して，接触剤では除虫菊剤，毒剤としては砒酸鉛又は砒酸石灰の使用が有効だとしています。

⑻ 「ダイヅシンクヒガに関する研究 日満農政研究報告第二十七輯」

（日満農政研究会東京事務局 康徳十年（昭和 18 年））

生産世界第一を誇る満州大豆の増産並びに質的向上は俄（にわか）に要望されるに至り満州全土で大豆に

大害を与えているダイズシンクイガの防除技術を速やかに確立を図る必要があると訴えています。

北海道における研究で，毛茸（もうじ）のない品種（裸大豆），極早生品種は「耐虫性」が認められ，公

主嶺（こうしゅれい）農事試験場で裸大豆に着目した品種育成が着手されており，低収量，脱莢性などの欠

点が改善されれば有望な手段となる。有望な天敵が知られており（Trichogramma jezoensis Ishii）積極的

研究の必要があるとしています。
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6．都道府県等が刊行した資料
⑴ 「北海道農事試験場報告第三十三号 稲泥負虫に関する研究

第四報 卵寄生蜂ドロムシムクゲタマゴバチの生態並びに保護利用に関する調査成績」（10 年）

この寄生蜂の寄主はイネドロオイムシ以外は認められていません。その形態，分布，経過習性など生態の

研究とともに，「益虫保護利用」の試験研究を行いました。

昭和 8年，本虫の発生が見られていない天塩國天塩郡遠別（えんべつ）村，十勝國中川郡池田町，9 年に

は石狩國上川郡永山村，天塩國増毛郡増毛（ましけ）町などで，放飼を行い，地区により差はあるものの，

一定の効果が認められました。

⑵ 「 同 第三十四号 北海道に於ける豌豆（エンドウ）象虫と其の防除法

第一報 豌豆嫩葉（どんよう：若い葉）期に於ける薬剤撒布の効果に関する試験成績」（10 年）

豌豆象虫は，北海道では明治 45 年に小樽港の倉庫内に貯蔵中の豌豆で発見され，その後分布は北海道の

西南部地方にとどまっていました。

本種に対する防除法は，従前，収穫後の子実の燻蒸，加熱，密封処理などが実施されており，明治 41 年

に石油乳剤，その後除虫菊石鹸液，硫酸ニコチンも有効とする成績が報告されていました。北海道農事試験

場は，大正 15 年～昭和 4 年に殺虫試験を実施し，デリス石鹸液，ネオトンのロテノーン系薬剤が有効であ

る事を認めました。

⑶ 「 同 第三十七号 稲泥負虫に関する研究

第六報 稲泥負虫に対する接触中毒剤の効果に関する試験成績」（11 年）

「 同 第三十八号 同上 第七報 稲泥負虫に対する消化中毒剤の効果に関する試験成績」（12 年）

同試験場は 5～9 年に接触中毒剤，6～11 年に消化中毒剤による殺虫試験を実施し，接触中毒剤では除虫

菊石鹸液が，消化中毒剤では砒酸石灰の効果が高いことを明らかにしました。特に砒酸石灰については，10

年に成績を公表したところ 11 年以降大いに普及するに至ったので，報告書にはその実例の調査結果も収録

しています。「最近に至るまで稲泥負虫防除以外に砒酸石灰を奨励することなかりしを以て，是等当業者の

購買せる砒酸石灰はほとんど全部稲泥負虫に使用せるものと見なされる」と記しています。

⑷ 「コガネムシ防除督励達」（根室支庁・根室郡農会 13 年）

北海道庁長官（知事のこと）の害虫駆除予防法第 3条に基づく「コガネムシ幼虫の捕殺を命ずる防除命令」

を周知させるための資料です。

中西別小学校では，コガネムシ捕獲の総量が 500 貫（重さの単位：1 貫は 3.75kg）を超えたことを告げ

ると共に，個人ごとの捕獲量を掲げた「番付」をガリ版印刷した資料では，一人で 21 貫も捕殺した人が居

たことが記されています。

⑸ 「稲泥負虫の防除に就いて」（上川支庁・上川外四郡農会・役場・農会 14 年）

一枚紙の資料で，「水稲病害虫防除資料第三号」の副題があり，「防除の一時農業報国」のスローガンが記

されています。

防除法では，船形網は稲を傷つける弊害のおそれがあるとして，薬剤撒布を「是非……実行せられたい。」

と奨めています。この中で，「時局の影響上カゼイン石灰は本年から製造できなくなったので，代用として

大豆を原料として○○（判読不能）を使用せねばならなくなった。」の記述が目を引きます。
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⑹ 「病害虫防除督励委員名簿」（上川支庁 14 年）

一枚紙の資料で，「水稲病害虫防除資料第五号」の副題があります。

管内 5 町村別に督励員の名簿と「督励員の心得」及び稲熱病と泥負虫に関する防除命令（北海道庁令第

14 号）が印刷されています。

⑺ 「北海道戦時農業生産拡充運動」（北海道農会ほか 14 年）

北海道農会，北海道畜産組合聯合会，産業組合中央会北海道支会，北海道信用購買販売組合聯合会，北海

道酪農販売利用組合聯合会の 5団体が「戦時農業生産拡充期成会」を結成して，「戦時農業生産拡充意見書」

を北海道庁に提出したほか，「戦時五ヶ年農産倍加運動要綱」を定めています。この要綱では，①有畜農業

の徹底，②土地改良の促進，③自給肥料の増産，④災害の防除，⑤優良農具の普及，⑥荒廃地の防止が

掲げられています。

⑻ 「馬鈴薯の萎縮病に就て 資料第四十三編」（北海道農会 16 年）

北海道農会主催「馬鈴薯増殖研究会」における北海道帝大福士助教授の講演記録です。

馬鈴薯は冷害に強く畑作における重要作物であると強調した後，ウイルス病，媒介アブラムシ類を解説し，

次いで，諸外国の採種システム，塊茎単位法を含む圃場検査の方法を説明しています。，

北海道には本病が著しく少ない地方があり，種馬鈴薯として 82 万俵（満州，朝鮮向けを含む）が移出さ

れる重要な種薯生産地です。11 年以降，農産物検査所員が圃場の立毛検査を励行しているものの，無検査

の種薯の使用を禁止する規程もしくは方針が確立していないため，被害の著しい圃場が見られており，将来

種薯産地としての声価を失墜（しっつい）しないか寒心に堪えないとして制度の確立を提案しています。

⑼ 「食糧増産実行共励委員手帳」（岩手県 ？年：17 年 5 月の通達収録あり）

ポケットサイズの手帳です。共励委員は市町村の食糧増産指導部に属し，同部長の指示に従って担当部落

の農家を巡回して「食糧増産に関する耕種改善事項の実行督励に当たること」が任務であることが記されて

います。日記あるいは予定表のようなメモ用ページを多く綴ってあり，巻末に主要作物の品種特性表，肥料

成分表，主要農薬使用法が収録されています。

⑽ 「銃後の護・大小麦の増産 大小麦雪腐病一斉防除週間」（宮城県 15 年）

昔から中山間の雪の多い地方ではこの病害のため麦を作ることが出来ないところが相当あること，その原

因が菌核病であり，石灰ボルドウ液で防除出来ることを述べ，病原菌の性質と予防法を解説しています。

⑾ 「増産手帳」（山形県 18 年）

稲，麦類，甘藷，馬鈴薯，大豆を対象に増産のための指針を説明しています。この中で，病害虫防除では，

「予察並びに早期発見による早期防除」，「部落内防除班の設置」などとならんで，「学徒等による移動防除班

設置」，誘蛾燈について「石油関係並びに防空地域により……禁止することある可きを以て被害茎の刈り取

りに重点を置くこと」などは時局を彷彿（ほうふつ）とさせるものです。

⑿ 「稲の害虫二化螟虫の新駆除法 越冬幼虫誘殺のすすめ」（山形県経済部 12 年）

収納舎の中に積み上げたワラの上部，中間などに，虎杖（イタドリ），葦（アシ）などの乾燥した茎を置

いて，移動期（春）の越冬幼虫を誘い集める方法で，明治 40 年頃山形県内の瀧田氏が発明したと記してい

ます。県農事試験場庄内分場で効果が顕著であることが確認されたことを説明して実施を奨励しています。
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⒀ 「麦類の雪腐病と其の防除法」（福島県農会 18 年）

主要食糧増産確保のため，この秋から麦の作付面積は画期的に拡大されることとなりました。，従来麦作

を阻んできた雪腐れ病の発生が最も大きい会津地方に対して「生産統制令」を発令してその防除を強力に実

施させることを紹介し，以下，3 種の雪腐病（雪腐菌核病，褐色雪腐病，桃色菌核病）があること，病徴，

病原菌，誘因，防除法を解説しています。雪腐菌核病に対する耐病性品種の栽培と，石灰ボルドウ液，銅製

剤一号，同二号のいずれかを，根雪前に 2回撒布することを奨めています。

⒁ 「東京府農会報 二月号」（東京府農会 13 年）

4ページの新聞タイプの会報です。この中に「蔬菜害虫駆除の要訣（ようけつ）」の記事が 1ページを使っ

て掲載されています。

①健全な生育をなさしむること，②蔬菜園並びに付近を清潔にすること，③駆除計画を樹立し，実行に

当たって周到な注意を為すこと，④発生早期に駆除することなどを奨めています。

⒂ 「砒酸鉛の代用品砒酸石灰の試験成績」（長野県立農事試験場 12 年）

冒頭に，「鉛を輸入に俟（ま）つ現状なるを以て，時局下に於いては出来うる限り国産品砒酸石灰を用い

るよう努められたし。」としています。苹果（リンゴ）の害虫，馬鈴薯のオオニジュウヤホシテントウムシ，

稲泥負虫及び稲苞虫に対する効果試験の成績を示しています。結果の表では，砒酸石灰は砒酸鉛に比較し効

果がやや劣ることは見てとれます。

⒃ 「静岡県に於ける農薬調査」（静岡県農会 12 年）

解説が一切無いデータ集です。主要農薬について昭和 6年から 10 年まで各年の農薬使用量，使用額が表

示されています。大正 10，13 年についても同様な調査が行われています。主な農薬の使用量について推移

を比較してみましょう

作物別農薬使用額も調査されており，昭和 10 年に，総額 499,654 円のうち，柑橘に 31％，梨 27％，茶

16％，蔬菜及び温室蔬菜 11.6％，稲及び貯蔵米 7.8％などとなっています。

⒄ 「農業用噴霧器一斉調査」（静岡県農会 15 年調査）

県内で所有されている噴霧器の種類及台数を一斉調査した結果で，市町村別に，メーカー別，型式別の台

数が表示された 240 ページにわたる印刷物です。15 年 9 月 1 日現在，全県で 78,551 台の噴霧器が普及して

います。
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農 薬 単 位 大 正 10 大 正 13 昭 和 6 昭 和 10

石灰硫黄合剤 千缶(1 斗) 7.6 20.0 69.4 72.7
硫 酸 銅 千 貫 23.1 30.0 40.1 50.8
生 石 灰 千 貫 26.6 30.0 41.9 60.2
機械油乳剤 千缶(1 斗) 項目なし 項目なし 20.2 22.1
石 油 類 千缶(1 斗) 4.4 10.0 5.3 20.8
松 脂 千 貫 8.2 12.0 10.9 23.3
砒 酸 鉛 千ポンド ─ 1.5 126.5 209.5
除 虫 菊 千ポンド 30.6 60.0 32.2 34.1
硫酸ニコチン 千ポンド ─ 4.2 36.6 32.3
デリス石鹸 千ポンド ─ 1.0 2.9 1.4



⒅ 「二化螟虫と其防除法 作物病害虫防除資料第二輯」（静岡県農会 17 年頃）

技術指導者に向けて作成した資料です。ニカメイチュウの形態，経過習性，被害と環境との関係（稲の品

種抵抗性，播種量，落水期の早晩，発蛾期の早晩，天候等と被害との関係），発生予察，天敵，防除法の項

目で解説しています。発生予察では，越冬幼虫の個体数，発育状況調査，発蛾調査，産卵調査，第一化期の

生育状況調査，第二化期の被害茎数，生死虫数等調査などから，発生量，早晩を推察するとしています。

⒆ 「新潟県農業技術動員講習会要綱」（新潟県農会 16 年）

郡市町村農会の技術員を短期間（5日間）の団体生活下で「事変発生以来累積せる農業生産の各種逆条件

を克服し，新事態に即応せる技術を習得せしめ」農村の第一線で食糧増産計画完遂の推進力となることを目

的とした講習会の要綱です。

⒇ 「柿蔕虫（ヘタムシ）駆除成功録」（兵庫県多可（たか）郡農会 11 年）

兵庫県は昭和 5年に果樹蔬菜集団生産奨励を開始し，その一つとして「似タリ柿」の本場である多可郡中

町農会も指定されました。従来から品質の評価が高く，7,000 本の成木を有していました。ヘタムシの被害

が年々増加し，被害防止に取り組みましたが，袋掛けは大木が多いために不可能で，薬剤防除として砒酸鉛

は薬害のため，硫酸ニコチンは高価なため，使用できませんでした。8年から多可郡農会が集団生産の指定

を受け「統制出荷，品種改良，園地栽培の奨励（それまでは柿樹は宅地，畦畔等に散在，放任状態でした。）

に取り組みを進め，同時に県の指導を受けて 3ヶ年計画でヘタムシの駆除試験を実施しました。デリス剤は

薬害がなく，価格は低廉で実用出来ること，8 月 5 日から 15 日の間に 2～3 回撒布することで十分な効果が

得られることが明らかになりました。

⚦ 「農会技術員特殊講習会資料 害虫講義要録」（岡山県農会 15 年）

害虫防除に関する研修資料ですが，藺草（いぐさ）の害虫，薄荷（はっか）の害虫の項目があり，岡山県

の特色が感じられます。

⚧ 「久米（くめ）郡稲地域別耕種改善規準」（岡山県久米郡農会ほか 14 年）

郡農会長から各町村会長にあてた通達です。

政府が急速な米榖の増産を計画したのに対応し，県，郡市，町村各段階で耕種改善規準設定委員会を開催

し集落ごとの耕種改善規準を策定して直ちにその実施促進を図ることとなりました。久米郡においては，県

段階の規準を受けて，「設定方針」の中で，「稲作安全性確保を主眼とし合理的な増収を図る」また，「改善

の余地多き地方及び反当収量の低き農家の改善指導に特に力を致す」としています。

⚨ 「病害防除の話 食糧作物の病害防除法」（島根県農会 17 年）

稲，麦，甘藷，馬鈴薯の病害防除法を解説していますが，この中に，「時局と病害予防剤」の項目で，①

石灰ボルドウ液について，原料の硫酸銅は従来国産品で不足しなかったが，食糧増産のため使用量が激増し，

硫酸銅の供給が追いつかなくなっていると述べ，ボルドウ液をこれまでより低濃度で使用することを奨めて

います。また，生石灰は，水分を遮断する容器（金属のカン）の不足のため配給が困難となっており，かわ

りに消石灰を使った「消石灰ボルドウ液」を調製して使用すること，あるいはボルドウ液の代用として銅製

剤一号，同二号，同三号を使用するよう紹介しています。

②石灰硫黄合剤については，市販の濃厚石灰硫黄合剤は，最近容器の不足で入手が難しくなっており，「粉

状石灰硫黄合剤の素」（第 2 章の「硫黄石灰粉」のこととおもわれます）が市販されているので，これを用
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いるか，あるいは本来に戻って石灰と硫黄粉から自家製造する必要があるとしています。

⚩ 「長崎県農会報第 21 巻 8 号」（長崎県農会 15 年）

「 同 第 21 巻 9 号」（ 同 15 年）

8 号では，「県下全般にわたり浮塵子の大発生」を報じ，田植え終了直後から浮塵子が大発生となり，駆

虫油が入手難で，県農産課長が農林省に石油の増配を陳情し，帝国農会には県農会から電文で協力要請をし

て，増配が認められました。しかし，現物はまだ届かず，一日も早い到着が待たれる，と結んでいます。

9 号では，「浮塵子の大殲滅（せんめつ）作戦展開さる」と題して，石油の増配を受けたが，現物がまだ

届いておらず，大きな町の石油配給所には他用途向けの石油があるものの，警察署長の証明書がないと売り

渡しが出来ない規則がありました。厳原（いずはら），志佐（しさ）の警察署長は独断で油を出荷するよう

命令して，適期に駆除出来ました。規則厳守で署長の証明を出さない警察署に対して，県警察本部が大英断

により，各署に出張してこれを是正させ，配給の石油が到着する前に駆除が進んで一段落となりました。「県

下の町村を見るとき，被害の少なかった町村は多くは去年に準備した石油の余分があって発生当時の間に

合ったことを忘れてはならぬ。」と結んでいます。」

⚪ 「甘藷の害虫ナカジロシタバと其の防除」（宮崎県経済部 13 年）

前年秋には稀に見る大発生となり，本年も全県下に蔓延して著しい被害を生じているとして，形態，経過

習性，防除法などを指導しています。
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第 2章 農薬統制の歴史

1 ．この章の概要
第一章の「時代背景」に記しましたように，日華事変直後に成立（12 年 9 月公布）した「輸出入品等ニ

関スル臨時措置ニ関スル法律」により，配給統制ないし消費規制がはじまりました。

13 年 5 月に「国家総動員法」が施行され，経済はほぼ統制下に入ることとなりました。

為替管理によって輸入物資の制限を行う事となったので，農薬製品等の輸入又は配給の統制をするため

に，関係農薬業者をもって，13 年 11 月「輸入農薬統制組合」が結成され，硫酸ニコチン，デリス根，鉛お

よび松脂の 4品目の輸入及び配給の割り当てを行いました。

各種資材が窮屈となったことから，農林省は 13 年 12 月「農村対策部」を設置し，（農薬に関連する農林

省組織の変遷を巻末資料 1に添付してあります。）農業資材全般に統制が行われます。農薬についても，国

産の原料，容器，燃料その他の生産資材も次第に入手困難となり，国産農薬の生産に支障を来すことになっ

たので，14 年 8 月には「輸入農薬統制組合」を解体し全国の農薬製造業者により「農薬統制組合」が設立

されました。

14 年には「価格等統制令」「小作料統制令」等が公布施行され，農薬を含む諸物資の価格，料金，労賃等

の統制が始まりました。

15 年 10 月には，「輸出入品等ニ関スル臨時措置ニ関スル法律」に基づき「農業薬剤配給統制規則」が公布・

施行され，農林大臣が指定した農業薬剤の生産・輸入を行う者は，その農業薬剤を農林大臣が指定する「共

販機関」以外の者に譲渡してはならず，「共販機関」以外の者は指定農業薬剤の生産・輸移入を行う者から，

その農業薬剤を譲り受けてはならないこと等が規定されました。共販機関として「農薬共販株式会社」が設

立されました。

農薬の配給は，農薬統制組合が農薬の「配給の割当て」を行い，農薬共販株式会社は買い取り，売り渡し

機能を通じて「現物の流通」を担う体制が構築されました。

大臣が指定する農薬として，当初は 6品目（砒酸鉛，硫酸ニコチン，デリス剤，松脂製剤，硫酸銅製剤，

大豆展着剤）が指定され，その後これは変更されると共に，硫酸銅など農薬にも使用される汎用薬品につい

ては，農林省，商工省協議の上で規制対象となりました。物資によっては農薬共販株式会社以外の機関が担

当する体制でした。

18 年 10 月の「統制会社令」により，物資の流通に対する国の統制が強化されることとなり，農薬統制組

合が農薬共販株式会社に合併した「農薬統制株式会社」が，一手に担うことになります。

16 年 9 月から，農林省は，「農薬の銘柄及び規格は……各種各様であって，農薬の配給に当たり農家並び

に指導者を迷わすばかりでなく，低位中小製造業者の存在は原料資材の合理的消費を阻害し，生産費を高め

るので，農薬の銘柄及び規格の整理統一，企業の整理統合を目標」として「農薬の種目，規格及び企業の整

備」を進めます。これを審議する機関として農薬統制組合に「農薬整備委員会」を設置させ，農薬統制組合

ではこれと並んで組合員により「整備実行委員会」を組織して企業サイドの意向も反映させながら「整備」

に取り組みました。17 年 2 月に検討が終結し，農薬については銅剤，砒素剤など 10 種類で 25 品目の農薬
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に整理し，それぞれに統一規格を定めました。これらの農薬は，名称も統一し，銘柄などは一切使用しない

こと，容器包装のデザインも統一することも定められました。

企業の整備については，農薬統制組合のデリス部会，輸入ニコチン部会など 9つの分野で，部会ごとに協

議を行い「中心企業」を定め，それ以外の企業は当該農薬の製造から廃業または中心企業に合併する事とな

りました。一連の「整備」をとりまとめて農薬整備委員会は解散となりました。「農薬の種目及び規格の整

備」は「農薬審議委員会」を新に設置して，新農薬の審議，規格の変更など継続して行われました。

このような取り組みに拘わらず，農薬の原料，労働力，エネルギー，工場の補修資材さらには農薬の容器，

包装資材などの不足は年々深刻化し，農薬の供給量は低下しました。これに対応すべく，農薬統制組合は陳

情書の提出その他打開に努め，19 年 5 月に，国は「農業薬剤等緊急確保対策」を閣議決定し，原料，石炭

その他の資材や労働力の優先配分などの方針を打ち出して，その実現に努めましたがその翌年には終戦を迎

えることとなります。

また，農商省は 18 年頃から農業生産資材の配給の円滑化のため，「配給の一元化」を進め，農薬について

も 19 年 11 月に，流通を「系統農業会に一元化」することとし，商業団体は解散，商業者は転廃業すること

等を定めました。

この章では，これらを資料に沿って見ていきますが，整理方針として，まず，統制機関に関する事項を時

系列を追ってご紹介し，その後に，配給統制などの各事項を解説する方針で資料を整理しました。

2 ．農薬統制機構の設立，改廃と果たした役割
⑴ 輸入農薬統制組合

日華事変直後の 12 年 9 月に「輸出入品等ニ関スル臨時措置ニ関スル法律」が公布され，為替管理による

輸入物資の制限が行われることになりました。商工省，大蔵省に対して為替許可申請を行い，許可された金

額の分だけ輸入ができる制度です。農薬に関しては，当初約 1年間は輸入者が個々に許可申請手続きを行っ

ていました。農林省農産課の上遠氏から，後に組合の「主査」に就任する田中顕三氏にあてた手紙で，「本

年はどうにか乗り切ったが，統制経済下で個人申請は商工省，大蔵省は審査に甚だ困難。農林省も為替許可

申請に証明其の他に甚だ不便。」と述べています。こうした事情から，「輸入農薬統制組合」設立の動きが始

まりました。

13 年 11 月 15 日に関連業者 17 名により設立総会が開催され，同組合が発足しました。

組合員は，㈱井上喜商店，㈱日南貿易商会，日本ワイエス石鹸㈱，日本農薬㈱，日本鉱業㈱，トバネ園，

伴野農薬製造所，㈱小原商店，ワシオ農薬営業所，㈱鹿児島化学研究所，横浜植木㈱，タキイ種苗㈱，山本

病害虫駆除研究所，㈱小西安兵衛商店，三共農薬㈱，合名会社三明化学製品所，合資会社京都農薬研究所の

17 社です。

その後，矢菱化学研究所，坂田商会，田中農薬工業所，合名会社小西利七商店，大木商会，合資会社三栄

商店の 6社が加入し，トバネ園，田中農薬工業所が退会しています。

組合は，「硫酸ニコチン，デリス根，農業薬剤として使用される鉛，松脂の輸入または配給の統制を行う

こと」を目的とし，その事業は，①これら資材の輸入又は配給を必要とする総量及び各組合員に対する割
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当の決定，②これら資材の輸入又は配給，③組合員の為替許可，配給の申請に対する証明，④その他目的

達成に必要な事業と定めています。，

組合に，鉛（8社），デリス（11 社），ニコチン（8社），松脂（8社）の 4つの部会を置くことも決定され

ました。（ ）内はそれぞれの部会員数です。

14 年 3 月の総会では，価格の協定を行うこと，販売品の品質保証のため組合で規格を定め，「規格マーク」

を添付すると共に，品質検査の基礎となる成分の分析法について農事試験場に原稿作製を依頼して刊行する

（14 年 4 月に刊行）ことなどを議決しています。

その後国産の原料，容器，燃料その他の資材が次第に入手困難となり，国産農薬の生産に支障を来すこと

になったので，「輸入農薬統制組合」を解体し全国の農薬製造業社 50 社により「農薬統制組合」が設立され

ることになりました。

14 年 8 月 5 日に輸入農薬統制組合第 6 回総会が開催され，後刻開催の「新農薬組合」が「合併の決議」

をした場合は，これに合併することを全員一致で可決しました。原案通り「農薬統制組合」は合併を決議し，

「輸入農薬統制組合」はこれに合併する形で解散することとなりました。

⑵ 農薬統制組合

14 年 8 月 4，5 日に「農薬統制組合設立に関する協議会」が開催されました。

冒頭，農林省資材課長が農薬統制組合設立が必要な趣旨を説明し，若干の討論の後，組合を設立すること

及び組合規約案を満場一致で可決しました。また，理事 12 名，監事 1名を決定しました。

第二日目に輸入農薬統制組合を本組合に合併する件及び次の事項などが決定されました。

① 組合に部会を設けること（鉛部会，ニコチン部会，デリス部会，松脂部会，農用水銀消毒剤部会（以

上は「輸入農薬」関連），除虫菊製剤部会，石灰硫黄合剤部会，二硫化炭素部会，クロルピクリン部会，

ホルマリン部会，硫酸銅部会，青酸剤部会 以上 12 部会）

② 輸入農薬統制組合が行っていた技術懇談会を継承し，春秋二回，東京又は大阪において開催すること

③ 組合員が必要とする資材について調査すること

組合の目的，事業について，農薬統制組合定款では次のように定めています。

⑴ 組合の目的は「農業用薬剤の製造及び配給の統制並びに之に必要なる資材の輸入及び配給を円滑にし

製品の品位改善を図ること」

⑵ 組合の事業は，

① 農業用薬剤の生産総数量及び各組合員に対する生産並びに配給割当の決定

② 農業用薬剤及びその原料の輸入又は受給を要する総数量及び各組合員に対するその割当の決定

③ 農業用薬剤及びその原料の輸入為替許可及び配給の申請

④ 農業用薬剤の容器及び包装資材並びに農業用薬剤の製造に要する装置機械器具その他資材の総数量

の決定及び組合員に対する割当の決定

⑤ 農業用薬剤の品位の改善及び規格の統一

⑥ 農業用薬剤の適正価格の決定

⑦ その他目的達成上必要な事項
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なお，農薬統制組合設立に関する協議会出席者は，次の通りです。〈○○〉の区分は，元の資料のまま転

記したものです。

〈輸入農薬統制組合員〉

㈱井上喜商店 ㈱日南貿易商会 日本ワイエス石鹸㈱ 日本農薬㈱ 日本鉱業㈱ 伴野農薬製造所

㈱小原商店 ワシオ農薬営業所 ㈱鹿児島化学研究所 横浜植木㈱ タキイ種苗㈱

山本害虫駆除研究所 矢菱化学研究所 合名会社小西利七商店 ㈱小西安兵衛商店 三共農薬㈱

合名会社三明化学製品所 坂田商会農薬部 合資会社三栄商店 ㈱京都農薬研究所 大木商店

〈除虫菊製造〉

㈱今津化学研究所 戸田工業㈱ 大下回春堂 大日本除虫菊㈱ 大同除虫菊㈱ 長岡駆虫剤製造㈱

内外除虫菊㈱ 帝国除虫菊㈱ ㈱安住大薬房 ㈱木村製薬所

〈硫酸ニコチン〉

中江製薬所

〈石灰硫黄合剤〉

町田新三郎 高木商店 松井宇一 星商店 日産化学工業㈱ 合資会社望月兄弟商会

合資会社マルキタ合剤製造所 石川兄弟合資会社 石黒製薬所

〈ボルドウ剤〉

大島化学工業所

〈二硫化炭素〉

日本二硫化炭素工業組合 新潟硫酸㈱横浜工場 帝国化学工業㈱

〈ホルマリン〉

㈱江戸川工業所 日本醋酸製造㈱

〈クロルピクリン〉

日本曹達㈱ ㈱中山製鋼所 三井鉱山㈱ 帝国染料製造㈱

〈硫酸銅〉

古河電気工業㈱ 住友電線製造所 住友鉱業㈱東京支所 三菱鉱業㈱ 昭和鉱業㈱ ㈱藤田組東京事務所

〈青酸剤〉

保土谷曹達㈱ ㈱鐵興社 東洋曹達㈱ 昭和電工㈱

〈水銀消毒剤〉

昭和農薬㈱

〈雑〉

ヤマト種苗農具㈱ 島原吉兵衛商店

14 年 9 月付けの組合員（59 社）の名簿及びその後，組合への加入，退会の動向は巻末資料 2 に収録して

います。組合設立の数年後，「企業整備」に向けた 16 年 9 月の加入，その結果を受けた 17 年 3 月にかけて

の退会，合併が多数に上っています。

次に説明する農薬共販株式会社の設立に関連して，14 年 11 月に，農林省当局と農薬統制組合の役員の間

で，統制強化への対応策について協議が行われ，組合においても検討を進めることとなり，理事会（11 月
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21 日）を経て「案」を農林省に提出しています。この案では，「農薬統制株式会社」を設立し，現に組合が

行っている統制配給の業務を移行することを基本とし，組合は「統制に協調する機関」として存続する内容

となっています。

その後，15 年 6 月 22 日に臨時総会を開催し，「農薬共販株式会社」設立に関する 6 月 6 日理事会決定の

「案」を協議し，その設立を満場一致で決議すると共に，設立発起人を選定しました。このように，農薬統

制組合は，その設立の母体となりました。

15 年 9 月 16 日開催の第 1回定時総会では，決算，予算，役員改選等を議決した他，農薬共販株式会社が

設立されたことを報告しています。

14 年には「価格等統制令」が公布施行され「諸物資の価格を，14 年 9 月 18 日の水準を超えて引き上げる

ことを禁止し，其の後協定価格料金等又は公定価格料金等による統制に移行すること」となっていましたが，

15 年 2 月 2 日農林省告示第五十五号により，6 品目の農薬に「農業薬剤最高販売価格」が定められ，農薬に

公定価格が導入されます。組合は，その基礎データを取りまとめ，農林省に提出する業務を担いました。

15 年 9 月から 11 月の間の文書に，「大豆製品共販㈱から」（大豆油（展着剤原料）に関して），「苛性ソー

ダ並びにソーダ灰配給会社から」（苛性ソーダ（松脂合剤等の原料）に関して），「日本鉛亜鉛アンチモン統

制組合あて」（鉛（砒酸鉛の原料）の割当統制に関して），「日本鉛丹工業組合あて」（砒酸鉛原料用リサージ

の現物の流通に関して），それぞれ交わした文書が残っており，個別品目ごとに多くの「統制機関」が組織

されていた実態がうかがえます。

15 年 6 月には硫酸銅の統制が始まりました。

（18 年 11 月には，農林水産業用硫酸銅配給統制要綱が施行され，統制が強化されました。）

15 年 11 月には農業用ホルマリンも統制が始まります。

16 年 6 月には硫黄も統制が始まります。

17 年 1 月には農用石鹸の統制が始まります。

19 年 1 月には，農業用のクロルピクリンの統制が始まります。

15 年 10 月 5 日には，農林省が発表した「昭和 14 年農業用薬剤統計」を組合員に配付しました。巻末資

料 4として収録しておきます。

16 年 9 月には，農林省の依頼（指示？）により，組合に「農薬整備委員会」を設置し，事務局となって「農

薬の品目，規格及び企業の整備」を検討しました。同委員会が解散した後，17 年 2 月からは「農薬審議委

員会」を設置し，その事務局として各種検討に参画しました。

17 年 9 月開催の第 3 回定時総会では，決算中「雑収入」に「松脂部会解散残金受け入れ」の項目があり

ます。原料の松脂は主に米国及び支那から輸入されており，戦争の深化に伴い輸入が困難になったため，部

会を解散したものと思われます。

この定時総会議案では，「農薬製造用資材購入資金の改定に関する件」として，部会費を一部値上げして

「共同購入資金」を造成することを提案（可決）しています。農薬統制の強化の結果，農薬原料についても

一括購入を要望するものが増加傾向にあり，そのための原資とするためとしています。

17 年 9 月には「鉱油乳化剤部会員」等に宛てて，鉱油乳化剤の原料である苛性カリ，クレゾールの入手

が困難になってきたことに対処し，主要な部会員で協議した結果，対策として，苛性カリに変えて苛性曹達
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を使用し，クレゾールの使用量を減少することにより代替品を製造出来ること，ただし，規格に定める乳化

度の変更を要するため，農林省に協議すること等を報告しています。

18 年 8 月 26 日に「臨時組合員総会及び第四回定時組合員総会」を開催し，臨時総会では，冒頭，8 月 25

日に，農薬統制組合と農薬共販株式会社を合併するため両社の役員協議会を開催し，具体案を作製し，新会

社の株主となるべき者の選考に関しては農林省に一任した旨報告の後，一号議案「農薬統制組合を農薬共販

株式会社に統合し農薬統制組合を解散する件」を可決するとともに，職員の勤続，清算人選任，事業の新組

織への継承等を決定しました。

その後，19 年 1 月 18 日付けで清算書が作製され，残余の 2,000 円を農薬統制株式会社に福利施設資金と

して引き継ぎ，終了しています。

⑶ 農薬共販株式会社

「日華事変の進展に伴い物資の不足はますます激化し，農業用資材も統制して国家の必要とする食糧農産

物等の生産部面に配給する必要に迫られたので」（農林行政史第二巻），15 年 10 月 2 日に，「輸出入品等ニ

関スル臨時措置ニ関スル法律」に基づき農林省令第 86 号「農業薬剤配給統制規則」が公布され，農林省告

示第 464 号が施行されました。

規則では，農林大臣が指定する農薬の生産，輸入，移入を行う者は，その指定農薬を「共販機関」以外の

者に譲渡してはならないこと，また，共販機関以外の者は農薬製造者等から指定農薬を譲り受けてはならな

いこと等が規定され，これを受けた告示では，指定農薬として 6品目（①砒酸鉛，②農業用硫酸ニコチン，

③農業用のデリス根，デリス粉，及びデリス製剤，④農業用の松脂合剤，松脂鯨油合剤，松脂展着剤及び

支那産松脂，⑤農業用硫酸銅製剤，⑥農業用大豆展着剤）を指定すると共に，共販機関として「農薬共販

株式会社」が指定されました。

農薬共販株式会社は指定農薬を一括購入して，本省の指示により，道府県別に配給する物流面から配給統

制を担うこととなりました。

これに先だって 14 年 11 月に，農林省当局と農薬統制組合の理事の会談で，統制強化への対応策について

協議が行われ，農薬統制組合が農林省に提出した「案」は次のようなものでした。

「農薬統制機関設置に就いて（案）」（農薬統制組合理事会議決）の要点

「農薬統制株式会社」を設立して，①原材料等の統制配給，②農薬生産並びに配給の統制を行わせる。農

薬統制組合は，組合員が統制に協調するための機関として規約改正の上存続する。その業務として，①「資

材の統制配給」は現行の「為替の申請」，「統制資材其の他の斡旋」を基本とし，②「生産並びに配給統制」

は必要生産量を確保し過去三ヶ年実績等に基づき生産割当を行い，配給は第一次扱い者の過去の実績により

配給を行う。等としており，実現した「農薬共販株式会社」及び配給の統制の内容に比べ，保守的な「案」

となっています。

その後，15 年 6 月 6 日の同組合理事会を経て同年 6月 22 日に農薬統制組合臨時総会に「農薬共販株式会

社」の設立を提案しました。この臨時総会では「（農林省の）資材第 1 課長殿より農薬共販機関設立に関す

るご指示ありたる後会議に入り」，その設立について満場一致で可決すると共に，設立発起人として日本鉱

業㈱，日産化学工業㈱，日本農薬㈱，合名会社三明化学製品所，横浜植木㈱，三共農薬㈱，大島化学工業所
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の 7社を選定しました。

総会で配付された「農薬配給統制案 15 年 6 月 6 日理事会決議事項」では，

① 名称は「農薬共販株式会社」とすること。

② 統制品目（砒酸鉛，硫酸ニコチン，デリス根及びその製剤，松脂及びその製剤，硫酸銅製剤，大豆展

着剤の 6品種）の製造者を以て組織すること。

③ 農薬統制組合は存続すること。

④ メーカーの生産した製品は農薬共販株式会社に全部売り渡すこと。

という構想でした。

6月 24，5 の両日発起人会が開かれ，設立準備が進められ，農薬共販㈱は 15 年 9 月に設立されました。

その後，前述の 15 年 10 月 2 日に，農林省令第 86 号「農業薬剤配給統制規則」が公布され，農林省告示

第 464 号で「共販機関」として農薬共販㈱が指定されました。

⑷ 農薬統制株式会社（農薬統制組合と農薬共販株式会社の合併）

18 年 10 月 18 日に，「統制会社令（勅令第 784 号）」が公布，即日施行されました。当時，各種統制令に

基づく「統制会社」は約 600 に達するほどで，似通ったものも多く，商法に基づく株式会社のため，政府の

意思を的確迅速に浸透させ統制を遂行する上で不便がありました。統制会社令は，政府の適切な監督をなし

得ることを狙いとしたものです。統制会社は，「国家総動員法の規定に基づく事業の統制の為にする経営を

目的とする会社の設立に関する命令に依り設立した会社」と規定されています。

その公布に先立って，日付，作成者が記されていない「農薬統制組合を農薬共販㈱に統合の方針」という

タイプ打ちのメモがあります。これには，

⿠農薬統制組合は昭和 18 年 9 月 1 日をもって，農薬共販㈱に統合解散（資産は清算）すること

⿠解散後の事業（農薬審議委員会，技術懇談会に関する事項を含む）は農薬共販株式会社に一切引き継ぐ

こと

⿠組合解散の決議の為，8 月 26 日組合員総会を開催すること

⿠定款を「別紙｝の通り改正すること（この別紙は見当たりません）

⿠定款改正その他の為，8 月 26 日に臨時株主総会を開催すること

などが記されています。

また，農林行政史第二巻に「18 年 9 月 8 日農業薬剤配給統制規則が改正され，「共販機関」を「統制機関」

に改められたので，配給統制機関である農薬共販㈱及び生産統制機関である農薬統制組合は解散して「統制

会社令」による農薬統制㈱が生まれた。」とありますが，資料から見て，農薬統制組合が解散して，農薬共

販㈱に合併する吸収合併が行われました。

同年 11 月 18 日付け農商省指令農商総第 589 号「統制会社令第三条第二項ノ規定ニ依ル命令書」が農薬統

制株式会社宛てに発せられ，「右ノ者左ニ依リ統制会社ト成ルベシ」として，

記の第一項では，統制会社の目的を，「国民経済の総力を最も有効に発揮せしむる為農業薬剤の製造及び

配給の統制の為にする経営を行うこと」とし，

記の第二項で「統制会社ヲ設立スベキ期限」は 18 年 12 月 31 日と指定しています。
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その 2日後の同 11 月 20 日臨時株主総会が開催され，議題として次が掲げられています（議事録は見当た

りません）。

株主総会事項 第一号 当会社ヲ会社統制令……ノ規定ニ依ル統制会社に改組スルノ件

第二号 定款制定ニ関スル件

第四号 社長推薦ニ関スル件

（以下略）

このように，農林省当局の内意を受けて，8 月 26 日に農薬統制組合及び農薬共販㈱それぞれの総会で統

合，解散，農薬共販㈱の定款変更などを決議し，9 月 1 日に統合を実現し，9 月 8 日に農林省は農業薬剤配

給統制規則を改正し（おそらく同日付（？）で農薬共販㈱を同規則に規定する「統制機関」に指定したので

しょう。）その後，10 月 18 日に，「統制会社令（勅令第 784 号）」が公布，施行され，11 月 18 日には農商省

指令第 589 号により，農薬統制株式会社に対し，「統制会社ト成ルベシ」と命令が発せられました。

これを受けて 11 月 20 日に農薬統制㈱は臨時株主総会を開催し，定款の制定（全部改正というべきか？）

を行い，12 月 31 日までに登記を済ませ「統制会社ト成」りました。

これだけの短期間に，過密なスケジュールを完了したことは驚きを禁じ得ません。

この定款（案）では，第一条で「本会社は統制会社令により設立し農薬統制㈱と称す」と組織の位置づけ

を明らかにした上で，

第二条 目的は，「国民経済の総力を最も有効に発揮せしむる為農業薬剤の製造及び配給の統制の為にす

る経営を行うこと」と，統制会社令の規定を引き写し，

第三条 事業については，

一 主務官庁の指示に基づく農業薬剤の製造又は農業薬剤の製造を為す者に対する製造の統制指導

二 農業薬剤の製造に必要なる資材，副資材等の購入，販売その他配給

三 主務官庁の指示に基づく農業薬剤の購入，販売その他配給

四 その外目的を達する為必要なる事業（この事業を行わんとするときは主務官庁の命令ありたる場合

を除きその認可を受けるものとする）

と定めています。

このほか，「定款の変更，利益金の処分，解散，継続及び商法……に掲げる事項の決議は主務官庁の認可

を受けるに非（あら）ざれば其の効力を生ぜざるものとす。」（21 条），「社長特別の事由ありと認める場合

に於いて主務官庁の認可を受けたる時は総会の……決議に拘わらず業務を執行することを得」（22 条）と，

主務官庁の意向が強く反映される内容となっています。

3 ．農業薬剤の配給統制
秋田縣農会が編纂した「農業薬剤配給取扱要綱」という通達集に，「農林省暫定農業薬剤配給統制要綱」

が収録されています。（この通達集の発行時期の記載はありませんが，共販機関として農薬共販㈱と 15 年 6

月に統制を開始した「日本銅統制組合」が示され，15 年 11 月に統制を開始した「ホルマリン工業会」は記

されていませんので，この頃のものかと推測されます。）

「農林省暫定農業薬剤配給統制要綱」は，その第一条に，農業薬剤の定義として，「砒酸鉛，硫酸ニコチン，
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デリス剤，クポイド，王銅其の他の銅製剤」を規定しています。「共販機関」の記載がみられませんので 15

年 10 月 2 日に農林省が「統制規則」を制定する前の要綱と思われます。（これが実際に「要綱」として施行

されたのか。何故「暫定」としているのかについては判りかねます。）規定の内容は

① 農林省は農業薬剤の種類別時期別需要量を調査する。

② 農薬統制組合は翌月の製造，輸入の見込み数量，販売可能数量を調査して農林省に報告する。

③ 農林省は，これらに基づき砒酸鉛，硫酸ニコチン，クポイド，王銅の道府県別配給割当数量を決定し

て道府県，農薬統制組合，全国購買組合聯合会に通知する。

④ 農薬統制組合は全国購買組合聯合会と協議して道府県別配給引き受け数量を決定し，かつ各組合員の

配給先別配給引き受け数量を決定して農林省に報告する。

⑤ 全国購買組合聯合会は，決定した道府県別配給引受数量を農林省に報告する。

⑥ 農林省は，報告された配給先別引き受け数量を道府県に通知する。

⑦ 農薬統制組合員（農薬統制組合を通じて）及び全国購買組合聯合会は，上記以外の農業薬剤について

配給先別配給予定を農林省に提出して承認を得る

通達集の中の「秋田縣農業用薬剤配給統制要綱」（日付が記されていません）は，一県の例ではありますが，

道府県の制度の資料は，他に見当たりませんので，貴重な資料としてご紹介します。

県内では，県，郡市，町村の農会組織を通じて，需要の把握と割当を行い，市町村農会が発行する「購買証」

を現物との引き替えの保証とする仕組みとしています。

また，「秋田縣農会農業薬剤配給取り扱い要綱」は県の要綱を受けた，農会としての要綱ですが，物流を

担う者として秋田縣販売購買組合聯合会，秋田縣農薬商業組合及びその構成員が位置づけられています。ま

た，要綱の対象品目は，硫酸銅，王銅，クポイドその他銅製剤，砒酸鉛，硫酸ニコチン，デリス剤，砒酸石灰，

カゼイン石灰，石灰硫黄合剤，ウスプルン，農業用除虫菊剤，フォルマリンを掲げています。

以上の 2 件の資料は，現物の流通ではなく，「割当」を対象としており，以下にご説明する「農業薬剤配

給統制要領」（15 年 10 月 2 日付け対部第 4649 号）に相応するものと考えられます。

⿠「農業薬剤配給統制規則（15 年 10 月 2 日付け農林省令第 86 号制定 18 年 9 月 8 日改正）」

① 農林大臣が指定した農業薬剤を製造，輸移入する者は，その農業薬剤を，共販機関以外の者に譲渡し

てはならない。

② 共販機関以外の者は農業薬剤を製造，輸移入する者から，その農業薬剤を譲受けてはならない。

③ 共販機関から農業薬剤を譲受けてこれを販売する者は道府県別の種類別配給先別配給数量を予め地方

長官（知事）の承認を受けなければならない

⿠「農業薬剤配給統制要領（15 年 10 月 2 日付け対部第 4649 号 19 年 5 月 9 日付け総局第 2040 号改正）」

（資料館には 15 年 10 月付けの制定時の要領は見当たりません。以下は改正後の要領です。）

① 製造者，輸移入者は毎月，翌月から二ヶ月間の月別，種類・銘柄別製造等予定数量，販売可農数量を

農商省及び農薬統制株式会社に報告すること。

② 農薬統制株式会社は①に基づき毎月，翌月から二ヶ月間の月別，種類・銘柄別販売可農数量を農商省

に報告する。

③ 農商省は，以上に基づき都道府県別割当数量を決定し，農薬統制株式会社に通知する。
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④ 農薬統制株式会社は③に基づき配給計画を作成して農商省の承認を受ける。

⑤ 農商省は，（この承認をした）種類・銘柄別，配給先別配給割当数量を都道府県及び農薬統制株式会

社に通知する。

⑥ 都道府県は，市町村別割り当て等都道府県内配給方法を決定し，関係者間の協議等により配給計画を

樹立させ，都道府県の承認を受けさせる。

15 年 10 月 2 日付け農林省告示第 464 号では，指定農薬（以下「統制品目」と言います。）として，砒酸鉛，

農業用硫酸ニコチン，農業用のデリス根，デリス粉及びデリス製剤，農業用の松脂合剤，松脂鯨油合剤，松

脂展着剤及び支那産松脂，農業用硫酸銅製剤，農業用大豆展着剤の 6品目が指定されました。

17 年 2 月 18 日に農林省告示第 84 号により，統制品目中，農業用の松脂合剤等松脂製品をソーダ合剤に

改めるとともに，大豆油滓展着剤，椰子油展着剤が追加されました。

17 年 9 月 14 日に農林省告示第 608 号により，統制品目に砒酸石灰，農業用有機水銀剤が追加されました。

18 年 9 月 8 日に農林省告示第 409 号（具体的な内容は資料が見当たりません）

18 年 9 月 20 日に農林省告示第 518 号により，砒酸鉄，農業用の除虫菊粉，除虫菊乳剤及び除虫菊エキス，

石灰硫黄合剤，硫黄石灰粉，水和硫黄剤が追加されました。

19 年 3 月 20 日に農林省告示第 343 号により，統制品目に，砒酸アルミ，弗加砒酸石灰，油脂展着剤，鉱

油乳化剤を追加しました。

一方，農薬にも用いられる汎用の薬剤については，次の経過が認められます。

15 年 6 月には硫酸銅の統制が始まりました。商工省の所管の電気銅の統制を行っている「日本銅統制組

合」が，「日本銅統制組合硫酸銅配給規程」に基づき，農業用，逓信（ていしん）局用，雑用の三部門に分

けて硫酸銅の統制配給を行いました。

18 年 11 月に，「農林水産業用硫酸銅配給統制要綱」が施行され，軍需省所管の「鉱山統制会」が全体的

な配給統制，「日本金属配給統制株式会社」が物流を担い，農業用について具体的な配給は農薬統制㈱と全

国農業経済会が担いました。

15 年 11 月には農業用ホルマリンの統制が始まります。商工省所管の「ホルマリン工業会」が，「農業用

ホルマリン配給統制要綱」に基づいて製造，出荷サイドの統制を行い，農業用についての配給は「全国購買

組合聯合会」及び「農業用ホルマリン配給統制組合（これに関する資料は見当たりません。19 年 4 月に，

農薬統制㈱に変更されました）」が担いました(注)。

16 年 6 月には硫黄も統制が始まります。商工省の所管で，同年 4 月に設立された「日本硫黄統制組合」

が統制配給を行いました。

17 年 1 月には農用石鹸の統制が始まります。商工省所管の「日本石鹸工業会」が製造，出荷サイドの統

制を行い，「日本石鹸配給統制株式会社」が一括して買い入れ配給し，農業用の配給は「農薬共販株式会社」，

「全国購買販売組合聯合会」が行いました。

19 年 1 月には，農業用のクロルピクリンの統制が始まります。軍需省所管の「化学工業統制会」が製造，

出荷サイドの統制を行い，「化成品配給株式会社」が一括して買い入れ配給し，農業用では，政府倉庫，営

（注） 産業組合購買部門の全国組織として，大正 12 年に全国購買組合聯合会が設立，昭和 15 年に他の組織と合併し
て全国購買販売組合聯合会に改組，昭和 18 年に農業団体法の制定により全国農業経済会に改組されました。
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業倉庫の貯榖の燻蒸用は食糧管理局，農業倉庫，農家倉庫の貯榖の燻蒸用は全国農業経済会，その他用は農

薬統制㈱がそれぞれ担当しました。

19 年 7 月 29 日には除虫菊製品の統制が始まります。除虫菊乾花等を原料とする製品で「農商大臣が指定

するもの」については，製造業者は，指定配給者以外に譲渡等してはならないとされ，指定配給者として「日

本除虫菊工業統制組合（農業団体以外が製造するもの）」，全国農業経済会（農業団体が製造するもの）が指

定されました。

4 ．価格の統制
前述しましたように，14 年 10 月 18 日に，「価格等統制令」等が公布施行され，商品価格，料金，労賃等

を同年 9月 18 日の水準を超えて引き上げることを禁止し，その後，協定価格料金等又は公定価格料金等に

よる統制に移行することとされました。

輸入農薬統制組合の第一回通常総会（14 年 3 月 13 日）の決議の中に「価格の協定に関すること」として，

価格調査委員（横浜植木㈱，三共農薬㈱，日本ワイエス石鹸㈱，日本鉱業㈱，京都農薬研究所，伴野農薬製

造所）を選出して検討することが記されています。

14 年 12 月開催の農薬統制組合第四回理事会で，「帝国農会に組合協定価格に関する資料を提出する件」

が協議されています。農林省に「協定価格」の認可を申請したところ，「帝国農会の同意書」を要する旨が

農林省次官通牒に規定されていると告げられ，帝国農会に審査資料として，協定価格に関する資料を提出す

るものです。当時の協定価格に関する手続きを示す資料です。

15 年 2 月 2 日付け農林省告示第 55 号，同年 3 月 29 日付け農林省告示第 127 号により「農業薬剤最高販

売価格」が定められました。

告示第 55 号では，硫酸ニコチン，砒酸石灰，石灰硫黄合剤，デリス粉，デリス製剤，展着剤（リノー）

について，告示第 127 号では，クロルピクリン，固形農芸石鹸，液体農芸石鹸，液体松脂合剤，粉末松脂合剤，

松脂鯨油合剤，液体松脂展着剤，粉末松脂展着剤，硫酸ニコチン，デリス粉，農芸用除虫菊粉，農芸用除虫

菊製剤，砒酸鉛について価格を定めています。

例示として告示 55 号を巻末資料 5 の⑴に添付しました。これを見ると，実際に流通している農薬に対し

て「製造業者販売価格」及び「最終販売価格」が規定されています。

15 年 10 月 2 日には，農薬統制組合から組合員に宛てた文書で，農林省調整課では農業薬剤全部にわたり

公定価格制定の意向であり，このため，原価計算，「9.18 価格」（この項の冒頭にある「価格等統制令」で

基準とされた 14 年 9 月 18 日現在の価格のこと），その他精密な資料を要求しているので，組合に提出する

ように求めています。

同年 11 月 26 日には，農薬の公定価格設定の基礎になる原価計算表について，統一した様式による作製提

出が求められ，今回，「原価計算要領」を作製したので至急これにより再提出するよう要請しています。

農薬の種目，規格の整備が一段落した 16 年 12 月 29 日には，「新規格新容量による農業薬剤原価計算書並

びに容器記載事項に関する件」の文書を組合員にあてて発し，表題の件について農林省価格課から要求が

あったことを告げて，原価計算書の作製を，分担する企業名を示して協力を要請しています。

17 年 8 月 4 日に，農薬統制組合から組合員に宛てた文書で「新規格農業薬剤の価格は農林省価格課……
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除虫菊製剤及びソーダ合剤については 7月 25 日農林水産資材価格形成専門委員会委員中右薬剤関係者を農

林省に招集の上諮問……遠からず告示せらるることと拝察……その他の種類に就いても順次……」と通知し

ており，価格課での検討の様子がわかります。

18 年 4 月に農薬統制組合と農薬共販㈱が連名で発行した冊子「農業薬剤最高販売価格」で見ますと，

① 「銅製剤その他最高販売価格（18 年 4 月 6 日農林省告示第 159 号）」により，従前の「農業薬剤の販

売価格指定の件（15 年 2 月農林省告示第 55 号及び 15 年 3 月農林省告示第 127 号）は廃止し，新に，

銅製剤（3品目），砒素剤（2品目），デリス剤（2品目），硫黄剤（3品目），展着剤（3品目），塩素剤（1

品目）の 14 品目について，「製造業者最高販売価格」，「農薬共販株式会社最高販売価格」「販売業者最

高販売価格」が定められています（巻末資料 5の⑵）。

この告示中で価格の表の後に，次の事項などが規定されています。

ⅰ 本表の価格は容器に当該製品の名称，規格，容量，及び製造業者名を表示したものの価格とし，表示

がないものの価格は五割下げとする。

ⅱ 銅製剤で，左の名称，規格のものの 450 グラム紙袋入りのものは左の額を適用するものとする。左の

もの：「王銅」，「クポイド」，「活性ボルドウ」，左の額：「販売業者最高販売価格」のみを規定しています。

ⅲ 本表の薬剤で，本表の規格以外のものの最高販売価格は本表の価格の五割下げとする。

ⅳ 本表の薬剤で，本表の容量及び容器以外のものの最高販売価格は，本表の価格に当該単位容量の本表

の単位容量に対する比率を乗じたものとする。

この内，ⅲは，原料の品質不良などのため規定の含有量を満たせない場合のため，次善の対応を可とした

ものと思われます。ⅳは 42 ページ 18 年 2 月 12 日開催の農薬審議会の①への対応と思われます。ⅰは，ヤ

ミ流通または偽物を想定しているのでしょうか？

ⅱについては，「王銅」，「クポイド」，「活性ボルドウ」は，主成分が，それぞれ「銅製剤一号」，「同二号」，

「同三号」と同一で，王銅の規格（銅の含有量 29～30％）が銅製剤一号の規格（19～20％）と異なるものの，

他の 2つは含有量も違わない（二号とクポイドはともに 19～20％，三号と活性ボルドウはともに 4.8～5％）

ことから，ここに特別な規定を置く理由が，理解できません。あるいは薬効を高める等のための配合などが

評価されたのでしょうか？

以下，掲載順に，次の価格告示が収録されています。

① 「農業用除虫菊剤最高販売価格（17 年 9 月 8 日農林省告示第 601 号，18 年 4 月 20 日告示第 196 号改

正）」では，除虫菊粉，除虫菊乳剤 1.5 及び同 3，除虫菊エキスについて，「製造業者最高販売価格」，「販

売業者最高販売価格」が定められています

② 「農業用アルカリ剤最高販売価格（17 年 9 月 8 日農林省告示第 601 号，18 年 4 月 20 日告示第 196 号

改正）」では液体と粉末の 2品目について，「製造業者最高販売価格」，「農薬共販株式会社最高販売価格」

「販売業者最高販売価格」が定められています。

③ 「機械油乳剤最高販売価格（16 年 1 月 22 日農林省告示第 32 号）」では，1 種目 3つの規格のものにつ

いて，「生産者工場渡し価格」及び「小売価格」が定められています。

④ 「硫酸銅公定価格（16 年 3 月 15 日商工省告示第 215 号）」では単一品目として，また，「粉末硫黄硫
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黄華等最高販売価格（17 年 11 月 18 日商工省告示第 1207 号）」では 7品目について，「製造業者最高販

売価格」，「製造業者より直接購入して販売する者の最高販売価格」，「その他の販売業者最高販売価格」

が規定されています。

⑤ 「農業用ホルマリン最高販売価格（16 年 10 月 22 日農林省告示第 790 号）」では，1 品目の中身売りの

価格として，「製造業者最高販売価格」，「販売業者最高販売価格」が定められています。

⑥ 「青化ソーダ最高販売価格（16 年 9 月 16 日商工省告示第 822 号）」では，「強度品」，「並度品」の 2

品目について，「製造業者又は日本青化曹達販売㈱最高販売価格」，「製造業者又は日本青化曹達販売㈱

より直接購入して販売する者の最高販売価格」「その他販売業者最高販売価格」が定められています。

⑦ 「二硫化炭素最高販売価格（15 年 5 月 29 日商工省告示第 249 号）」では，1 品目で「大口売の場合」

については，「製造業者最高販売価格」，「販売業者最高販売価格」が，小分売の場合は 4 段階の容量に

ついて「製造業者又は同者から直接購入して販売する者の最高販売価格」，「その他の販売業者最高販売

価格」が定められています。

⑧ 「石灰類最高販売価格（16 年 9 月 4 日商工省／農林省連名の告示第 3号）」では，2 品目で生石灰につ

いては規格として，特選品，一等品～三等品，等外品の 5区分，消石灰は同様に 7区分について「製造

業者最高販売価格」，「販売業者最高販売価格」が定められています。

⑨ 18 年 12 月 2 日農商省告示第 86 号では，農業石鹸（固形と粉末の 2 品目）及び，砒酸鐵，硫酸ニコ

チンにつき，各 1品目について「製造業者最高販売価格」，「農薬統制株式会社（石鹸については「日本

石鹸配給統制株式会社」）最高販売価格」「販売業者最高販売価格」が定められています。

⑩ 19 年 2 月 7 日付け，農薬統制株式会社から関係製造業者に宛てた文書で，農商省では次の品目の公

定価格改定並びに新設定に関して審査，検討をすることになったことを告げ，原価計算書を作成して 2

月 25 日までに提出するよう要請しています。

改定品目：砒酸鉛，砒酸石灰，農業用の除虫菊粉，除虫菊乳剤剤一・五，除虫菊乳剤三，除虫菊エキス六

設定品目：弗加砒酸石灰，水銀製剤一号，メルクロン，塗抹用水銀製剤一号

19 年 12 月 1 日の日本農業新聞切り抜きには，「除虫菊 78％値上げ」の見出しで，戦局の推移とともに軍

需として需要が増加している一方その製造は近年減少しているので緊急増産が必要となったため農家庭先価

格が引き上げられることを報じています。

5 ．農薬の品目，規格及び企業の整備
⑴ 農薬の品目，規格及び企業の整備のはじまり

農林省は，「農薬の銘柄及び規格は……各種各様であって，農薬の配給に当たり農家並びに指導者を迷わ

すばかりでなく，低位中小製造業者の存在は原料資材の合理的消費を阻害し，生産費を高めるので，農薬の

銘柄及び規格の整理統一，企業の整理統合を目標として……」（農林行政史第二巻）標記の計画を進めまし

た。

13 年 5 月農林省農産課による「農業薬剤製造所調べ」からは，多様な農薬が流通していたことが見られ

ます（巻末資料 6に添付してあります。）。

16 年 3 月の日付の資料「石灰ボルドウ液ト市販農薬トノ効果比較試験成績」（農林省農政局）は，各道府
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県農事試験場の 11～15 年度の間に行われた農薬の効果試験で，石灰ボルドウ液と効果を比較できる形で

行ったものの成績を集録しています。クポイド，ソイド，サルポイド，王銅，八州銅石鹸，塩基性珪酸銅，

石灰硫黄合剤，亜鉛石灰液，粉末ボルドウ，消石灰ボルドウ，コロイドボルドウ，三共グリーン，コロヂノ

イド……と 24 品目の試験データが集まりました。

また，農薬整備委員会に配付されたと思われる，農薬の種類別の製造企業及び銘柄リストがあります。企

業，銘柄の数を数えてみると次の通り多数に上っています。

⑵ 農薬整備委員会の設置

この計画を進めるため，農薬統制組合に審議機関として「農薬整備委員会」が設置されました。農薬整備

委員会は，16 年 9 月に設立されたようです。

農薬整備委員会の会長名で，16 年 9 月 6 日付け農整第 1 号「農薬整備委員会委員委嘱の件」という文書

の中で，「農薬整備委員会の設立に伴い，農林省のご指示により小生会長に就任致し……委員は会長より委

嘱することに相成居り候……」として，委員への就任を要請しています。

添付された「農薬整備委員会規程」では，第一条に農薬整備委員会の目的を，「農業薬剤の種目及び規格

の整理統一並びに企業の整備に関する事項を審議する……」と定めています。

第二条に「本委員会は農薬統制組合内にこれを設置す」

第三条に「委員会は会長 1名及び委員若干名を以て構成す」，

第四条に「委員は農薬統制組合，農薬共販株式会社，需要者団体等の代表者並びに学識経験者の中より会

長これを委嘱す」とあります。

委員は次の 10 名が選任されました。

会長 間部 彰

委員 夏目 廉介（農薬統制組合長）

田中 顕三（農薬共販株式会社常務取締役）
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砒酸鉛 11 社 15 銘柄
除虫菊粉並びに製剤 25 社 53 銘柄
ニコチン製剤 12 社 26 銘柄
砒酸石灰 6社 6銘柄
石 灰 3社 3銘柄
硫黄雑剤 4社 4銘柄
デリス根製剤 13 社 15 銘柄
松脂製剤 8社 19 銘柄
鉱油乳剤 12 社 29 銘柄
銅製剤 11 社 21 銘柄
石灰硫黄合剤 20 社 20 銘柄
農用水銀消毒剤 3社 3銘柄
砒酸鐵 4社 4銘柄
クロールピクリン 4社 4銘柄
石 鹸 11 社 18 銘柄
展着剤 21 社 45 銘柄
青酸剤 1社 1銘柄
雑 剤 2社 6銘柄



千葉 蓉山（帝国農会幹事）

吉田 正（全国購買販売組合聯合会理事）

藪田貞次郎（帝国大学農学部教授）

村川 重郎（帝国大学農学部教授）

中山幸三郎（帝国大学農学部教授）

小田部 ○（判読不能 帝国大学農学部教授）

榎本喜久次（帝国大学農学部教授）

16 年 11 月 23 日付けで「農業薬剤の種目及び規格並びに企業の整備に関する件」と題する文書が，農林

省資材部長から農薬統制組合長あて通知されました。

「このことについて具体的実施方針に関し過般来「農薬整備委員会」において審議中のところ，今般成案

を得たことにより，同委員会答申に基づいて，別紙の通り整備方針決定となったので，御了知の上，之が整

備実施相成度（あいなりたく）この段通牒（つうちょう）に及候（そうろう）也」

この中で，つぎのように示しています。

① 規格の変更並びに名称，容器包装及び包装記載事項の統一は明年 3月 1日より之を実行すること

② 製造を中止すべき薬剤は本年限りその製造を為さざること

③ 企業の整理統合に関しては中心企業の決定等整備具体案を明年 2月末日までに決定し農林省に報告す

ること

16 年 12 月 26 日に，農薬統制組合は臨時総会を開き，席上農林省係官より規格並びに企業整備に関する

指示があり，これに対応するため，組合員をもって「整備実行委員会」を組織することを決議すると共に，

その委員として，日本農薬㈱，京都農薬研究所，伴野農薬製造所，日産化学工業㈱，横浜植木㈱，三共㈱，

日本鉱業㈱，山本害虫駆除研究所の 8社を選任しました。

⑶ 農薬の種目及び規格の統一

一連の取り組みの事前の検討，調整に用いたと思われる，「農業薬剤の種目規格等整備方針に関する件」

というメモがあります。この中に，「種目及び企画の整理統一」について，「優良種目の選定，優良種目の整

理並びに之に伴う規格の協定……農薬整備委員会は……之を審議すること」「新製品は農薬整備委員会の審

議を経て農薬統制組合に於いて農林省の承認を受けたる後これが製造を為すこと」とあります。

このメモの別記として，検討対象とする農薬の（種目の案？）リストには，①砒酸鉛その他の砒酸塩類，

②硫酸ニコチンその他の煙草製剤，③各種デリス剤，④除虫菊粉及び除虫菊製剤，⑤松脂合剤その他の松

脂製剤，⑥ソーダ合剤，⑦機械油乳剤その他の鉱油乳剤，⑧石灰硫黄合剤その他の硫黄製剤，⑨硫酸銅製

剤，⑩大豆展着剤その他の展着剤，⑪クロールピクリン，⑫農芸石鹸類，⑬その他主として農業用を目的

として製造する薬剤が挙げられています。

16 年 9 月 19 日には第 1回農薬整備委員会が開催されました。

委員会の「審議方法」については，「種目及び規格の統一に関しては全品目に付概括的にその要否の審議」

「前項により種目及び規格の整理統一の必要ありと認めるものについてはその具体案審議」「種目整理の審議

に当たりては製品の名称統一についても之を併せ行う」としています。
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また，（別紙）「審議の際に於ける参考事項」の中には「種目及び規格等整備統一」について，「①農業上

より見たる必要性，②製品の品質，使用上の便否並びに需要状況，③製造原材料の配給の難易，④製品の

価格関係」が挙げられています。

具体的な検討を進めるため，「特別委員会」の設置が決定され，まず，デリス剤，砒素剤，大豆展着剤そ

の他の展着剤について，特別委員会（委員の互選によるとしていますが，メンバーは不詳）に「立案方を委

嘱」しました。

特別委員会では 4回に亘って検討した結果を 10 月 10 日付けで委員会会長宛に報告しています（これ以後

の特別委員会の活動の記録は残されていません）。その内容は，

① デリス剤 デリス根は製造を廃止すること。「デリス粉」（規格として「結晶ロテノーン含有量 4％以

上」，容器包装については「250 グラム二重紙袋入り」。銘柄は付さないこと。以下これら詳細は省略し

ます。）及び「デリス乳剤」の 2種類とすること

② 砒素剤「砒酸鉛」，「砒酸石灰」の 2種類とすること

③ 展着剤「大豆展着剤」，「椰子油展着剤」の 2種類とすること

この報告を，農薬整備委員会で審議した記録は見当たりませんが，このとおり採択されたものと思われま

す。

16 年 11 月 25 日の農薬整備委員会では，次の事項が審議されました。（審議の記録は残っていませんが恐

らくこの通り採択されたと思われます。以下各回次の委員会でも同じです。）

① 銅剤「銅製剤一号」，「銅製剤二号」，「銅製剤三号」の 3種類とすること

② 大豆展着剤その他展着剤（第 2 回審議）「大豆油滓展着剤」，「固形農用石鹸」，「粉末農用石鹸」の 3

種類を追加すること

③ アルカリ剤「液体ソーダ合剤」，「粉末ソーダ合剤」の 2種類とすること

④ 除虫菊剤「除虫菊粉」，「除虫菊乳剤 1.5」，「除虫菊エキス」の 3種類とすること

⑤ ニコチン剤「硫酸ニコチン 40」の 1種類とすること

16 年 12 月 19 日の農薬整備委員会では，次の事項が審議されました。

① 塩素剤「クロルピクリン」の 1種類とすること

② 硫黄剤「石灰硫黄合剤」，「硫黄石灰粉」，「水和硫黄剤」の 3種類とすること

③ 鉱油乳剤「灯油乳剤」，「軽油乳剤」は製造を廃止すること。「機械油乳剤」の 1種類とすること

④ 大豆展着剤その他展着剤及び乳化剤（第 3回審議）「鉱油乳化剤」を追加すること，「粉末農用石鹸」

の容器包装を 2種類に増やすこと

⑤ アルカリ剤（第 2回審議）「松脂鯨油合剤」の製造を廃止すること

⑥ 除虫菊剤（第 2回審議）「除虫菊乳剤」に「除虫菊乳剤 3」を追加すること

16 年 12 月の資料「農業薬剤の種目，規格及び容量」では次のように整理しています

① 銅 剤 銅製剤一号（塩基性塩化銅），銅製剤二号（硅酸銅），銅製剤三号（硫酸アルミ銅）

② 砒 素 剤 砒酸鉛，砒酸石灰

③ デリス剤 デリス粉，デリス乳剤

④ ニコチン剤 硫酸ニコチン 40
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⑤ 除虫菊剤 除虫菊粉，除虫菊乳剤 1.5，除虫菊乳剤 3，除虫菊エキス 6

⑥ アルカリ剤 液体ソーダ合剤，粉末ソーダ合剤

⑦ 鉱油乳剤 機械油乳剤

⑧ 硫 黄 剤 石灰硫黄合剤，硫黄石灰粉，水和硫黄剤

⑨ 展着剤及び乳化剤 大豆展着剤，大豆油滓展着剤，椰子油展着剤，固形農用石鹸，粉末農用石鹸，

鉱油乳化剤

⑩ 塩 素 剤 クロルピクリン

農薬の種目及び規格の整理の検討は以上で一段落となり，この後は，後出の「農薬審議委員会」で審議さ

れることとなります。

⑷ 種目及び規格に関するその後の経過

17 年 6 月 13 日付け農薬統制組合から組合員に宛てた通知で，先に農林省発表の中に記載が無かった「液

体農芸石鹸」の扱いについて，農林省に照会したところ，「液体農芸石鹸は製造を廃止］の旨指示があった

ことを連絡しています。

17 年 12 月 14 日に，「農薬審議委員会」の議を経て，水銀剤の追加が，農林省総務局長から農薬統制組合

長あて通知されました。

銘柄ウスプルン及びメルクロンを名称「水銀製剤一号（クロールフェニール水銀）」とし，銘柄セレサン

を「塗抹用水銀製剤一号（クロールフェニール水銀）」とすること

19 年 3 月 15 日には農商省総務局長から農薬統制株式会社社長宛に「農業薬剤の種目及び規格の整備に関

する件」により，「最近に於ける農業薬剤の生産，需給状況に鑑み，農薬審議委員会の報告に基づき左記の

通り整備した。」として，砒素剤に次の 2件を追加することが通知されました。

砒酸アルミニウムを名称「砒酸アルミ」とし，含硅弗化物砒酸石灰を名称「弗加砒酸石灰」とすること

展着剤に名称「油脂展着剤」を追加すること

この文書の中で「石鹸及び砒酸鐵については既に 18 年 12 月農林省告示第 86 号を以て公示した。」とあり

ますが，資料館に関連資料は見当たりませんでした。

話題は変わりますが，不良農薬の問題は長らく課題となっていました。第一段の種目及び規格の整備の後

の 17 年 5，6 月に，農林省主催で農薬に関する地方ブロック会議が開催されました。東北ブックの会議で，

農薬銘柄の整理に関し説明に対する質疑の中で，ある県から「農林省から各府県に不良農薬を通知すれば県

において取り締まりできる」との要望が出されました。また，関東ブロックでも「不良農薬の取り締まりに

ついて研究されたい」と要望が提出されています。農林省は「法的根拠が無い為未だ取り締まりが出来ない。

府県に於いて暫定的に取り締まりを願う」と回答しています。

このような議論が，戦後の農薬取締法の制定につながっていきます。

この「農薬の種目及び規格の整備」には，効果が少ない等の「不良な」農薬の駆逐に直接には役立たない

ものでした。
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⑸ 使用方法の説明書

農業薬剤の種目，規格及び容器の整備を図ることに併せて，それらの使用方法説明書も作成されています。

「整備されたる農業薬剤 食糧農産物増産奨励資料特一号」（大日本農会 17 年 4 月 28 日）は，農林省農事

試験場の尾上哲之助氏が執筆し，この中で，各薬剤ごとに「使用法」を説明しています。印刷に要する時間

を考慮すれば「農薬整備委員会」の解散（17 年 2 月 16 日）以前に原稿が作成されたと考えられますが，委

員会の記録に残されていないことから，恐らく農事試験場によって編纂されたものと推測されます。

その後，17 年 11 月 20 日の「農薬審議委員会」の議事録には，「銅製剤一号及び二号の使用法説明書に関

する件」として「先に決定せる……使用方法説明書について，其の後使用法実験の結果……必要有る故を以

て製造業者より……変更方申請あり……協議の結果別紙の通り決定す」とあり，また「水銀製剤一号，塗抹

用水銀製剤一号使用法説明書に関する件」について「使用法説明書を協議致したき旨幹事より提案……別紙

の通り決定す」とあります。このように，品目が追加されるごとに，幹事会を中心に，農薬審議委員会が使

用方法説明書を作成しています。

18 年 4 月に農薬統制組合と農薬共販㈱が連名で「農業薬剤種目規格並びに使用方法説明」を発行してい

ます。この中から，たとえば銅製剤二号の使用法を見ますと。①散布液の調製法，②適用病害（ここでは

稲熱病，稲苗腐敗病，麦菌核病，蔬菜病害，馬鈴薯疫病）及び病害ごとの希釈量，それぞれの場合の展着剤

の種類及び量，③注意事項として，砒酸鉛……等と混用出来るが石灰との混用は出来ないこと，湿気のな

いところに貯蔵すべきことが説明されています。

⑹ 農業薬剤容器記載事項の統一

16 年 11 月 23 日付け農林省資材部長から農薬統制組合長あて文書「農業薬剤の種目及び規格並びに企業

の整備に関する件」では，規格の変更並びに名称，容器包装の統一と並んで「包装記載事項の統一」も「明

年三月から実施する」よう指示されていました。

17 年 3 月 31 日付けで農薬統制組合から組合員に宛てた通知で，「客年（昨年）12 月 26 日臨時総会に於い

て農林省よりご説明の……容器記載事項に関しては，農林省，農事試験場の指導で記載事項が内定したので

了承願いたい」と伝え，「紙袋又はラベルの表面には見本通りの事項のみを標示」することを強調していま

す。

このほか，①医薬用外毒物は赤地に白抜き文字，劇物は白地に赤字で記すること。②表面の図案は劇毒

物，普通農薬の二種とし，石版刷りとすること。③価格は最終販売価格を標記し，ゴム印にて押捺しても

差し支え無いこと。等を申し添えています。

同年 4月 8日には文部省で国語の表記について，右横書きから左横書きへの変更を検討しているため，農

薬の表示の見本をこれに準じて変更することを組合員に通知しています。

容器記載事項を「見本と同一にする」方針については，企業の認識が一致せず（文書の内容から，「見本」

を「例示」と勘違いし，独自のデザイン等を工夫した企業が少なからずあったようです。）数回にわたり通

知文で注意を重ねても思うに任せず，7 月 28 日に「容器記載事項に関する協議会」を開催し，その「決議録」

を組合員に送付しています。

農業薬剤の種類ごとに枠の色，文字の色まで細かく申し合わせています。
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⑺ 企業の整備

16 年 11 月 23 日付け農林省資材部長からの「農業薬剤の種目及び規格並びに企業の整備に関する件」の

通牒の中で，「具体的実施方針に関し過般来「農薬整備委員会」において審議中のところ，今般成案を得た

ことにより，同委員会答申に基づいて，別紙の通り整備方針決定となった……」とし，添付された「農業薬

剤企業整備要領」では，次のように記しています。

農業薬剤の企業整備は次の要領に基づき農薬統制組合の指導により之を実施するものとする

① 「中心企業」……昭和 14～15 年度平均製造実績数量が現存企業の実績数量合計の約 80％に達すると共

に，その総製造能力が平年需要量を製造しうるよう決定すること

② 工場設備，製品製造工程，企業の分布状況等を考慮し，できるだけ一地区一企業に決定すること。特

に液体農業薬剤については需要状況，容器，運輸事情等を考慮の上地区別分散を図ること

③ 「非中心企業」は，当該地区内又は最も近接する同種目の農業薬剤を製造する「中心企業」において

これを吸収合併すること。但し人的資的関係等により合意の上合併を為す場合はこの限りに非ず

④ 種目別中心企業は農薬統制組合に置いて具体的に之を決定すること

デリス粉 4企業以内

砒 酸 鉛 3企業以内

ソーダ合剤 6企業以内（松脂合剤を併せ考慮の上）

石灰硫黄合剤 青森県（追って決定す）を除き 24 企業以内

大豆展着剤 製造設備を有するもの 2企業以内

輸入硫酸ニコチンについては農薬共販株式会社は直接輸入業者より購入し之を販売するものとす

16 年 9 月 19 日に開催された第 1 回農薬整備委員会の「審議方法」に添付された（別紙）「審議の際に於

ける参考事項」の中には「企業の整理統合」について，①製品の優劣並びに需要状況，②製造原材料の配

給関係，③工場の設備及び能率並びに製造原材料の利用程度，④工場所在地，⑤調査研究施設状況が挙げ

られています。

巻末資料 2を見ると，16 年 9 月頃に多数の企業が農薬統制組合に新規加入しています。「企業整備」の計

画を全国に知らせ，組合に加入して検討の場に参画するように働きかけが為されたものと思われます。

農薬統制組合の，16 年 12 月 26 日臨時総会の席上，企業整備について次の事項を議決しました。

組合員を以て「整備実行委員会」を組織し，立案した事項は当該部会の議を経て処理すること。この実行

委員会の審議事項は，

⿠中心企業と被中心企業に関する立案

⿠整理品目及び非中心企業に対する善後処置に関する件

⿠其の他種目及び企業の整備に伴う事項

委員として，次の 8社が選任されました。

日本農薬㈱，京都農薬研究所，伴野農薬製造所，日産化学工業㈱，横浜植木㈱，三共㈱，日本鉱業㈱，

山本害虫駆除研究所

企業整備実行委員会は，17 年 1 月 12 日及び 15 日に実行委員会を開催し，整備案を作製し，農林省の了

解を得て関係部会に送附しました。
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各部会は，1 月 19 日から 1 月 30 日の間に，それぞれ 1～数回の会合を開催して企業整備案を決定しまし

た。各部会に出席した企業のリストを巻末資料 3に添付しています。

① デリス部会

日南貿易，京都農薬研究所の 2社を中心企業とし，他の 9社は合併により 2社となり，中心企業 4社と

する。合併案は相互間で協議する。

2回目の会合で「9社の合併」は，ワシオ農薬，タキイ種苗を中心企業とすることに決定しました。

② 輸入ニコチン部会

硫酸ニコチンの輸入の見込みがないのでオールストップのまま見送ることとしました

③ 砒酸鉛部会 3回会合を持ち，次のように決定しました。

中心企業は，日本農薬㈱，横浜植木㈱，日本鉱業㈱の 3社とする。

非中心企業のうち，他の砒素剤のため施設を維持する者には，中心企業三社から互助金を支払う。

④ 大豆展着剤部会

日本油脂㈱，横浜植木㈱を中心企業とする

互助金は日本油脂が負担する（日本油脂が「接収」と表現しています。）

⑤ ソーダ合剤部会

中心企業は日本農薬㈱，伴野農薬製造所の 2社とする

他の 8社は合併により 4社の中心企業に再編成し，合計 6社を中心企業とする。

第 2回会合では，鹿児島化学工業㈱，坂田商会，新興工業㈱の 3社により 1企業

横浜植木㈱，山本害虫駆除研究所の 2社により 1企業

三笠商会，三明商店の 2社により 1企業

三共㈱で 1企業をそれぞれ中心企業として，6 社の中心企業を組織する

⑥ 銅製剤部会

中心企業は，三共㈱，日産化学工業㈱，大島化学工業所の 3社とする。

その他は非中心企業として，中心企業から互助金を支払う。

⑦ 石灰硫黄合剤部会

次の通り，青森県を除き，県別に 24 企業を中心企業とする。

（青森県の扱いは，農林省預かりとされました）

北 海 道 〈未決定〉

山 形 県 石川兄弟合資会社を中心企業として山形農薬製造所を合併

秋 田 県 農村工業

岩 手 県 医薬聯（「連」と同義）

福 島 県 帝国化学工業㈱

群 馬 県 群馬農薬製造所

埼 玉 県 並木農藝薬研究所

東 京 府 日産化学工業㈱

神奈川県 坂田商会と八洲化学工業㈱を合併して 1企業とする

─ 38─



山 梨 県 富澤良道

長 野 県 海野幸政

福 井 県 旭化学工業㈱

静 岡 県 庵原郡清水市柑橘同業組合

マルキタ合剤製造所，望月兄弟商会，伴野農薬製造所を合併し 1企業とする

愛 知 県 石黒農薬所を中心企業として小林農薬工業所を合併する

大 阪 府 日本農薬㈱，山本害虫駆除研究所，佃製薬所をそれぞれ中心企業とする

和歌山県 三共㈱

広 島 県 前田製薬㈱

山 口 県 柳井工業㈱

福 岡 県 三笠商会

佐 賀 県 野中烏犀園

鹿児島県 鹿児島化学工業㈱

⑧ 展着剤部会（大豆展着剤を除く）

日本油脂㈱，日本農薬㈱を中心企業とする

非中心企業に互助金を支払う。

これ等の企業整備案を，2 月 9 日付けを以て，農薬統制組合から農林省に報告するとともに，2 月 16 日開

催の農薬整備委員会に報告，付議しました

17 年 2 月 9 日付け「農業薬剤企業整備の結果決定せる中心企業」という資料（デリス粉，砒酸鉛，ソー

ダ合剤，石灰硫黄合剤，大豆展着剤の 5部会について作製）があります。

① デリス粉 4企業

㈱日南貿易商会

京都農薬研究所

ワシオ農薬営業所（被吸収企業：坂田商会，伴野農薬製造所，横浜植木㈱，鹿児島化学工業㈱，

山本害虫駆除研究所，矢菱化学研究所，新興工業㈱）

タキイ種苗㈱（被吸収企業：トバネ園）

② 砒酸鉛 3企業

日本農薬㈱

横浜植木㈱→東亜農薬製造㈱

日本鉱業㈱

③ ソーダ合剤 6企業

日本農薬㈱

伴野農薬製造所

三共㈱

三笠商会（被吸収企業：三明商店）

鹿児島化学工業㈱（被吸収企業：坂田商会，新興工業㈱）
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東亜農薬製造㈱（合併企業：横浜植木㈱と山本害虫駆除研究所）

④ 石灰硫黄合剤 24 企業（青森県を除く）

青 森 県 青森県硫黄合剤製造㈱（合併：秋庭有穂，奈良善助，，井上ミドリ，奈良治二，木村良吉，

セーフテー社，松井宇一，高木靜一，伴野弘前工場）

青 森 県 青森県購買販売組合聯合会（西北農村工業販購利組合，南津軽郡農村工業販購利組合，

三八農村工業販購利組合が合併）

山 形 県 石川兄弟合資会社（被吸収企業：山形農薬製造所）

神奈川県 有限会社神奈川農薬製造所（仮称）（被吸収企業：坂田商会，八洲化学工業㈱）

静 岡 県 伴野農薬製造所（被吸収企業：マルキタ合剤製造所，望月兄弟商会）

愛 知 県 石黒農薬所（被吸収企業：小林農薬製造所）

⑤ 大豆展着剤 2企業

横浜植木㈱→東亜農薬製造㈱

日本油脂㈱（被吸収企業：日本農薬㈱ほか 11 社）

巻末資料 2 にみられるように，この「企業整備」により農薬製造から撤退する企業は，17 年 3 月末頃に

農薬統制組合から退会しているものが多数に上っています。

17 年 9 月 19 日付けで農薬統制組合から北海道庁資材課にあてた文書で「今般農林省に於いて貴道信用購

買販売利用組合聯合会に企業を許可せらるる」とした上で，従来から，全国購買販売組合聯合会傘下の組合

団体が製造する場合は，農薬統制組合の組合員は，全国購買販売組合聯合会が代表として加入しているので，

個別の加入は不要であると伝えています。

18 年 4 月 1 日には，日本鉱業㈱から，日産化学工業㈱を吸収合併することの通知が組合にファイルされ

ています。

6 ．農薬審議委員会の時代
17 年 2 月 14 日付けで農林省資材部長から農薬統制組合長あて「農薬審議委員会設置に関する件」として，

「農薬整備委員会は，既に整備案を決定答申し右に基づき着々整備の実施を見つつある次第なるが今後に於

ける原料等の割り当て方針，新製品の適否等に関しては常設的の審議機関を設けて審議研究するの要あり。

この際従来の農薬整備委員会は之を解散し新に別紙案の如き審議機関を設置し……至急該機関設置方お取り

計らい相成度（あいなりたく）この段通牒（ちょう）に及ぶ」と指示しています。

その 2日後，17 年 2 月 16 日に開催された「農薬整備委員会」で，同委員会の解散が決議され，新たに「農

薬審議委員会」が発足しました。

農薬審議委員会規程の要点は次の通りです。

○組合員に対する原料の割り当て方針，新製農薬の適否，農薬統制組合員の資格，農業薬剤の種目銘柄

等の整備，その他農林省からの重要諮問を審議する。

○農薬統制組合内に設置する。

○委員は農薬統制組合及び農薬共販株式会社の代表者並びに学識経験者の中から，農林省の承認を得て
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組合が委嘱する。

○委員会に特別委員会を置く。特別委員会委員は委員会において互選する。委員会の審議事項は予め特

別委員会に立案させる。

委員の名簿はファイルされていませんが，議事録に発言者として記録のある人名は，尾上，細木，青木，

細田，木下，上遠，……等の各氏です。農薬共販㈱，農薬統制組合の役員の他，農林省の行政組織（農産課，

資材課，価格課），農事試験場の関係者を主体に構成されたと推測されます。

農薬審議委員会の開催について，資料館に保存された資料では次の 8 回の記録がありますが，17 年 7 月

29 日より前にも記録が残っていない委員会も開催されていたと思われます。また，「便宜，文書を以て全委

員に協議」した記録もあり，頻繁に検討，審議が行われていたものと思われます。

17 年 7 月 29 日の委員会では，農業用有機水銀剤の規格について，事前に特別委員会が作製した原案を報

告し，審議の結果，次の決定をしました。

ウスプルン及びメルクロンを「水銀製剤一号（クロールフェニール水銀）」とし，セレサンを「塗抹用水

銀製剤一号（クロールフェニール水銀）」とする

17 年 11 月 20 日の委員会では，

① S社から提案のあった砒酸石灰（への新規参入）の件については，試作品の化学分析の成績は了とし

つつ，生物試験を行って更に可否を協議することとしました。

② 「農業薬剤の検査方法」を，農事試験場に策定を依頼することとなりました。

③ 農薬企業整備で伴野農薬に合併すると決定していた望月兄弟商会は三重県に企業転出することの願い

出があり，望月兄弟商会の組合再加入を承認しました。

④ 4社から新農薬試験の申請があった件について，次の通り決定しました。

「アヤビシ（？印刷不明瞭）乳剤」及び「かんこう殺虫剤」の 2件について，「この種の農薬は既に試験

済みで効果少ない。」として，試験は行わず，組合加入は否決しました。

「ヒカルーム（？印刷不明瞭）」，「サンルート（？印刷不明瞭）（砒酸アルミニウム）」は本省農事試験場

及び地方農事試験場に試験を依頼する。

⑤ 「農薬の試験に関する件」として，協議の上，次の事項を追加決定しました。

a 試験の申請があった場合，特別委員会で取捨を決定し，試験が必要な場合はその手続きを行うこと。

b 地方の農事試験場で試験を行う場合は，必ず農林省に伺い出た後に行わせること。

c 地方の農事試験場で試験を行う場合，正式な試験証明書の発給は遠慮させること。

⑥ 砒素剤（砒酸鐵），弗素剤（フロライト），除虫菊剤（○○？殺虫剤：印刷不明瞭），水銀剤（龍汞（？

印刷不明瞭））の規格について，特別委員会に審議を依頼することを決定しました。

17 年 12 月 18 日の農薬審議委員会では，

① 砒酸鐵の名称，規格，包装について，原案を承認しました。

② 地方的に製造，使用される農薬の取り扱いについて次の要望がありました。

a 福岡，奈良，広島で，パルプ工場の廃液を利用するソーダ合剤類似の農薬

b 青森県で比較的多量に製造販売されているベントナイトを原料とする展着剤

この件について，地方的に製造，使用される農薬は，国家経済，資材関係等の見地から使用させること
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を理想とするが，尚十分研究する必要がある。その公定価格設定に関して考慮されるよう農林省に要請す

ることとなりました。

③ 砒酸銅の試験の要望について，地方農事試験場に試験させることになりました。

18 年 2 月 12 日の農薬審議委員会では，

① これまで農薬の「規格及び容器」について，ビンを容器とする場合，大部分が「500 グラムビン入」

としているが，450 グラム入のものも使用できるなどの基準の緩和を決定しました。（容器包装の入手

難への対応と思われます。）このことに関して，公定価格設定について考慮するよう農林省に要請する

こととなりました。

② 農薬戦時規格設定に関する件として

a 原料入手難のため，農業用石鹸について「油脂統制会」から「椰子油脂肪酸，植物油脂滓（かす）

等を主原料として製造するのやむなきに至った」旨連絡があり，特別委員会に検討を委託することと

なりました。

b デリス剤に関し，最近原料のデリス根は結晶ロテノーン含量 4％に満たない物が多いので，規格と

して「2％」を新設するすることとし，公定価格設定において考慮するよう農林省に要請することと

なりました。

c 砒酸石灰の原料のうち展着剤について，澱粉以外は概ね入手困難となったため，澱粉を使用（特許

権は N社所有）させることとしその斡旋（あっせん）を農林省に依頼することとしました。（なお，

展着剤の不足対策については，後述の「農薬に関する研究会」で主要検討事項として，農薬調合の改

善，代替物質の使用などを検討しています。）

18 年 7 月 5 日には，農薬審議委員会から委員に宛てて「デリス粉の新規格設定に関する件」と題する文

書により，結晶ロテノーン 2％含有のデリス粉（名称は，「臨時規格デリス粉」）の新規格設定について，特

別委員会の案について「便宜書面をもって協議」しています。

19 年 2 月 22 日の農薬審議委員会では，

① 山形県の K社から申請があった水和硫黄剤は，硫黄鉱山の原鉱で精錬に不適当な粉砿石を加工して

コロイド化し，硫黄を加えて含有量の規格に適合させる物です。性状は良好で，県の農事試験場での成

績（小麦の赤銹病，赤黴病，白渋病）を照会中で，その試験成績に基づいて規格品認定の採否は特別委

員会に一任することとしました。なお，麦の病害防除に不可欠な石灰硫黄合剤は，最近容器不足の為，

その他の硫黄剤で代替することの可否を全委員で研究するとしています。

② 3社から新農薬試験の要望があった件について，

「東天紅展着剤」「除虫菊デリス乳剤」については，農商省農事試験場及び地方農事試験場で試験を行

うこと，「メルクロン」については，農商省農事試験場で実施の試験成績の説明を受けた上で新規格品

として認定の可否を決することに決定しました。

19 年 11 月 20 日の農薬審議委員会では，興研（？不明瞭）展着剤，水和硫黄剤，砒酸マンガンを審議し

ています。

20 年 2 月 28 日の農薬審議委員会では，

① 新農業薬剤として，「砒酸マンガン」及び「有機銅製剤」を採択し，また，「除虫菊デリス乳剤」を試
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験的に大量製造させることを採択し，いずれも名称，規格，包装に関しては特別委員会に一任すること

としました。

② 新農業薬剤として「弗素剤 クライオライト」は，効力その他の試験を行うことを採択しました。

③ 「糊状砒素剤」に関して，石炭，電力不足の為，砒素剤を「粉状」に製造することが極めて困難となり，

将来「糊状」として使用することについて，特別委員会に研究，検討するよう委嘱することとしました。

④ 地方的に使用される農薬として，「東天紅展着剤」，「興研展着剤」，「鉱物展着剤」を採択することと

しました。

20 年 3 月 15 日の農薬審議委員会では，次の 2件を審議しました。

① 「砒酸マンガン」，「有機銅水和剤」を採用すること

② 弗素剤「クライオライト」を試験すること

20 年 4 月 4 日には農薬審議委員会から委員宛に文書により，特別委員会から除虫菊デリス乳剤，糊状砒

素剤について別紙（資料館には，保存されていません）のとおり提出があったと，連絡しています。

20 年 5 月 21 日の農薬審議委員会では，

① 低含銅製剤を採用すること。これは，硫酸銅とベントナイトを混合して製造するもので，農商省農事

試験場の試験で使用可能なことが判明しているので，規格品として採用することに決定。規格，使用方

法の作成は特別委員会に一任することとしました。

② アラワシ殺虫剤は，既に市販されているが，試験の結果使用可能なので，採択しました。

③ 弗加亜砒酸石灰は，農商省農事試験場その他の試験で効果が認められたが，薬害に関する試験の一部

が未了であり，薬害がないことが判明すれば採用することとしました。（後日試験結果から薬害がない

と判明した旨を，追伸として記述しています。）

20 年 11 月 24 日には農薬審議委員会から委員に宛てて，M社から，水和硫黄剤を製造するため，農薬統

制株式会社の株主に加入の希望があり，その資格に関して「便宜書面をもって協議」しています。

20 年 12 月 19 日には農薬審議委員会から委員宛てに，Y社の開発したピレトリンと脂肪酸エチルエステ

ルとの混合剤について，地方農事試験場で効果が確認されたので，その規格及び使用方法について，「便宜

書面をもって協議」しています。

7 ．農薬増産に関する施策及び取り組み
⑴ 農薬原材料，各種資材の逼迫（ひっぱく）

資源が乏しい我が国では，農薬の入手が困難になることは，戦争の開始当初から意識されていました。

第 1章で述べましたように，農林省農事試験場では，13 年度には「代用農薬の研究」を開始していました。

また，「長崎県農会報第 21 巻 8，9 号（15 年）」には，ウンカ大発生に対し，注油駆除用の石油の配給が

遅延し，対応に苦労したこと，島根県農会が 17 年に発行した「病害防除の話」には，ボルドウ液の原料硫

酸銅の供給が不足しており，ボルドウ液を低濃度で使うこと，生石灰や石灰硫黄合剤の容器が不足している

ことなどが取り上げられています。

農薬原材料，労働力等の入手は年々厳しさを増し，農薬の生産は減少の傾向にありました。18 年 9 月 3

日に，農薬統制株式会社主催で，「農薬増産協議会」が開催されました。
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「農薬生産の隘路（あいろ）について協議しその打開方法等を討議考究する」目的で，主な農薬製造企業

の工場長が参集し，農林省からも資材課長ほかの出席があり，企業から現状と打開策の提案等を聴取する形

で会議が進められました。

この中で，次のような発言が見られました。

① 労務者の不足（工場の稼働を止めざるを得ないこともある程。勤労奉仕隊は軍需関係で手一杯と断ら

れた。農村出身者は農繁期に帰郷するので計画生産に支障が生じる）

② 原料不足（椰子油展着剤の原料不足，デリス根の品質低下，ベンゾール，水銀，石灰等の不足，石灰

の品質劣悪で砒酸石灰には不向き）

③ 容器，包装資材が不足（石灰硫黄合剤は容器不足のため製造中止。容器回収は不成績。ソーダ合剤容

器，包装用縄，釘も不足，防湿性紙の入手困難）

④ 石炭不足（品質劣悪。運送不円滑。代用燃料を使用）

⑤ 機械の補修資材の入手難（砒素剤用のステンレスの釜。デリス乳剤のための硫酸化油製造の釜（エナ

メル釜の品質低下）。工場補修用資材が届かず機械の修繕に長期間を要す。修繕資材特にベルト，パッ

キン等，耐酸塗料）

⑥ その他（電力（現在乙種）の契約の変更。砒酸石灰の乾燥用鋸屑（のこくず）不足）等

意見交換の席上，本省資材課長から，「①木材統制の現状から木箱のまとまった数量の確保は不可能。

ワラ工品の筵（むしろ），叺（かます）などに転換はできないか。②農薬工場を「労務調整令第一条の工

場に指定するよう努力する。」との発言が記録されています。

⑵ 国会での審議

19 年 2 月 12 日，衆議院農林金庫委員会で「農薬の配給に万全を期すべし」との質疑がありました。この

ことを農薬統制㈱は，農薬製造業者あて議事録を転記した資料を発送して周知しています。

この審議の中で農商省は，「①特に硫酸ニコチン，除虫菊，砒酸石灰等不足がちなものに重点を置き農薬

の必要量を確保すること。②農薬工場の労務者は徴用させぬよう厚生省と了解が出来ていること。（冗長で

すがおもしろいので……）労務者不足の打開策として食糧増配の要望があり，食糧管理局と交渉した経過を

説明する中で，「食糧基準は，「一般人は一日米 2.3 合，軽労働者は 2.7 合，重労働者は 4合」となっている。

「農薬製造業も重労働者に指定」の希望があるが，化学工業はすべて「軽労働」で，航空機工業も「軽労働」

に指定されており，農薬工業は困難である。」と回答があったと説明しています。

19 年 4 月 15 日には農薬統制㈱から農商大臣あてに「農業薬剤生産数量確保に関する陳情書」を提出して

います。

この中で，「戦争の深刻化……特に昨秋軍需省設立に伴い……あらゆる一般資材は勿論，労務，石炭等何

れも直接軍関係の重点産業に充当されるため，農薬製造工業は……急激に生産量を減ずるに至った。」「これ

が解決策としては農薬用労務者を「緊急要員」に指定し，石炭其の他諸資材を優先配給する等緊急特別の措

置を講ずる他に道なきものと信ぜられ……何分のご配慮相仰ぎたく……云々」と対策を求めています。

陳情書に添付された以下の参考資料を見ますと，窮状が見て取れます。

また，「石灰硫黄合剤の（22 社合計）最近 3 年生産実績」は，16 年度 1,070 トン，17 年度 784 トン，18

年度 471 トンと大きく減少しています。

19 年 5 月 4 日には農商省総務局長から青森，埼玉，長野，神奈川，鳥取の各県知事に宛てて「農薬増産

緊急対策に関する件」を発し，「直接需要者たる地方農民を以て「農薬増産勤労奉仕隊」を結成し農閑期に

於けるこれが活用により農薬増産を図ることとした」として格段の配慮を求めています。実施時期，期間，

日当の支給などを定めると共に，県ごとに人数，派遣先工場を明示して対応を求めています。

⑶ 「閣議決定 農業薬剤等緊急確保対策」

政府は，19 年 5 月 30 日の閣議で，「農業薬剤等緊急確保対策」を決定しました。

その内容は，

1．農業薬剤の生産の確保を図る為の方途

⑴ 農業薬剤の製造用原料優先確保の措置を講ずる。特に亜砒酸については農業薬剤原料としての重要性

に鑑み急速に増産を図る。

⑵ 労務，電力，燃料等の優先確保を図ると共に特に石炭については小口需要と雖も（いえども）中央に

於いて指示配給を行う

⑶ 所用の機械補修用資材等の優先確保を図る

⑷ デリスの輸移入及び除虫菊の生産確保を図ると共にこれら薬剤の利用拡大を図る

2．汎用薬剤，石油について病害虫防除のための所用量の優先確保
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陳情書に添付された以下の参考資料を見ますと，窮状が見て取れます。

また，「石灰硫黄合剤の（22 社合計）最近 3 年生産実績」は，16 年度 1,070 トン，17 年度 784 トン，18

年度 471 トンと大きく減少しています。

19 年 5 月 4 日には農商省総務局長から青森，埼玉，長野，神奈川，鳥取の各県知事に宛てて「農薬増産

緊急対策に関する件」を発し，「直接需要者たる地方農民を以て「農薬増産勤労奉仕隊」を結成し農閑期に

於けるこれが活用により農薬増産を図ることとした」として格段の配慮を求めています。実施時期，期間，

日当の支給などを定めると共に，県ごとに人数，派遣先工場を明示して対応を求めています。

⑶ 「閣議決定 農業薬剤等緊急確保対策」

政府は，19 年 5 月 30 日の閣議で，「農業薬剤等緊急確保対策」を決定しました。

その内容は，

1．農業薬剤の生産の確保を図る為の方途

⑴ 農業薬剤の製造用原料優先確保の措置を講ずる。特に亜砒酸については農業薬剤原料としての重要性

に鑑み急速に増産を図る。

⑵ 労務，電力，燃料等の優先確保を図ると共に特に石炭については小口需要と雖も（いえども）中央に

於いて指示配給を行う

⑶ 所用の機械補修用資材等の優先確保を図る

⑷ デリスの輸移入及び除虫菊の生産確保を図ると共にこれら薬剤の利用拡大を図る

2．汎用薬剤，石油について病害虫防除のための所用量の優先確保
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「昭和十八年度主要農薬製造命令並びに製造数量」（トン，％）

農 薬 製造命令 製造実績 比 率 会 社 名

砒 酸 石 灰 4,773 2,125 44.5 日本農薬，東亜農薬，三共，鹿児島化学，日本鉱業
砒 酸 鉛 721 815 113.0 日本農薬，東亜農薬，日本鉱業
銅 製 剤 2,975 2,135 71.7 一号（日本農薬），二号（三共），三号（東亜農薬）の合計
デリス乳剤 260 114 43.8 日本農薬，三共
粉末曹達合剤 554 166 30.0 日本農薬，東亜農薬，三共

「労務者調査表（日本農薬，東亜農薬，三共の 3社）」（人）

17 年 18 年

求人申し込み員数 938 430
割 当 員 数 430 102
雇 い 入 れ 員 数 99 82
退 職 員 数 87 97

「最近三ヶ年石炭調査表（日本農薬，東亜農薬，三共の 3社）」（トン）

16 年 17 年 18 年

請求数量 7,685 7,924 7,062
割当数量 5,355 5,155 5,246
入荷数量 4,960 5,009 4,367



3．容器包装の単純化，資材確保措置，故容器の回収の徹底的強化

4．農業薬剤の輸送優先的取り扱い措置

5．農業薬剤生産に支障なからしむる目途での価格上の措置

6．農業薬剤研究機関の整備拡充

7．下部配給機構の整備強化

19 年 6 月 5 日に，農商省が主催し，農薬企業 35 社を集めた「農薬生産確保協議会」が開催されました。

総務局長の挨拶に続き，閣議決定された「農業薬剤等緊急確保対策」を説明し，その後，「農薬生産確保協

議会出席者一同」により，閣議決定に謝意を表明すると共に，「政府の要請に応え計画生産出荷の完璧を図

り……我等に負荷せられたる任務の完遂」の決意を示す，「宣誓書」を採択しています。

19 年 6 月 28 日付けで農商省から地方長官にあてて，「農業薬剤等緊急確保対策」が閣議決定されたこと

を告げて特段の配慮を要請し，特に次の事項に留意を求めています。

① 労務調整令第 2条の指定労務者勤労報國隊の優先確保に配慮すること

② 石炭については，中央において指示配給するのは石炭消費量が比較的大きな工場に限定する見込みで

あり，その他の工場に対しては地方長官で優先確保について配慮願いたいこと

19 年 8 月 10 日には横浜市において「東部農業薬剤生産増強打合会」が，同年 9月 7 日には大阪市におい

て「西部農業薬剤生産増強打合会」が，農商省主催で開催されました。議題は次の通りでした。

○閣議決定事項に関するその後の具体的事情

○資材事情並びに資材現物確保について

○病害虫発生事情並びにその対策

○生産事業報告並びに増強の協議

○価格について

会議では，農商省から，原材料の「配給計画」について，鉛は 18 年の 7 割 5 分，石炭は全体数量は一応

確保されたが，船に関係するのでその後の情勢は甚だ不良，デリス根は 18 年は前年より多かったが，事情

が変わった（戦局の悪化か？））など厳しい計画と説明されました。

これに関する意見交換の中で，農商省側から「鉄鉱と同様に或る時期が過ぎれば打ち切りがあるから充分

早く現物化に努力すべし」との発言がありました。不幸にも，これが現実となります。

19 年 10 月 19 日に農薬統制株式会社は，「砒酸石灰，石灰硫黄合剤未出荷分打切り通知の件」と題して，

地方庁経済部，農薬製造業者，農薬配給団体にあてて，「今般農商省の指令に依り，首題品左記により割当

打切と致し候條（「……なので」といった意味）御高承賜りたく，此段御通知申上候」として，①砒酸石灰，

石灰硫黄合剤については，割当時期によるが，10 月末日を以て出荷とならなかったものは割当を打切るこ

と等を連絡しています。つまり，割り当てられた配給の量のうち，その時期までに現物化されなかった分は

割当がなかったことになるということで，従って，割り当てられた量を確保したければ，この 10 月末日以

前に現物を引き取るよう努力しなければならないということです。

品不足もここまで深化したことを示しています。
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⑷ 指定工場

19 年 9 月 1 日付けで，農商次官から農薬製造企業 20 社の代表者あてに，「今般貴社○○工場を農商省農

業薬剤指定工場として指定相成候條御了知の上，決戦下農業薬剤製造業の重要性に鑑み（かんがみ）国家要

請に応え計画生産出荷の完遂を期せられたく此の段通牒に及び候也」との文書が発せられ，併せて島田農商

大臣から上記 20 社の 24 工場の「生産責任者」にあてて，「決戦下農業薬剤製造業の使命益々重大を加ふ宜

（よろ）しくその責務の重きに答へ計画生産出荷の完遂を期せらるべし」と，檄（げき）文が送付されました。

この「指定工場」の語は，農薬増産に関するメーカー代表者との会議で本省資材課長が「指定に努力する」

と発言しています。インターネットでは，「労務受給調整令」（16 年 12 月公布の勅令）において「厚生大臣

が指定する工場」という語は規定されていますが，「他の省の大臣」が「指定する」工場は規定がなく，こ

の農商省の「指定」がどういう効果をもつものかわかりません。

（別紙 あて先）20 社の 24 工場

石黒農薬製作所工場，日本特殊農薬製造㈱工場，日本農薬㈱工場，日本鉱業㈱木下川工場および王子工場，

日本油脂㈱薬品部放出工場，殖産部川崎扇町工場，日南貿易㈱工場，北海道農業会琴似除虫菊工場，

東亜農薬㈱京都工場，横浜工場，和中工業㈱大阪工場，鹿児島化学工業㈱郡元工場，大同除虫菊㈱新堂工場，

大日本除虫菊㈱大阪工場，大同農薬㈱工場，タキイ種苗㈱農薬工場，中江製薬所工場，

永岡駆虫剤製造㈱土山工場，帝国除虫菊㈱和歌山工場，三井㈱野洲川工場，大阪工場，京都農薬㈱工場，

合資会社三笠商事甘木工場

⑸ 容器不足問題への取り組み

15 年頃には，農薬の容器，包装資材の不足が影を落としはじめています。

14 年 12 月に，「西部ドラム缶工業組合」から，時局柄原材料の配給が不円滑でその打開策に腐心してい

ることを述べた上で，当局への要請の資料として「不足による影響」を当組合にあて申告してほしいという

資料要求がありました。

15 年 9 月に農薬統制組合から「五ガロン缶（かん）工業組合聯合会」にあて，「農業用銅製剤の容器ドラ

ム缶の配給に関する件」をもって，液体の農薬は従来ドラム缶を使用してきたが，近来入手がほとんど不可

能になってきた事情を述べ，翌年 3 月までの間に 15,300 缶の需要があるので，配給方特別の配慮願いたい

と要請しています。

その後，農薬生産増強の会議等で，製造業者から，農薬そのものは在庫があり，あるいは生産が可能であっ

ても，容器の不足の為，発送出来ない（在庫が満杯で生産停止の工場すらありました）との説明が時を追っ

て多く聞かれるようになりました。

19 年 8 月 23 日に農薬統制㈱の理事が出張で大牟田のM農薬工場を訪れた際にも，製品課長は「現在，

製品ストックは瓶（ビン）詰めしていないもの 86 トンを保有している（タンクに入れたまま）。瓶詰めのも

のは，1 キロ入り 362 本，500g入 384 本のみである。瓶詰め出来ないのは箱材がない（瓶は沢山あるが箱

がない）からであり，農商省に割当を申請中だが，急ぐ所は容器（箱のことか？）を送って貰うか，18 リッ

トルの瓶で受け取りに来てもらうかして欲しい。」と説明しています。

農薬統制㈱では対策を検討し，19 年 4 月 2 日には，農薬統制㈱から農薬製造業者，農薬配給団体あてに
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文書で，「農薬容器木箱の代用として一部粉状薬剤については再生大形紙袋を使用することとし，そのため

売買価格の申請中であったが，許可された」ことを伝えると共に，その回収に努めるよう依頼しています。

その中に，「損傷した容器包装資材も必ず返送すること」と記しており，不足の切実さが示されています。

また，同年 5月 16 日には，「農薬容器回収強力推進方依頼の件」として，農薬配給団体あて，容器の回収

について成績がふるわず，特に農薬使用量が多い県で成績不良なのは遺憾であると述べ，また，特にホルマ

リン容器（18 l瓶）について，ホルマリン製造業者は容器を返送しなければ出荷しないといっていると告げ

て，回収の推進を要請しています。

同年 7 月 3 日にも，都道府県庁経済部，都道府県配給業者団体あて，「農林水産業用硫酸銅包装容器麻袋

返送に間する件」により，農薬調製用硫酸銅の包装容器である麻袋の返送成績が極めて不良であり出荷者で

ある金属配給㈱から再々督促がある。硫酸銅の「使用最盛期を目前にして万一出荷不可能となるようなこと

があれば食糧確保上ゆゆしき事態」と，麻袋返送に一層強力な推進を要請しています。

8 ．そ の 他
⑴ 技術懇談会など

技術懇談会は 14 年 4 月 15 日輸入農薬統制組合総会で，事業として「技術員会合」を議決し，同月 27 日

「第一回協議会」を開催し，27 人が参加しました。

14 年 8 月 4 日農薬統制組合の設立時に，輸入農薬統制組合の技術懇談会をそのまま継承する事となりま

した。会則では，「懇談会の目的は，❟分析方法，➈製品の改良，❷試験研究の連絡，❳其の他共同の技

術的向上に関することについて懇談すること」と定めています。

第 1回技術懇談会は，15 年 4 月 23 日開催（於：農事試験場）し，参加者 39 名。

第 2回技術懇談会は，15 年 10 月 18 日に開催(於：大阪 日本農薬㈱農薬試験場)し，16 社の 30 人が参加。

第 3回技術懇談会は，16年 5 月 17 日に開催（於：埼玉 農事試験場鴻巣試験地）し，39 社から約 70 名

が参加。

第 4回技術懇談会は，16 年 11 月 10 日に開催（於：京都 京染会館）し，百余名が参加。

第 5回技術懇談会は，17 年 11 月 3 日に開催（京都）。（具体的データは見当たりません。）

農薬統制組合となっての第 1回懇談会では「種々協議を行い，多数の有益なる研究成績発表ありたり」と

記録されています。

第 2回以降，①硫酸ニコチンの分析方法（硅タングステン酸法，奥田氏法，ピクリン酸法），②農業薬剤

の物理的試験法（固着性，懸垂性，，浸潤性），③薬害試験方法，④除虫菊分析法，⑤大豆展着剤の中の石

灰の量について，それぞれ分担して試験研究に取り組み，成果の発表，意見交換が行われています。

また，農薬の分析方法については，輸入農薬統制組合が農林省農事試験場の尾上技師に編纂（へんさん）

を依頼して「輸入農薬分析方法」を刊行していましたが，国産品を含む農薬一般に関する分析方法が望まれ，

第二回懇談会において，農事試験場に編纂を依頼して，組合が刊行する事となりました。

第 4回懇談会では，農薬の種目，規格の整備について，尾上技師が講演し，意見交換が行われました。数

社の企業からは「良い物ができたらこれを認めて欲しい」との意見が出され，京都帝大の武居教授からは「進

歩が止まることのないよう，農薬の新しい物が出来たときそれを判定出来るよう，農薬統制組合に審議機関

─ 48─



を作って，研究，審査し，良い物は取上げる」ことの提案があり，尾上技師は「双手を挙げて賛成したい」

と応答しています。

この意見交換の中で農林省上遠技師は「農薬取締法を以て不良農薬を取り締まることに数年来予算を提出

したが通過しない。本年も努力中である。製造家，農薬統制組合も其の駆逐に努力して欲しい。」と発言し

たと議事録にあり，注目されます。

第 5回懇談会後の 17 年 12 月 20 日には，技術懇談会長から会員に向けて，「乳化度十分の一鉱油乳化剤に

関する件」を発し，第 5回懇談会において協議した苛性カリ，クレゾールを原料とせざる乳化度十分の一鉱

油乳化剤に関して，新製品の製造に成功した会員は，現品見本及びその使用方法，乳化度試験方法を記載し

た書類を組合宛送附願いたい，と呼びかけています。物資不足が度を加え，各種物資の調達が困難になって

きたことへの対応の模索と思われますが，関連資料が見当たらず，これ以上のことは判りません。

⑵ 農薬の地方分散保管

昭和 19 年 2 月 22 日農薬統制㈱の重役会において，農商省の「重要農業薬剤管理施設実施要領（日付，文

書番号は記入がありません）」に基づき農業薬剤の保有を実施することが採択されました。

この「実施要項」では，次の事項が規定されています。

一 目的 「農作物の病害虫……は天候其の他の自然的条件により予知し得ざる地域に異常の発生を見る

こと多きを以て，農業薬剤の相当量を貯蔵し置き，緊急事態の発生に際し急速且つ的確なる配給を為さ

んとす」

二 貯蔵すべき農業薬剤の種類及び数量 「主要食糧，必需蔬菜類，軍需農産品等の病害虫防除に使用す

る農業薬剤にして，予め地区別必要量を計画すること困難なるものとし，その具体的品目概ね次の通り

とする」（（ ）内は貯蔵予定数量）

硫酸銅（200 t），銅製剤一号（100 t），銅製剤二号（100 t），水和硫黄剤（20 t），石灰硫黄合剤（？），

砒酸石灰（100 t），砒酸鉛（40 t），除虫菊乳剤 3（20 t），除虫菊エキス 6（8 t），デリス粉（？），

椰子油展着剤（15 t），油脂展着剤（？），農用石鹸（80 t）

三 予定貯蔵場所 9行政協議会地区別に 1～2個所選定

四 予定貯蔵期間 概ね 4月～9月の 6ヶ月間。

五 適当な営業倉庫等に委託保管し，農商省の指示があった場合にこれを配給する。

六 公定の「農薬統制株式会社販売価格」をもつて農薬取り扱い団体に配給する。

七 経費の補助 倉庫保管料，庫入庫出費，減耗費，火災保険料に対し国庫から予算の範囲内で補助する。

重役会から一週間後の日付で，（宛先は不明ですが）調査依頼文書（使用する倉庫の選定と推測されます。）

を発出しており，この中では不時の病害虫発生に対処することと並んで「万一の空襲に備える」ことも訴え

ています。

同年 7月 22 日には「貯蔵農薬事務所嘱託（北海道，秋田，長野，埼玉，岐阜，兵庫，岡山，香川）」にあ

てた実務的な文書連絡を発出しており，既に体制が整えられたことが分ります。この文書連絡は，「貴地の

貯蔵倉庫に貯蔵用として硫酸銅を出荷の手配をしたが，この硫酸銅の容器及び麻袋は返送する必要がある。

入れ替え用として叺（かます）及び縄の配給を日本藁工品配給㈱に手配したので，不日（「今後，いつの日
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か不明だが」といった意味）現品が到着したら保管の上，当方に通知願いたい。」という内容のもので，前

述の容器不足への対応に関連したものでした。

なお，20 年 7 月の文書には，岡山県の貯蔵場所は県農業会倉庫及び○○倉庫株式会社倉庫の 2ヶ所，香川

県では県農業会資材倉庫 1ヶ所が記されています。農業会組織の協力で倉庫を確保し，その管理も県農業会

に依頼していたのではないかと推測されます。

戦局も押し詰まった 20 年 7 月 12 日には，農薬製造業者に宛てて，岡山市の倉庫 2件がいずれも罹災（戦

災か？）したので，同所あて予定していた農薬の出荷を暫時（代替倉庫を確保するまで？）見合わせること，

等を連絡しています。

⑶ 下部配給機構の整備

16 年頃と思われる「農業薬剤の配給に関する件」と題した手書きメモに，農林省から，「農薬配給は地方

団体を対象とし，農薬共販株式会社と地方団体との団体取引とする方針。故に，道府県に於いて配給機構を

整備すること」と記されています。

配給機構案として，次の二つが二者択一のように書かれています。

○道府県に購買連及び販売業者の主な者により，農薬共販組合を組織する

○購買連により一元的に配給することとし，販売業者に適当な手数料を与える

農薬の流通業者は，商系の全国的組織として，16 年 12 月 15 日に開催の創立委員会を経て，17 年 2 月 17

日に「全国農薬配給協会」を発足（発会式を開催）しました。（同協会は，次に述べる「農業薬剤配給機構

整備委員会」の委員として参画した記録があります。）

その後，農商省は農業生産資材の配給の円滑化のため，「配給一元化」を進めており，肥料に関しては，

19 年 1 月 16 日の新聞に，農機具については同年 3 月 25 日の新聞に，それぞれ配給を一元化した記事が掲

載されていました。

全国農薬配給協会は，同年 5 月 24 日付けで，会員あて，「商工組合法に基づき組合設立期限たる 7 月 15

日」を目前に控え，農商省当局との面談を行い，地方配給団体の「編成替え」について，次のように情報提

供しています。

①青森，秋田，滋賀等の商業組合は，商工組合法に基づく統制組合又は他の法人に改組しなければ一般

の商業組合は消滅することとなる。②任意組合であって（名称に）「統制組合」を付した配給統制組合は，

「統制」の文字を削除すれば現在のままで差し支えない。

また，あわせて，「統制農薬の配給機構」に関しては「農商省に於いて予而（かねて）種々考究せられ居

りし由（よし）にて本月中には要綱又は大綱の方針を示さるる由なり」と記しています。

全国農薬配給協会の幹部が農商省からの招きにより，同年 11 月 1 日に農商省資材課長に面会したところ，

「配給を農業会に一元化する」ことを柱とした機構整備に関する農商省案を示されました。同協会は，翌日

幹事会を開催し，「商組」も農薬配給業務にとどまることを求める対案を提出をしましたが受け入れられず，

最終的に幹事会として，条件を付して農商省案を受け入れることとなりました。

19 年 11 月 28 日付けで農商次官から「農業薬剤下部配給機構整備に関する件」が道府県知事あて通牒さ

れ，農薬統制株式会社等関係団体にも通知されました。
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「5月 30 日閣議決定された「農業薬剤等緊急確保対策」において，下部配給機構を整備強化し，適期配給

に支障なきを期する旨決定があった。その後当省斡旋（あっせん）の下に農業団体代表と商業者代表との間

において協議相調（ととの）った。」と述べた上で，要綱と，その運用を通知しています。その，要点は，

第一 方針 農薬は，従来二元的に配給してきたが，一層農薬配給の円滑適正を期し，併せてその故容器

回収の徹底を計るため，系統農業会に一元化する。

第二 要領

一 商業団体は来年 3月末までに解散する。商業団体の職員，財産は都道府県農業会が承継する。

二 農薬の商業者は転廃業するものとし，全国農業経済会より全国農薬配給協会を通じ「農業薬剤配給

機構整備委員会」で決定した共助金を交付する。

都道府県又は市町村の農業会は，希望する商業者を農業会の職員に採用する。

三 商業団体の解散，商業者の転廃業に伴う具体的な措置に関し審議するため，農商省及び地方庁内に

「農業薬剤配給機構整備委員会」を設置する。その委員には，商業者団体の代表も参画する。

この後の経緯は資料が全く見当たりません。8ヶ月余後には終戦を迎えるタイミングでの出来事でした。

（参考）

ちなみに，19 年 2 月 17 日農薬統制㈱から「配給団体」に宛てた文書の中に，

別紙として「砒酸石灰商組対農業会配給比率表」が添付されています。これによると砒酸石灰の取扱量に

占める比率について，農業会が 100％である道府県は，宮城，栃木，滋賀，和歌山，山口，新潟，富山，佐

賀の 8県，両系統が扱っているのは，大阪（商組：農業会＝55：45 以下同じ）石川（75：25）愛媛（65：35）

の 3県，他の道府県は，商組が 100％となっていました。
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巻 末 資 料

資料 1 農林省の組織の変遷（「農林水産省百年史 別巻」から抜粋）
下記以前は，農薬を含む植物防疫行政は，農務局農産課が所管していました。

13年12月 3 日 「臨時農村対策部」設置。

農薬，防除器具等は「資材課」が所管

14年10月12日 官房に「調整課」設置

資材価格は「調整課」が所管

16年 1 月21日 「資材部」設置（「臨時農村対策部」は廃止）

農薬は「資材課」が所管

「農政局」設置（「農務局」は廃止）

病害虫防除，植物検疫は引き続き「農産課」が所管

「総務局」設置

資材価格は，「価格第二課」を設置して所管

16年12月 5 日 総務局の「価格第二課」廃止

資材価格は同局に「価格課」を設置して所管

17年11月 1 日 「資材部」廃止

「資材課」は総務局に移行

18年11月 1 日 農林省は商工省と合併し，「農商省」となる

「物価局」設置

資材価格は「統制課」が所管

20年 3 月10日 「資材局」設置

「資材課」は総務局から移行

「物価局」廃止

資材価格は総務局に「価格第二課」を設置して所管

20年 7 月 8 日 総務局の「価格第二課」廃止

資材価格は同局に「統制課」を設置して所管

資料 2 14 年 9 月農薬統制組合員名簿及びその後における入退会の記録
⑴ 14 年 9 月 農薬統制組合員名簿

㈱井上喜商店 ㈱今津化学研究所 石川兄弟合資会社 石黒製薬所 日本ワイエス石鹸㈱ 日本曹達㈱

日本農薬㈱ 日本鉱業㈱ ㈱日南貿易商会 日産化学工業㈱ 保土谷曹達㈱ トバネ園 東洋曹達㈱

戸田工業㈱ 伴野農薬製造所 ㈱小原商店 大下回春堂 大島化学工業所 大木商店 ワシオ農薬営業所

㈱鹿児島化学研究所 横浜植木㈱ 大日本除虫菊㈱ 大同除虫菊㈱ 高橋桜桃園 高木商店

田中農薬工業所 タキイ種苗㈱ 内外除虫菊㈱ 長岡駆虫剤製造㈱ 中江製薬所
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㈱中山製鋼所和歌山支店 ヤマト種苗農具㈱ 山本害虫駆除研究所 矢菱化学研究所 松井宇一

合名会社小西利七商店 ㈱小西安兵衛商店 帝国化学工業㈱ 帝国除虫菊㈱ 帝国染料製造㈱ ㈱鐵興社

㈱安住大薬房 坂田商会農薬部 佐伯屋商店 合資会社三栄商店 三共農薬㈱ 合名会社三明化学製品所

三明商店 ㈱京都農薬研究所 ㈱木村製薬所 三井鉱山㈱ 宮内硫黄合剤製造所 昭和電工㈱

昭和農薬㈱ 島原吉兵衛商店 合資会社望月兄弟商会 セーフテー社 関二硫化炭素製造所 （59 社)

⑵ 14 年 10 月以降農薬統制組合員の加入，退会等の記録

（注） ① 会社名の後の数字は入退会の日付を記したものです

② 会社名と年月のみ表示している物は「加入」を表します。

15 年 9 月 農薬統制組合員名簿の変更点は次の通りです

日清化学工業㈱ 15. 9 和中工業㈱ 15. 9 嘉寶物産㈱ 15. 9

保土ヶ谷曹達㈱→保土谷化学工業㈱ 15. 9

高橋桜桃園→（除名）15.9 宮内硫黄合剤製造所→（除名）15. 9

八洲化学工業㈱ 15. 9 満州大豆工業㈱ 15. 9 小西屋白井商店 15. 9 小林農薬工業所 15. 9

16 年 9 月 農薬統制組合員名簿の変更点は次の通りです

㈱井上喜商店→（退会）16. 9

井上ミドリ 16. 9 日本油脂㈱ 16. 9 日本特殊農薬製造㈱ 16. 9 日清化学研究所 16. 9

中国興業㈱ 16. 9 第一工業製薬㈱ 16. 9 高取農薬製造所 16. 9 並木農芸薬研究所 16. 9

奈良善助 16. 9 奈良治二 16. 9 柳井工業㈱ 16. 9 前田製薬㈱ 16. 9

合資会社マルキタ合剤製造所 16. 9 庵原郡清水市柑橘同業組合 16. 9 海野幸政 16. 9

野中鳥犀圓本店 16. 9 群馬農薬製造所 16. 9 旭化学工業㈱ 16. 9 秋庭有穂 16. 9

木村良一 16. 9 三井化学工業㈱ 16. 9 合資会社三笠商会 16. 9 宮沢良道 16. 9

白井化学工業㈱ 16. 9 全国購買販売組合聯合会 16. 9 佃製薬所 16. 9

佐伯屋商店→（退会）16. 9 三明商店→（退会）16. 9 三井鉱山㈱→（退会）16. 9

満州大豆工業㈱→（退会）16. 9 小西屋白井商店→（退会）16. 9

17 年 7 月の組合資料で次の変更を記録しています。

坂田商会，八洲化学工業→（合併） 神奈川農薬製造所（仮称）

井上ミドリ，高木商店，奈良善助，秋庭有穂，奈良治二，松井字一，木村良一，セーフテー社→（8社合併）

青森県硫黄合剤製造㈱（仮称）

17 年 7 月付け 農統組第 4537 号をもって通知した 2月 16 日以降組合員の移動連絡

脱退 12 社（島原吉兵衛商店 17. 2 日清化学工業㈱ 17. 3 日清化学研究所 17. 3 トバネ園 17. 3

㈱小原商店 17. 3 ヤマト種苗農具㈱ 17. 3 マルキタ合剤製造所 17. 3

㈱小西安兵衛商店 17. 3 小林農薬工業所 17. 3 山県農薬製造所 17. 3

合資会社望月兄弟商会 17. 3 新興工業㈱ 17. 3）

新規加入者 3社（ライオン油脂㈱ 17. 3 旭電化工業㈱ 17. 3 静岡県志太郡柑橘同業組合 17. 3）

名義変更 4社（横浜植木㈱→東亜農薬㈱ 17. 6

並木農芸薬研究所→有限会社埼玉石灰硫黄合剤製造所 17. 5
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矢菱化学研究所→生産油脂工業㈱ 17. 6 海野幸政→有限会社海野工場 17. 6）

山本害虫駆除研究所は農業薬剤製造事業を東亜農薬㈱に譲渡 17. 10

ワシオ農薬営業所はデリス製剤製造事業を東亜農薬㈱に譲渡 17. 9

資料 3 企業整備について各部会の協議に出席した企業リスト（部会員名簿）
① デリス部会

日本農薬㈱，日南貿易㈱，トバネ園，伴野農薬製造所，ワシオ農薬営業所，鹿児島化学工業㈱，

横浜植木㈱，タキイ種苗㈱，山本害虫駆除研究所，矢菱化学研究所，小西屋白井商店，坂田商会，

三共農薬㈱，京都農薬研究所

② 輸入ニコチン部会

日本農薬㈱，横浜植木㈱，三共㈱，伴野農薬製造所，小原商店，大木商店，小西安兵衛商店，

三明商店，八洲化学工業㈱，新興工業㈱，鹿児島化学工業㈱

③ 砒酸鉛部会

伴野農薬製造所，三共㈱，日本農薬㈱，横浜植木㈱，小原商店，日本鉱業㈱，日本油脂㈱，

鹿児島化学工業㈱，新興工業㈱

④ 大豆展着剤部会

日本農薬㈱，八洲化学工業㈱，三共㈱，坂田商会，日本鉱業㈱，日産化学工業㈱，鹿児島化学工業㈱，

三明商店，小原商店，伴野農薬製造所，新興工業㈱，横浜植木㈱，山本害虫駆除研究所，日本油脂㈱，

日清化学工業㈱，日清化学研究所，

⑤ ソーダ合剤部会

日本農薬㈱，三笠商会，三明商店，新興工業㈱，坂田商店，伴野農薬製造所，山本害虫駆除研究所，

鹿児島化学工業㈱，横浜植木㈱，三共㈱，日本ワイエス石鹸㈱

⑥ 銅製剤部会

三共農薬㈱，大島化学工業，八洲化学工業㈱，坂田商会，伴野農薬製造所，鹿児島化学工業㈱，

新興工業㈱，日本農薬㈱，日産化学工業㈱

⑦ 石灰硫黄合剤部会

マルキタ合剤製造所，三共㈱，日本農薬㈱，鹿児島化学工業㈱，野中烏犀園，三笠商会，柳井工業㈱，

伴野農薬製造所，小林農薬工業所，木村良吉，帝国化学工業㈱，石黒農薬所，八洲化学工業㈱，坂田商会，

前田製薬㈱，望月兄弟商会，庵原柑橘同業組合，石川兄弟合資会社，山形農薬製造所，秋庭有穂，

奈良治二，高木靜一，井上ミドリ，松井宇一，セーフテー社，奈良善助，佃製薬所，並木製薬所，

宮澤良道，海野幸政，日産化学工業㈱
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資料 4 農業用薬剤に関する統計資料（15 年 10 月 農林省発表）
昭和 14 年度農業用薬剤ノ使用量 1,759 萬圓

輸出量 147 萬圓

⑴ 昭和 14 年度農業用薬剤ノ使用量

⑵ 昭和 14 年度農業用薬剤ノ輸入量

⑶ 昭和 14 年度農業用薬剤ノ輸出量

⑷ 輸出品中除虫菊の輸出先国別輸出量
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硫 酸 銅 4,500 トン 225 萬圓
生 石 灰 400 万貫 160 萬圓
硫 黄 274.5 万斤 21.9 萬圓
苛 性 曹 達 524 トン 15.7 萬圓
硫 黄 合 剤 11.9 万貫 172.5 萬圓
除 虫 菊 粉 11.9 万貫 172.5 萬圓
除 虫 菊 製 剤 5.6 万封度 16.4 萬圓
砒 酸 鉛 450 万封度 202.5 萬圓
砒 酸 石 灰 180 万封度 37.8 萬圓
硫 酸 ニ コ チ ン 24.8 万封度 105.9 萬圓
粉 煙 草 5.3 万貫 19.7 萬圓
デ リ ス 粉 87.9 トン 46.2 萬圓
固形デリス製剤 105.8 トン 26.7 萬圓
液状デリス製剤 77,500 瓶 8.8 萬圓
展 着 剤 382.3 万封度 51.2 萬圓
固 形 農 芸 石 鹸 925 トン 20.3 萬圓
液 状 農 芸 石 鹸 8,100 缶 8.9 萬圓
機 械 油 乳 剤 115,000 缶 80.5 萬圓
支 那 松 脂 6.6 万斤 18 萬圓
水 銀 製 剤 20.2 トン 26 萬圓
フ ォ ル マ リ ン 1,300 トン 91 萬圓
クロールピクリン 50 万封度 71 萬圓
青 化 曹 達 300 トン 81 萬圓

雑 80 萬圓

デ リ ス 根 34.8 万斤
支 那 松 脂 53 万斤
洋 松 脂 34 万斤
硫 酸 ニ コ チ ン 24 万斤

砒 酸 鉛 97.6 万斤 29.6 萬圓
砒 酸 石 灰 151.7 万斤 24.3 萬圓
除 虫 菊 637.2 万斤 714.9 萬圓
殺 虫 粉 147.3 万斤 110.1 萬圓
殺 虫 液 468.1 万斤 147.8 萬圓

香 港 2.4 万斤
英 吉 利 17 万斤
北 米 合 衆 国 553.5 万斤
オーストラリヤ 5.3 万斤
其 の 他 59.1 万斤
合 計 637.2 万斤



資料 5 農業薬剤最高販売価格
⑴ 昭和 15 年 2 月 2 日農林省告示第 55 号

⑵ 昭和 18 年 4 月 6 日農林省告示第 159 号

資料 6 農業薬剤製造所調べ（農林省農務局農産課 昭和 13 年 5 月）
1 ．除 虫 菊 剤
⑴ 除虫菊粉

⑵ 除虫菊剤
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名 称 規 格 包装及び単位 製造業者
販売価格

最終販売
価 格

硫酸ニコチン ニコチン含有量 40％以上ノモノ 1封度瓶入 3.78 円 4.27 円
砒 酸 石 灰 全砒素(無水砒酸)含有量 40％以上

水溶性砒素(無水砒酸)0.5％以下ノモノ
450 瓦袋入 0.185 0.21

石灰硫黄合剤 全多硫化態硫黄含有量 22％以上ノモノ 18 立中身丈 1.68 1.96
デ リ ス 粉 結晶ロテノーン含有量 5％以上ノモノ 150 瓦缶入 0.69 0.79
同 同 150 瓦袋入 0.55 0.63
同 同 30 瓦缶入 0.21 0.24
同 同 30 瓦袋入 0.17 0.20
同 同 75 瓦缶入 0.415 0.48
同 同 75 瓦袋入 0.33 0.38
同 同 1,500 瓦缶入 6.21 7.12
同 同 3,000 瓦缶入 11.74 13.47

デリス製剤(デリス石鹸） 結晶ロテノーン含有量 1.99％以上ノモノ 500 瓦缶入 1.10 1.26
同 ( 同 ） 同 50 瓦缶入 0.17 0.19
同 (液状ネオトン） 結晶ロテノーン含有量 1.9％以上ノモノ 900 竰瓶入 1.50 1.72
同 ( 同 ） 同 450 竰瓶入 0.80 0.92
同 (水溶性ネオトン） 結晶ロテノーン含有量 1.2％以上ノモノ 900 竰瓶入 1.38 1.57
同 ( 同 ） 同 450 竰瓶入 0.74 0.85
同 (ネオデリゲン） 結晶ロテノーン含有量 1.8％以上ノモノ 450 竰瓶入 1.00 1.14

展 着 剤(リノー） 450 竰瓶入 1.05 1.20
同 ( 同 ） 180 竰瓶入 0.47 0.54

注）「瓦」はグラムを，「竰」は「センチリットル」で 1リットルの百分の一を表す。

種 目 名 称 容量及び容器
製造業者
最高販売
価 格

農薬共販株式会社
最 高 販 売 価 格

販売業者
最高販売
価 格

銅 製 剤 銅製剤一号(塩基性塩化銅） 500 瓦二重紙袋入 64.0 銭 65.0 銭 75.0 銭
銅製剤二号(硅酸銅） 同 68.0 69.0 79.0
銅製剤三号(硫酸アルミ銅） 同 37.5 38.0 44.0

砒 素 剤 砒酸鉛 500 瓦二重紙袋入 48.0 48.8 55.0
砒酸石灰 同 24.2 24.5 28.0

デリス剤 デリス粉 250 瓦二重紙袋入 95.0 96.5 108.0
デリス乳剤 500 瓦瓶入 144.0 146.0 164.0

硫 黄 剤 石灰硫黄合剤 18 立中身 165.0 198.0
硫黄石灰粉 24 瓩二重紙袋入 419.0 469.0
水和硫黄剤 500 瓦二重紙袋入 41.0 46.0

展 着 剤 大豆展着剤 500 瓦二重紙袋入 25.0 25.4 29.0
大豆油滓展着剤 500 瓦木箱入 44.5 45.2 51.0
椰子油展着剤 500 瓦瓶入 144.3 146.5 164.0

塩 素 剤 クロールピクリン 500 瓦瓶入 175.0 189.0
同 1,000 瓦瓶入 341.0 369.0

注）「瓦」はグラムを，「立」はリットルを，「瓩」はキログラムを表す。



資料 6 農業薬剤製造所調べ（農林省農務局農産課 昭和 13 年 5 月）
1 ．除 虫 菊 剤
⑴ 除虫菊粉

⑵ 除虫菊剤
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商 品 名 製 造 者 所在 備 考
熊印除虫菊粉 北辰薬草栽培㈱ 北海道 成分 0.83％
印除虫菊殺虫粉 北海道除虫菊製品工業組合 北海道
旭印除虫菊粉 中村忠左衛門 青 森
強力三共除虫菊 三共㈱ 東 京 袋入り 50 袋詰
純正除虫菊粉 日本農薬㈱ 東 京 1㍀缶 25㍀缶
ウエキ印除虫菊粉 横浜植木㈱ 神奈川 1㍀缶 1㍀袋
稲穂印除虫粉 淺妻末吉 新 潟 缶袋
純良除虫菊粉 伴野農薬製造所 静 岡
月虎印除虫菊粉 内外除虫菊㈱ 和歌山
〃 〃 大 阪

金鳥印除虫菊粉 大日本除虫菊㈱ 大 阪 25㍀石油缶 1㍀缶
孔雀印除虫菊粉 南海化学工業㈱ 和歌山 25㍀石油缶
ヤマーン印除虫菊粉 紀陽除虫菊商会 和歌山 25㍀缶
マルキ印除虫菊粉 〃 〃 〃
菊象印除虫菊粉 東洋除虫菊貿易会社 和歌山
小壽鶏印除虫菊粉 〃 〃
いちかね印除虫菊粉 〃 〃
三笠松印除虫菊粉 大正除虫菊㈱ 和歌山 25㍀缶
駝鳥印除虫菊粉 〃 〃 1㍀缶
菊富士印除虫菊粉 〃 〃 1㍀缶
金菊印除虫菊粉 金英除虫菊㈱ 和歌山
眼白印除虫菊粉 〃 〃
日本一印除虫菊粉 帝国除虫菊㈱ 和歌山
ライオン印除虫菊粉 山彦除虫菊㈱ 和歌山 25㍀缶
きく香除虫菊粉 日高除虫菊㈱ 和歌山 25㍀石油缶
菊印除虫菊粉 児玉兄弟商会 和歌山 1㍀缶
昭農特印除虫菊粉 昭和農薬㈱ 福 岡 1㍀袋 25㍀石油缶 1斗缶

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
殺虫粉 鈴木肥料店 山 形 サポニン/ピレトロン/コクン/

スタリドリン
キリン殺虫剤 ケーオー薬品研究所 山 形 除虫菊/デリス根

パラジクロルベンゾール
石油

ミカド殺虫剤 〃 〃 除虫菊/ガソリン
パラジクロルベンゾール
デリス根

フキス 〃 〃 除虫菊/石油/香料
ナミキ殺虫剤 並木源七 埼 玉 除虫菊冷却浸出
ネオン・エー 齋藤良雄商店 東 京 除虫菊抽出ロテノーン
ピレトゲン（錠） 〃 〃
液体トミノー 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印 P・R・X 横浜植木㈱ 神奈川
エヴァーグリーン 〃 〃
稲穂印殺虫液 淺妻末吉 新 潟 除虫菊乳剤ナフタリン
昼夜堂殺虫剤 昼夜堂滝井薬局 静 岡 除虫菊/樟脳油
護国塔印マルコ殺虫剤 小島薬舗 静 岡
菊エキス 伴野農薬製造所 静 岡
トンボ印のみとり粉 日本駆虫品製造㈱ 愛 知
トンボ印殺虫剤 〃 〃
大○印蚤取粉 甚目慶太郎 愛 知



2 ．デ リ ス 剤

3．煙 草 粉 末

4．硫酸ニコチン

5．ニコチン剤

6．松 脂 製 剤
⑴ 松脂合剤

⑵ 生 松 脂

7．機械油乳剤

─ 58─

トモエ殺虫剤 石黒製薬所 愛 知
殺虫剤アース 木村製薬所 兵 庫
強力農業用ムシトリン 磯城製剤起上り合名会社 奈 良
大将中農芸用ピレキラ 大正除虫菊㈱ 和歌山
イマズ殺虫剤 今津化学研究所 大 阪 樟脳油除虫菊
ハルク殺虫剤 北海道除虫菊製品工業組合 北海道
ウエノトロン 坂田商会 神奈川

商 品 名 製 造 者 所在 備 考

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
デリス根 齋藤良雄商店 東 京 ロテノーン 20％以上
蕃刀印殺虫剤トバネ トバネ園 静 岡
デリス根 伴野農薬製造所 静 岡
農 光 タキイ種苗㈱ 京 都 デリス根末
デリ素 山本害虫駆除研究所 大 阪 デリス粉末
粉末デリス 鹿児島化学研究所 鹿児島
デリゲン 三共㈱ 東 京
液状デリゲン 〃 〃
（ヤマト)デリコン 伴野農薬製造所 静 岡
デリコン 昭和農薬㈱ 福 岡
ウエキ印かんこう殺虫剤 横浜植木㈱ 神奈川
KNKかんこう殺虫剤 京都農薬研究所 京 都
液状ネオトン 日本農薬㈱ 東 京
水溶性ネオトン 〃 〃
スズキ殺虫剤 鈴木商会本店 神奈川
ホミカ殺虫剤 坂田商会 神奈川
ウエキ印 DRS殺虫剤 横浜植木㈱ 神奈川
農弾（ウリバイタイジ） タキイ種苗㈱ 京 都 デリス根末/煙草/硫黄/フ

ロライト
ヤビシ殺虫剤 矢菱化学研究所 兵 庫
ワシオ殺虫剤 ワシオ農薬営業所 岡 山
粉末ゲラン殺虫剤 日南貿易商会 福 岡
ゲラン殺虫剤 〃 〃
ピロント殺虫剤 〃 〃 ピレトリン/ロテノーン
デリス石鹸 日本農薬㈱ 東 京
デリス石鹸 坂田商会 神奈川

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
駆虫用粉煙草 中江久三郎 東 京
駆虫粉煙草 渡里常松 広 島
駆虫用粉煙草 窪谷守人 広 島
印特製粉煙草 柴営業所 香 川
駆虫粉煙草 鹿児島化学研究所 鹿児島

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
千成印硫酸ニコチン 中江久三郎 東 京
三共硫酸ニコチン 三共㈱ 東 京
硫酸ニコチン 坂田商会 神奈川
ウエキ印ユリニコフォーティー 横浜植木㈱ 神奈川
カイコ印硫酸ニコチン 小西利七商店 大 阪
巴農印硫酸ニコチン 石黒利平 愛 媛



2 ．デ リ ス 剤

3．煙 草 粉 末

4．硫酸ニコチン

5．ニコチン剤

6．松 脂 製 剤
⑴ 松脂合剤

⑵ 生 松 脂

7．機械油乳剤
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商 品 名 製 造 者 所在 備 考
ヤマトガーデン殺虫剤 ヤマト種苗農具㈱ 東 京 95％ニコチン 加里石鹸

メチルアルコール
独逸ニコチン燻蒸液 〃 東 京 95％ニコチンアルカリ水溶液
NNKリクイドインセクチサイド 日本農薬㈱ 東 京
ニコフュームリクイド 〃 〃
ニコフュームパウダー 〃 〃
NNKリクイドインセクチサイド 坂田商会 神奈川
ウエキ印リクイドインセクチサイド 横浜植木㈱ 神奈川
エキスルオイル 〃 〃
リクイドインセクチサイド（？） 〃 〃
エキスルオールリクイド 〃
エキスルオールケーキ 〃 〃
ウエキ印フリーユリニコ 〃 〃
ウエキ印ユリニコパウダー 〃 〃
ウエキ印粉末ニコチン 〃 〃
鉄砲虫退治 A 〃 〃
オカリクイドインセクチサイド オカ化学工業研究所 静 岡
オカニコチンエマルゲン 〃 〃 硫酸ニコチン改良剤
オカ粉末ニコチン 〃 〃
オカ駆虫剤 〃 〃
オカフリーニコチン 〃 〃
オカ結晶ニコチン 〃 〃
液状ムシコロシ 加藤翠松堂 大 阪 多硫化曹達/ニコチン
クルツリクイツドインセクチサイド 佐々木薬化学研究所 福 岡 ニコチン/脂肪化合物

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
カロージン合剤 日本農薬㈱ 東 京
固体松脂合剤 坂田商会 神奈川
ウエキ印粉末松脂合剤 横浜植木㈱ 神奈川
粉末松脂合剤 伴野農薬製造所 静 岡
液体松脂合剤 〃 〃
松脂合剤 山本害虫駆除研究所 大 阪
粉末松脂合剤 〃 〃
松脂合剤 池田喜伴商店 愛 媛
松脂合剤 大本幾治 愛 媛
加藤殺虫剤 加藤化学研究所 高 知
粉状松脂合剤 鹿児島化学研究所 鹿児島
濃厚液状松脂合剤 〃 〃
松脂鯨油合剤 山本害虫駆除研究所 大 阪

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
支那松脂国印 荒川商店 大 阪

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
機械油乳剤 高橋桜桃園 山 形
マシンゾール 三共㈱ 東 京



8 ．石 油 乳 剤

9．石灰硫黄合剤

10．ボ ル ド ウ

11．硫 黄

12．コロイド硫黄

13．砒 素 剤
⑴ 砒 酸 鉛

⑵ 砒酸石灰
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改良マシン油乳剤 日本農薬㈱ 東 京
スケルシン 〃 〃
ウエキ印機械油乳剤 横浜植木㈱ 神奈川
強力機械油乳剤 オカ化学工業研究所 静 岡
印マシン油乳剤 望月兄弟商会 静 岡 鉱油 65％

ヒノデマシン油乳剤 伴野農薬製造所 静 岡
トモノオイル 〃 〃
改良マシン油乳剤 山本害虫駆除研究所 大 阪 油 50％
オソール（改良ボルマシン） 戸田化学研究所 広 島
マシン油乳剤 大本幾治 愛 媛
巴農印改良マシン油乳剤 石黒利平 愛 媛
機械油乳剤 鹿児島化学研究所 鹿児島 99％，50％

商 品 名 製 造 者 所在 備 考

商 品 名 製 造 者 所 在 備 考
ペトロン 三共㈱ 東 京
石油乳剤 鹿児島化学研究所 鹿児島 石油 70％

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
セーフティー硫黄合剤 町田新三郎 青 森
石灰硫黄合剤 秋庭有穂 青 森
石灰硫黄合剤 高木商店 青 森
石灰硫黄合剤サンソー液 奈良化学工場 青 森
石灰硫黄合剤 唐牛覚太郎 青 森
石灰硫黄合剤 マルチ薬局（松井宇一） 青 森
福田サンソー液 福田貞助 青 森
石灰硫黄合剤 松井七兵衛 青 森
ヒノデ石灰硫黄合剤 伴野農薬製造所弘前工場 青 森
石灰硫黄合剤 石川商会 山 形
石灰硫黄合剤 星商店 山 形
印石灰硫黄合剤 高橋桜桃園 山 形
石灰硫黄合剤 小木曽文六 山 形
石灰硫黄合剤 並木源七 埼 玉
サンソー液 大日本人造肥料㈱ 東 京
濃厚石灰硫黄合剤 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印石灰硫黄合剤 横浜植木㈱ 神奈川
稲穂印石灰硫黄合剤 淺妻末吉 新 潟
神農液 宮崎康済堂 山 梨
三銃石灰硫黄合剤 五味薬局 山 梨
石灰硫黄合剤 山梨農芸㈱ 山 梨
海野高級石灰硫黄合剤 海野幸政 長 野
印大陽液 望月兄弟商会 静 岡
ヒノデ印硫黄合剤 伴野農薬製造所 静 岡
濃厚石灰硫黄合剤 小林農薬工業所 愛 知
巴印純良石灰硫黄合剤 石黒製薬所 愛 知
石灰硫黄合剤 山本害虫駆除研究所 大 阪
石灰硫黄合剤 池田喜伴商店 愛 媛
濃厚石灰硫黄合剤 大本幾治 愛 媛
巴農印濃厚石灰硫黄合剤 石黒利平 愛 媛
石灰硫黄合剤 鹿児島化学研究所 鹿児島
合剤 マルキタ合剤製造所 静 岡
強力硫黄樹脂合剤 オカ化学工業研究所 静 岡 ニコチン含有
加里硫黄合剤 鹿児島化学研究所 鹿児島



8 ．石 油 乳 剤

9．石灰硫黄合剤

10．ボ ル ド ウ

11．硫 黄

12．コロイド硫黄

13．砒 素 剤
⑴ 砒 酸 鉛
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商 品 名 製 造 者 所 在 備 考
ウエキ印粉末ボルドウ 横浜植木㈱ 神奈川
粉末ボルドウ 鹿児島化学研究所 鹿児島
稲穂印ボル原液 淺妻末吉 新 潟
コロイドボルドウ 日本農薬㈱ 東 京
セミ印ボルドウ 坂田商会 神奈川
ヤマトコロイドボルドウ ヤマト種苗農具㈱ 東 京

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
硫 黄 那須硫黄鉱山㈱ 東 京
微粉硫黄ノ華 日本農薬㈱ 東 京
硫黄末 横浜植木㈱ 神奈川
硫黄華 〃 〃
純良硫黄末 石黒製薬所 愛 知
硫黄華 〃 〃
粉末硫黄 安居製薬所 大 阪
硫黄（塊） 〃 〃

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
ソイド一号 三共㈱ 東 京
サルポイド 〃 〃
ラバサイト 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印粉末コロイド硫黄 横浜植木㈱ 神奈川
コロイド硫黄粉末 佐々木薬化学研究所 福 岡

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
ナミキ砒酸鉛 並木源七 埼 玉
粉状砒酸鉛 小原商店 東 京
蛇ノ目印砒酸鉛 日本鉱業㈱ 東 京
三共砒酸鉛 三共㈱ 東 京
砒酸鉛 日本農薬㈱ 東 京
粉状砒酸鉛 坂田商会 神奈川
ウエキ印砒酸鉛 横浜植木㈱ 神奈川
稲穂印粉末砒酸鉛 淺妻末吉 新 潟
稲穂印粘状砒酸鉛 〃 〃
ヒノデ砒酸鉛 伴野農薬製造所 静 岡
巴印砒酸鉛 石黒製薬所 愛 知
印砒酸鉛 タキイ種苗㈱ 東 京
カイコ印砒酸鉛 小西利七商店 大 阪

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
ニホナート 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印リマート 横浜植木㈱ 神奈川
砒酸石灰 伴野農薬製造所 静 岡



⑶ 亜 砒 酸

14．二硫化炭素

15．クロールピクリン及びホルマリン

16．コロイド銅及び銅石鹸

17．硫 化 加 里

18．硫 酸 銅

19．硫 酸 鉄

20．硫 酸

21．カゼイン石灰

22．石 鹸
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商 品 名 製 造 者 所在 備 考
稲穂印カラキ 淺妻末吉 新 潟 亜砒酸ナトリウム
精製亜砒酸 古河合名会社 東 京
粗製亜砒酸 〃 〃
亜砒酸 鹿児島化学研究所 鹿児島
ウエキ印野鼠退治 横浜植木㈱ 神奈川

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
二硫化炭素 関二硫化炭素製造所 青 森
二硫化炭素 日本硫黄㈱ 東 京
二硫化炭素 横浜植木㈱ 神奈川
亀印二硫化炭素 南海化学工業㈱名古屋支店 愛 知
巴印二硫化炭素 石黒製薬所 愛 知
二硫化炭素 安居製薬所 大 阪
二ツ井戸印二硫化炭素 浦野徳太郎商店 大 阪
孔雀印二硫化炭素 南海化学工業㈱ 和歌山
二硫化炭素 廣陽化学工業㈱ 広 島
二硫化炭素 帝国硫黄工業㈱ 広 島
二硫化炭素 内海化学工業㈱ 山 口

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
クロールピクリン 日本曹達㈱ 東 京
コミホクロールピクリン 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印クロールピクリン 横浜植木㈱ 神奈川
南海クロールピクリン 南海化学工業㈱ 和歌山
三井クロールピクリン 三井鉱山㈱三池染料工業所 福 岡
三菱印ホルマリン ㈱江戸川工業所東京工場 東 京
巴印ホルマリン 石黒製薬所 愛 知
篭印ホルマリン 廣栄㈱ 大 阪
ウエキ印フオルマル 4 横浜植木㈱ 神奈川

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
クポイド 三共㈱ 東 京
サルポイド 〃 〃
三共グリーン 〃 〃
文化銅石鹸 丸屋農薬研究部(齋藤良雄） 東 京
王 銅 日本化学工業㈱ 東 京
セリシン銅石鹸 日本農薬㈱ 東 京
固形銅石鹸 伴野農薬製造所 静 岡
セリシン銅石鹸 第一工業製薬㈱ 京 都
クルツボルドウ（六匁式銅石鹸水） 佐々木薬化学研究所 福 岡

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
蜂印硫化加里 東洋製薬貿易㈱ 大 阪
タワラ印硫化加里 朝日製薬合名会社 大 阪
硫化加里 橋本製薬所 大 阪
ムシコロシ粉末 加藤翠松堂出張所 大 阪 多硫化態樹脂石鹸



⑶ 亜 砒 酸

14．二硫化炭素

15．クロールピクリン及びホルマリン

16．コロイド銅及び銅石鹸
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商 品 名 製 造 者 所在 備 考
細粒丹礬 古河電気工業㈱ 東 京
結晶丹礬 〃 〃
蛇ノ目印丹礬 日本鉱業㈱ 東 京
丹礬 住友電線製造所 ─
古河丹礬細粒 日本農薬㈱ 東 京
古河丹礬結晶 〃 〃
藤田丹礬 藤田銅山精錬所 秋 田
三菱硫酸銅（三菱丹礬） 三菱鉱業㈱大阪製錬所 大 阪
吉見製薬工場丹礬 吉見甚三郎 大 阪

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
粉状結晶硫酸鉄 米田電鉱薬品㈱ 大 阪
硫酸鉄 大平工業所 大 阪
無水硫酸鉄 丸三化工㈱ 大 阪

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
硫 酸 住友化学工業㈱ 大 阪
硫 酸 三井鉱山㈱

三池精錬所彦島工場
山 口 B.57 度

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
雪印カゼイン石灰 北海道製酪販売組合聯合会 北海道
ナミキカゼイン石灰 並木源七 埼 玉
カゼイン石灰 小原商店 東 京
蛇ノ目印カゼイン石灰 日本鉱業㈱ 東 京
三共カゼイン石灰 三共㈱ 東 京
改良カゼイン石灰 日本農薬㈱ 東 京
カゼイン石灰 坂田商会 神奈川
稲穂印カゼイン石灰 淺妻末吉 新 潟
旭印カゼイン石灰 伴野農薬製造所 静 岡
カイコ印カゼイン石灰 小西利七商店 大 阪
カゼイン石灰 山本害虫駆除研究所 大 阪
ウエキ印カゼイン石灰 横浜植木㈱ 神奈川

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
アデカ農芸石鹸 日本農薬㈱ 東 京
特号粉石鹸 〃 〃
一号粉石鹸 〃 〃
二号粉石鹸 〃 〃
粉石鹸 坂田商会 神奈川
アデカ農芸石鹸 〃 〃
ウエキ印農用固形石鹸 横浜植木㈱ 神奈川
ヒノデ農芸石鹸 伴野農薬製造所 静 岡
農用粉石鹸 〃 〃
昭農粉末石鹸 昭和農薬㈱ 福 岡



23．其 の 他
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農芸石鹸 鹿児島化学研究所 鹿児島
三共魚油石鹸 三共㈱ 東 京
液体魚油石鹸 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印粉末魚油石鹸 横浜植木㈱ 神奈川
ウエキ印液体魚油石鹸 〃 〃
ヒノデ液体魚油石鹸 伴野農薬製造所 静 岡

商 品 名 製 造 者 所在 備 考

商 品 名 製 造 者 所在 備 考
エルム石鹸液 山本害虫駆除研究所 大 阪 加里石鹸/粗製クレゾール
エルムリッチ 〃 〃 マシン油(75％)/エルム石

鹸液
矢菱石鹸乳化素 矢菱化学研究所 兵 庫 魚油石鹸/乳化素
サンケイ乳化素 鹿児島化学研究所 鹿児島
ロジンソープ 日本ワイエス石鹸㈱ 東 京
エマルゲン 伴野農薬製造所 静 岡 魚油 加里 リゾール
カルチット 日本農薬㈱ 東 京
青化曹達 日本曹達㈱ 東 京
サイアノガス Aダスト 横浜植木㈱ 神奈川
サイアノガス Gグレード 〃 〃
デウヰード 日本農薬㈱ 東 京
ウエキ印ウヰーデスト 横浜植木㈱ 神奈川
笹根枯 日本農薬㈱ 東 京
アリメツ 尾崎光仁堂 東 京
蟻よけ 横浜植木㈱ 神奈川
アリトール オカ化学工業研究所 静 岡
オタカサ蟻駆液 大高坂黒蟻駆除研究所 高 知
セミ印ウリバヘ退治 坂田商会 神奈川
セミ印天牛退治 〃 〃
うりばい退治クルツ 佐々木薬化学研究所 福 岡 高級フェノール塩類
ねむし予防クルツ 〃 〃
ピレソイド 三共㈱ 東 京 数種の接触剤/コロイト性

殺菌/忌避剤
トリロイド 〃 〃
ウジ殺虫剤 五番館 北海道
からすよけ 〃 〃
トマール殺虫剤 トマール工業所 東 京 茄科植物の葉緑
フロライト 大日本人造肥料㈱ 東 京
ヒマサ印日正防虫剤 芦刈寶五郎 大 分 硼酸其の他
晒 粉（さらしこ） 日本曹達㈱ 東 京
晒 粉 晒粉販売㈱大阪支店 大 阪
昇 汞（しょうこう） 平山製薬所 大 阪
昇 汞 田中清蔵商店 大 阪
苛性曹達 徳山曹達㈱ 山 口
ブラスト 昭和農薬㈱ 福 岡 植物脂肪の石鹸体

＋第二塩化水銀
コロヂノイド 三共㈱ 東 京 珪酸亜鉛主体
オールセーフ 南海化学工業㈱ 和歌山 オルソ・パラジクロールベ

ンゾール
石井液（根うじ薬） 石井薬局 広 島 クレゾール・石油＋特殊薬剤
西瓜用加藤殺菌剤 加藤化学研究所 高 知
ミケゾール 三井鉱山㈱三池染料工業所 福 岡 塩素・ベンゾール
ハーカチール 鹿児島化学研究所 鹿児島
カンケゾール 〃 〃
ミクロサイド 日本農薬㈱ 東 京 次亜塩素石灰
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